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 計画の目的と位置付け 

 

１ 背景 

小金井市は、平成５年度に「緑ゆたかで快適な魅力あるまち」を将来像とした住宅マスタープラ

ンを策定し、平成１３年度の改定後、平成２３年度には、多様化する住宅へのニーズに対応するた

め、「心安らぎ・緑に包まれながら・ともに支え合うまち」を将来像とした新たな住宅マスタープ

ランを策定しました。 

この間、国では住宅の質の向上による豊かな住生活を実現するため、平成１８年６月の「住生活

基本法」の制定を経て、同年９月に「住生活基本計画（全国計画）」を策定し、平成２３年３月、

平成２８年３月、令和３年３月に「住生活基本計画（全国計画）」の見直しが実施されました。 

また、東京都においても、平成１８年１２月に改正された「東京都住宅基本条例」に基づき、平

成１９年３月に「東京都住宅マスタープラン」を策定し、平成２３年度、平成２８年度、令和３年

度に計画の見直しが実施されています。 

こうした中、現行の「小金井市住宅マスタープラン」策定から１０年が経過し、市民の世帯構成、

生活スタイル、雇用環境などの社会情勢の変化や住宅関連の計画・法令などの見直しにより、住宅

に対するニーズは更に多様化、高度化しています。 

防災面では、平成３０年６月の大阪府北部を震源とする地震においてブロック塀の倒壊による

被害が生じ、東京都においても、首都直下型地震の危険性が指摘されるなど、住宅ストックの保

全・老朽化対策が急がれています。 

また近年では、新型コロナウイルス感染症の拡大により、人々の生活に大きな影響を及ぼし、住

宅の確保に配慮を要する方々への支援の重要性も増しています。 

これらの変化に対応し、市民の安全・安心な暮らしを支える住宅・住環境の整備を進めるため、

住宅施策の総合的な計画である「小金井市住宅マスタープラン」を改定するものです。 

 

２ 目的 

住生活基本法第７条では、市町村は「住生活の安定の確保及び向上の促進に関する施策を策定

し、及び実施する責務を有する」としています。これに基づき、本計画は、市の住宅政策の総合的

な計画として、住宅政策の基本目標と施策を示し、良好な住宅・住環境を実現するための指針とす

ることを目的として策定します。 
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３ 計画の位置付け 

市の上位計画である「小金井市基本構想・基本計画1」、「小金井市都市計画マスタープラン2」な

どの関連計画及び国の「住生活基本計画（全国計画）」や東京都の「東京都住宅マスタープラン」

などと連携を図りながら、小金井市の住宅を取り巻く諸施策を総合的に展開する計画として位置

付けます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■図１ - １ 計画の位置付け 

 

４ 計画の期間 

本計画の期間は、令和４年度から令和１３年度までの１０年間を基本とし、社会経済情勢の変

化、本計画に位置付けた施策の進捗状況や関連計画などとの整合を踏まえ、必要に応じておおむ

ね５年を目途に見直しを行うこととします。 

  

                                                   
1 小金井市基本構想・基本計画：基本構想は、市民の福祉の増進を図るため、市政活動の総合的かつ計画的
な取組の指針となるもの。また、市民、団体及び事業者の地域社会における活動を促進するために策定す
るもの。基本計画は、基本構想における本市の将来像を実現するため、社会潮流や市の現状を踏まえ、施
策を具体化・体系化したもの。 

2 都市計画マスタープラン：都市計画法に基づき、都市全体及び地域レベルで、将来のまちのあるべき姿や
まちづくりの方針等を検討し、都市づくりや地域づくりで目指すべき将来像を推進するために策定したも
の。小金井市都市計画マスタープランは平成１４年３月に策定、平成２４年３月に見直しが行われてお
り、現在は令和４年８月に予定されている見直しに向けて検討が進められている。 

 

主な小金井市関連計画 

 

 

 
 

〇小金井市みどりの基本計画 

〇小金井市地域福祉計画 

〇小金井市耐震改修促進計画 

〇小金井市空家等対策計画 

○小金井市国土強靭化地域計画 

ほか 

 

 

 
 

小金井市住宅 

マスタープラン 

小金井市基本構想・基本計画 

小金井市 国・東京都 

住生活基本計画 

(全国計画) 

住宅市街地の 

開発整備の方針 

（多摩部１９都市計画） 

東京都住宅マスタープラン 

(住生活基本計画) 

小金井市都市計画 

マスタープラン 

【国の計画】 

【東京都の計画】 
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 上位計画等の整理 

 

１ 住生活基本計画（全国計画） 令和３年３月（国土交通省） 

本格的な少子高齢社会、人口減少社会の到来、住宅ストック量の充足などの社会経済情勢の著し

い変化を踏まえ、平成１８年６月、４０年間にわたって住宅の「量」の確保を主眼としてきた「住

宅建設計画法」が廃止され、「質」の向上を目指し、国民の住生活の安定の確保及び向上を促進す

る「住生活基本法」が制定されました。さらに、同年９月には、同法に基づく「住生活基本計画（全

国計画）」が策定されました。 

その後は、平成２３年３月、平成２８年３月、令和３年３月の３度にわたって計画の見直しが行

われ、「社会環境の変化」の視点、「居住者・コミュニティ」の視点、「住宅ストック・産業」の視

点から８つの目標が設定されました。今回の改定では、「社会環境の変化」の視点の中に「働き方

改革」、「新型コロナウイルス感染症」、「５Ｇ1等の情報インフラ」、「災害対策」などが記載されま

した。 
 

■表２ - １ 住生活基本計画（全国計画）改定の視点・目標 

視点 目標 

①「社会環境の変

化」の視点 

目標１ 「新たな日常」やＤＸ2の進展等に対応した新しい住まい方の実現 

目標２ 頻発・激甚化する災害新ステージにおける安全な住宅・住宅地の形成と被

災者の住まいの確保 

②「居住者・コミュ

ニティ」の視点 

目標３ 子どもを産み育てやすい住まいの実現 

目標４ 多様な世代が支え合い、高齢者が健康で安心して暮らせるコミュニティ

の形成とまちづくり 

目標５ 住宅確保要配慮者が安心して暮らせるセーフティネット機能の整備 

③「住宅ストック・

産業」の視点 

目標６ 脱炭素社会に向けた住宅循環システムの構築と良質な住宅ストックの形

成 

目標７ 空き家の状況に応じた適切な管理・除却・利活用の一体的推進 

目標８ 居住者の利便性や豊かさを向上させる住生活産業の発展 

  

                                                   
1 ５Ｇ：「超高速」だけでなく、「超低遅延」「多数同時接続」といった特長を持つ、第５世代移動通信シ
ステムのこと。 

2 ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）：将来の成長、競争力強化のために、新たなデジタル技術を
活用して新たなビジネスモデルを創出・柔軟に改変すること。行政におけるDXは、行政サービスにデジタ
ル技術やデータを活用して、住民の利便性を向上させるとともに、デジタル技術やＡＩなどの活用により
業務効率化を図り、人的資源を行政サービスの更なる向上につなげていくこと。 
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２ 東京都住宅マスタープラン（令和４年３月策定予定） 

東京都では、平成３年に第１次住宅マスタープランを策定して以来、５年ごとに改定を行ってお

り、令和４年３月に「東京都住宅マスタープラン（第７次）」が策定される予定です。 

東京都住宅マスタープラン（第７次）では、成長と成熟が両立した未来の東京に相応しい住宅政

策の考え方を踏まえ、１０の目標が示されました。今回の改定では、新たな目標として、「新たな

日常に対応した住まい方の実現」、「脱炭素社会の実現に向けた住宅市街地のゼロエミッション1化」、

「空き家対策の推進による地域の活性化」が示されています。 

■表２ - ２ 東京都住宅マスタープラン（第７次）の目標 

目標１ 新たな日常に対応した住まい方の実現 目標６ 災害時における安全な居住の持続 

目標２ 脱炭素社会の実現に向けた住宅市街地の

ゼロエミッション化 

目標７ 空き家対策の推進による地域の活性化 

目標３ 住宅確保に配慮を要する都民の居住の 

安定 

目標８ 良質な住宅を安心して選択できる市場 

環境の実現 

目標４ 住まいにおける子育て環境の向上 目標９ 安全で良質なマンションストックの形成 

目標５ 高齢者の居住の安定 目標10 都市づくりと一体となった団地の再生 

出典：東京都住宅マスタープラン（案）（令和４年１月） 

３ 第５次小金井市基本構想・前期基本計画（令和３年度策定予定） 

小金井市では、市民の福祉の増進を図ることを目的に、今後１０年にわたる将来像を「いかそう

みどり 増やそう笑顔 つなごう人の輪 小金井市」とした第５次小金井市基本構想を策定しました。 

基本構想では、「みんなの暮らしを大切にする まちづくり」「みんなで進める まちづくり」「未

来につなげる まちづくり」をまちづくりの基本姿勢として、将来像の実現に向け、取り組む政策

を６つに整理しています。 

■表２ - ３ 基本構想における政策の取組方針 

１ 環境と都市基盤 自然と都市が調和した人に優しいまち 

２ 地域と経済 安心して過ごせる暮らしやすいまち 

３ 子どもと教育 心豊かにのびのびと子どもが育つまち 

４ 文化と生涯学習 一人ひとりが自分らしく生きることができるまち 

５ 福祉と健康 誰もがいきいきと暮らすことのできるまち 

６ 行政運営 開かれた市政で誰もが信頼し合えるまち 
 

前期基本計画においては、「１ 環境と都市基盤」の中に、「住環境の整備（施策５）」が施策の

ひとつとして位置付けられています。施策を通じて実現を目指す、「目指す姿」と、課題に取り組

み、目指す姿を実現するための「施策の方向性」の概要は、以下のとおりです。 

■表２ - ４ 前期基本計画における住環境の整備に関する施策の概要 

目指す姿 
宅地内の緑化推進、良質な住宅の供給、施設の耐震化や長寿命化、バリアフリー化
2の推進などによる、自然と調和した、安全かつ快適で住み心地の良いまち 

施策の方向性 
① 自然と調和した快適な住環境の整備と保全 ③ 住宅施策の促進 

② 安全な暮らしを支える住環境の形成 ④ 雨水浸透施設3の整備推進 

                                                   
1 ゼロエミッション：あらゆる廃棄物を原材料などとして有効活用することにより、廃棄物を一切出さない
資源循環型の社会システム。東京都は２０５０年までにＣＯ２排出量を実質ゼロにする「ゼロエミッショ
ン東京」の実現を掲げ、２０３０年までにＣＯ２の５０％削減を目指している。 

2 バリアフリー化：高齢者や障がい者等に対する障壁(バリア)を取り除くこと及びそうした考え方。 
3 雨水浸透施設：「雨水浸透ます」や「雨水浸透管」など雨を地中へ浸透させるためのますや管などの施設。 
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我が国では、高齢者、障がい者、子育て世帯等の住宅の確保に配慮が必要な方が今後も増加する見込

みですが、住宅セーフティネット1の根幹である公営住宅については大幅な増加が見込めない状況にあ

ります。一方で、民間の空き家・空き室は増加していることから、それらを活用して住宅確保要配慮者

の入居を拒まない賃貸住宅の供給を促進することを目的として、平成 29 年に下図に示す新たな住宅セ

ーフティネット制度が設立されました。 

 

出典：「民間住宅を活用した新たな住宅セーフティネット制度をご活用ください」（国土交通省作成（令和２年３月）） 

 

  

                                                   
1 住宅セーフティネット：低額所得者、被災者、高齢者、障がい者、子どもを育成する家庭など、住宅を確
保するのが困難な方に対して、必要な支援を提供するための仕組みや制度。 

       新たな住宅セーフティネット制度について 
住宅政策 

コラム１ 
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住宅確保要配慮者とは、①低所得・低資産であるなど経済力が低い、②世帯の特性に適した住宅が市場で

十分取引されていない、③社会関係力が弱いなどの属性などにより入居制限を受けやすい、又は自力では的

確な選択が困難、などの理由から市場で適正な水準の住宅を円滑に確保することが難しい方です。 

 
■表２ - ５ 住宅確保要配慮者の対象者 

根拠法令等 対象者 

住宅セーフティネット法 

○ 低額所得者 

○ 被災者（発災後３年以内） 

○ 高齢者 

○ 障がい者 

○ 子ども（高校生相当以下）を養育

している者 

国土交通省令 

○ 外国人 

○ 中国残留邦人 

○ 児童虐待を受けた者 

○ ハンセン病療養所入所者 

○ ＤＶ（ドメスティック・バイオ

レンス）被害者 

○ 拉致被害者 

○ 犯罪被害者 

○ 矯正施設退所者 

○ 生活困窮者 

○ 東日本大震災等の大規模災害の

被災者（発災後３年以上経過） 

○ 都道府県や市区町村が供給促進

計画において定める者 

東京都住宅確保要配慮者 

賃貸住宅供給促進計画 

○ 海外からの引揚者 

○ 新婚世帯 

○ 原子爆弾被爆者 

○ 戦傷病者 

○ ＬＧＢＴ（レズビアン、ゲイ、バイ

セクシャル、トランスジェンダー） 

○ ＵＩＪターンによる転入者 

○ 住宅確保要配慮者に対して生活

支援等を行う者 

 

 

 

 

居住支援協議会とは、住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅等への円滑な入居の促進を図るため、地方公共団

体や関係業者、居住支援団体等が連携（住宅セーフティネット法第５１条第１項）し、住宅確保要配慮者及

び民間賃貸住宅の賃貸人の双方に対し、住宅情報の提供などの支援を実施するものです。 

 
 

居住支援協議会の主な設立目的・理由 

○ 空き家問題、住宅確保要配慮者についての課題解決のため 

○ 居住支援についての既存取り組みがあったため 

○ 住生活基本計画等に設立を位置付けたため 

○ 新たな住宅セーフティネットが施行されたため 

○ 関係団体からの要望があったため 

○ 議会からの要望や、首長の指示があったため 

○ 国や県からの働きかけがあったため 

  

        居住支援協議会について 

        住宅確保要配慮者とは 

資料：東京都居住支援協議会パンフレット 

住宅政策 

コラム２ 

住宅政策 

コラム３ 
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 現状と動向の整理 

 

１ 小金井市の概要 

 位置 

小金井市は、都心から約２５km の西方に

位置し、東は武蔵野市、三鷹市、西は国分寺

市、南は調布市、府中市、北は小平市、西東

京市に接し、東西４．１km、南北４．０km

で、１１．３０k ㎡の市域を有しています。 

 

 

 

 

 

 地形・地質 

小金井市は、武蔵野台地の南西部にあり、一段高い武蔵野段丘と、それより一段低い立川段丘か

ら構成されており、両段丘の境に国分寺崖線1が位置しています。 

立川段丘を流れる野川は、国分寺崖線の湧水を集めて東南に流れ、世田谷区で多摩川に合流して

います。 

 

 

 

 交通 

市のほぼ中央をＪＲ中央本線が東西に横断し、市の中央にＪＲ武蔵小金井駅、東側にＪＲ東小金

井駅が位置し、新宿駅までは約２５分、東京駅までは約４０分と鉄道の利便性に恵まれています。

また、東京都武蔵野市の武蔵境駅と府中市の是政駅を結ぶ西武多摩川線が、市東部を縦断してお

り、新小金井駅を有しています。 

市内の主要な幹線道路としては、南北方向に小金井街道（都道１５号）、新小金井街道（都道２

４８号）や東大通り（都道２４７号）などが、東西方向に五日市街道（都道７号）、東八道路（都

道１４号）や連雀通り（都道１３４号）などが通っています。 

 

 

                                                   
1 国分寺崖線（はけ）：多摩川が南へ流れを変える過程で武蔵野台地を削り取ってできた、河岸段丘の連な
り。湧水が多く、野鳥や小動物の生活空間として貴重な自然地となっている。 

小金井市 

■図３ - １ 小金井市の位置 
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 用途地域1の指定状況 

小金井市の用途地域は、駅周辺や幹線道路沿いに商業地域や近隣商業地域が指定されています

が、市域全体の４．５％であり、市域の９４．５％は住居系の用途地域が指定されています。この

うち、第一種低層住居専用地域は市域全体の６５．１％を占めており、最も多く指定されていま

す。 

 

■表３ - １ 用途地域の指定状況 

種別 面積（ha） 構成比（％） 

第一種低層住居専用地域 738.0 65.1 

第二種低層住居専用地域 0.5 0.1 

第一種中高層住居専用地域 229.9 20.3 

第二種中高層住居専用地域 7.9 0.7 

第一種住居地域 94.0 8.3 

第二種住居地域 － － 

準住居地域 － － 

近隣商業地域 30.2 2.7 

商業地域 20.0 1.8 

準工業地域 12.5 1.1 

工業地域 － － 

工業専用地域 － － 

計 1,133.0 100.0 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■図３ - ２ 小金井市用途地域の指定状況 

出典：東京都都市計画地理情報システム（平成２９年１０月版）  

                                                   
1 用途地域：土地の使われ方の混在を防ぐことを目的として、住居、商業、工業等市街地の大枠とした土地
利用を定めたもの。 
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２ 人口と世帯の動向 

 総人口及び世帯数 

人口・世帯数の推移 

 人ロ・世帯数ともに近年増加傾向である 

人口をみると、令和３年１月１日時点では、１２３，８２８人となっています。過去１０年以上

に渡り、小金井市の人口は徐々に増加してきました。 

世帯数をみると、令和３年１月１日時点では、６１，９０９世帯となっており、人口と同様増加

を続けています。 

 

■図３ - ３ 人口・世帯数の推移 

資料：住民基本台帳（各年１月１日時点） 

 

世帯あたり人員の都市比較 

 世帯人員は市部平均より少ないが東京都平均より多い 

世帯あたりの人員は、令和３年１月１日時点で、２．００人/世帯となっており、市部平均の２．

０５人/世帯を下回っていますが、東京都平均の１．８９人/世帯より多くなっています。 

 

■図３ - ４ 世帯あたり人員の都市比較 

資料：住民基本台帳（令和３年１月１日時点） 
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 出生及び転出入による人口の推移 

自然動態の推移 

自然増加数が減少傾向にある 

平成２２年以降年間１，０００人程度の出生数を維持していますが、平成３０年以降自然増加数

が減少傾向にあり、令和２年は９人の自然増となっています。 

 

■図３ - ５ 自然動態の推移 

資料：住民基本台帳（各年１月１日～１２月３１日） 

 

 

社会動態の推移 

毎年社会増傾向にある 

平成２２年以降、増加数には各年で差がみられるものの、毎年転入転出の差では増となる社会増

傾向にあります。 

 

■図３ - ６ 社会動態の推移 

資料：住民基本台帳（各年１月１日～１２月３１日） 
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転入元、転出先の居住市区町村 

小金井市の東側の区市からの転入者が多く、隣接する市への転出が多い 

平成２２年から２７年にかけて、小金井市に転入した人の転入元の居住市区町村をみると、杉並

区、武蔵野市、三鷹市と小金井市の東側に位置する市区からの転入者が多くなっており、反対に小

金井市から転出した人の転出先の居住市区町村をみると、小平市、三鷹市、府中市、武蔵野市と小

金井市に隣接する市への転出者が多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■図３ - ７ 転入元の居住市区町村     ■図３ - ８ 転出先の居住市区町村 

（平成２２年から２７年）         （平成２２年から２７年） 

資料：平成２７年国勢調査 

 

 

転入・転出超過数（各上位５市区町村） 

杉並区からの転入者、小平市への転出者が多い 

平成２２年から２７年にかけて、小金井市に転入した人と転出した人の差をみると、転入超過数

が最も多いのは、杉並区で４３７人となっており、武蔵野市、世田谷区と続いています。一方、転

出超過数が最も多いのは、小平市で５５８人となっており、府中市、西東京市と続いています。 

 

転出超過                                転入超過 

   

■図３ - ９ 転入・転出超過数（平成２２年から２７年） 

資料：平成２７年国勢調査 

437

155

151

120

76

-143

-155

-182

-271
-558

-600 -400 -200 0 200 400 600

杉並区

武蔵野市

世田谷区

練馬区

新宿区

国分寺市

三鷹市

西東京市

府中市

小平市

（人）

1,233 

982 

799 

646 

604 

601 

540 

469 

413 

399 

0 200 400 600 800 1,000 1,200 1,400

杉並区

武蔵野市

三鷹市

小平市

府中市

国分寺市

横浜市

世田谷区

八王子市

川崎市

（人）
1,204 

954 

875 

827 

796 

744 

505 

480 

420 

403 

0 200 400 600 800 1,000 1,200 1,400

小平市

三鷹市

府中市

武蔵野市

杉並区

国分寺市

横浜市

西東京市

八王子市

川崎市

（人）



12 

 年齢別人口 

年齢３区分別人口の推移 

高齢化が進行 

年齢３区分別人口は、令和３年現在、総人口１２３，８２８人のうち、年少人口（０～１４歳）

が１５，４２５（１２．５％）、生産年齢人口（１５～６４歳）が８２，２４４人（６６．４％）、

高齢者人口（６５歳以上）が２６，１５９人（２１．１％）となっています。 

年齢３区分別人口の推移をみると、徐々に高齢者人口が増加しており、高齢化が進行していま

す。 

 
■図３ - １０ 年齢３区分別人口の推移 

資料：住民基本台帳（各年１月１日時点） 

 

 

 世帯構成 

世帯人員別世帯数の推移 

単独世帯数が特に増加傾向 

世帯人員別世帯数の推移をみると、１人～３人世帯で増加傾向にあります。特に単独世帯の増加

数が多く、令和２年には３０，４８５世帯となっています。 

 

■図３ - １１ 世帯人員別世帯数の推移 

資料：国勢調査  
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家族類型別世帯1数の推移 

類型別各世帯で増加傾向にあり、特に単独世帯が増加 

令和２年の家族類型別世帯数は、単独世帯が３０，４８５世帯と最も多く、次いで夫婦と子世帯

が１５，７９０世帯、夫婦世帯が１０，７６３世帯、片親と子世帯が４，０６５世帯となっていま

す。また、これらの世帯は全て平成１７年から令和２年にかけて増加傾向にあり、増加率は単独世

帯が３８．２％と最も高くなっています。 

 

■図３ - １２ 家族類型別世帯数の推移 

資料：国勢調査 

 

③ ６歳未満、１８歳未満の親族のいる世帯の推移 

６歳未満、１８歳未満の親族のいる世帯は増加傾向 

６歳未満、１８歳未満の親族のいる世帯の推移をみると、いずれも増加傾向にあり、特に６歳未

満の親族のいる世帯は平成２７年から令和２年にかけて約４００世帯以上増加しています。 

 

■図３ - １３ ６歳未満、１８歳未満の親族のいる世帯の推移 

資料：国勢調査 

                                                   
1 家族類型別世帯 
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②親族世帯：二人以上の世帯員から成る世帯のうち、世帯主と親族関係にある世帯員のいる世帯。 

・核家族世帯：夫婦のみの世帯、夫婦と子供から成る世帯、男親と子供から成る世帯、女親と子供から成る
世帯。 

・その他の親族世帯：核家族世帯以外の親族世帯。 

③非親族世帯：二人以上の世帯員から成る世帯のうち，世帯主と親族関係にある者がいない世帯。 
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１８歳未満の親族のいる世帯、単身世帯の割合の都市比較 

都内市部の比較では１８歳未満の親族のいる世帯の割合が低く、単身世帯の割合が高い 

１８歳未満の親族のいる世帯の割合をみると、令和２年には１７．６％となっています。また、

単身世帯の割合は４８．３％となっています。都内市部で比較すると、１８歳未満の親族のいる世

帯（ファミリー世帯）の割合は下から６番目に低い傾向にあり、単身世帯の割合は、武蔵野市につ

いで２番目に高い傾向にあります。 

  

■図３ - １４ １８歳未満の親族のいる世帯（ファミリー世帯）、単身世帯の割合の都市比較 

資料：令和２年国勢調査 

 ④ 高齢者世帯の状況 

高齢単身世帯が増加 

令和２年の高齢者のいる世帯数割合は総世帯数の２７．２％となっています。特に高齢単身世帯

の増加数が多く、令和２年には６，１１１世帯となっています。 

 

■図３ - １５ 高齢者世帯の状況 

資料：国勢調査 
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 障害者手帳の所持者の推移 

障害者手帳を所持している方は増加傾向 

障害者手帳の所持者数では、身体障がい者が多数を占めているものの、知的障がい者、精神障が

い者が大きく増加しています。特に精神障がい者の伸びが大きくなっており、三障がいを合わせ

た人数は、平成２９年度に４，０００人を超えています。 

 

■図３ - １６ 障害者手帳の所持者の推移 

資料：こがねいデータブック 2018 

 

 将来人口推計（年齢３区分） 

今後も高齢化率1は増加傾向 

年齢３区分別の将来人口推計の推移を見ると、令和３７年まで高齢者人口（６５歳以上）が増え

る予測となっており、年少人口（０～１４歳）、生産年齢人口（１５～６４歳）は令和７年まで増

加し、その後、減少に転じる見込みです。 

年齢３区分別の割合では年々、高齢化率が上昇し、令和１２年には２２．９％となり、令和３２

年には３０％を上回る見込みです。 

 

■図３ - １７ 年齢３区分別人口割合の将来推計の推移 

   資料：小金井市人口ビジョン（第５次小金井市基本構想・前期基本計画） 
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３ 住宅ストックの状況 

 住宅数 

居住世帯の有無別住宅数 

空き家の割合は１０％前後で推移 

住宅総数は平成１０年から増加傾向にあり、平成３０年の住宅総数は６８，０５０戸で、そのう

ち居住世帯のある住宅数が６０，８６０戸、空き家数が６，９４０戸となっています。空き家の割

合は１０％前後で推移しています。 

 

■図３ - １８ 居住世帯の有無別住宅数 

資料：住宅・土地統計調査1 

 所有関係 

所有関係別住宅数の推移 

平成２５年から３０年にかけて、特に持ち家数が大きく増加 

平成３０年の所有関係別住宅数をみると、総戸数６０，８６０戸のうち持ち家は２７，５９０戸

（４５．３％）、民営借家は２５，０１０戸（４１．１％）となっています。推移をみると、持ち

家、民営借家共に、平成２０年から３０年にかけて増加しています。特に平成２５年から３０年に

かけては、持ち家が３，０００戸以上増加しています。 

 

■図３ - １９ 所有関係別住宅数の推移 

資料：住宅・土地統計調査 

                                                   
1 住宅・土地統計調査：住宅に関する実態並びに土地の保有状況、その他住宅等に居住している世帯に関する
実態を５年ごとに調査し、住宅・土地関連諸施策の基礎資料を得ることを目的とした調査。（抽出調査） 
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民営借家の割合、持ち家の割合の都市比較 

都内市部の比較では、民営借家の割合は高く、持ち家の割合は低い 

平成３０年の民営借家の割合と持ち家の割合を都内市部で比較すると、民営借家の割合は４１．

１％で武蔵野市についで２番目に高い傾向にあり、持ち家の割合は４５．３％で３番目に低い傾

向にあります。 

 

■図３ - ２０ 民営借家の割合、持ち家の割合の都市比較 

資料：平成３０年住宅・土地統計調査 
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世帯主の年齢別持ち家数の推移をみると、全ての世代で増加しており、特に家計主の年齢が６５

歳以上の世帯では、平成２５年から３０年にかけて２，０００世帯以上増加し、平成３０年には１

２，１２０世帯で２３．２％の増加となっています。 

 

■図３ - ２１ 世帯主の年齢別持ち家数 

資料：住宅・土地統計調査 

※「全体」には、世帯主の年齢「不詳」も含まれており、各年齢の合計数とは異なります。 
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 家賃 

民営借家における１畳当たり家賃の都市比較 

民営借家における１畳当たり家賃は都内市部で３番目に高い 

小金井市内の民営借家における１畳当たり家賃は４，９４６円となっており、都内市部で比較す

ると、武蔵野市、三鷹市に続いて３番目に高くなっています。 

 

■図３ - ２２ 民営借家における１畳当たり家賃の都市比較（都内市部） 

資料：平成３０年住宅・土地統計調査 

  

 建て方 

建て方別住宅数の推移 

一戸建や３階以上の共同住宅が増加し、１～２階建ての共同住宅は減少 

平成３０年の建て方別住宅数は「一戸建」の戸数が２１，７２０戸と最も多く、続いて、「共同

住宅（１～２階）」が１６，６３０戸、「共同住宅（３～５階）」が１２，０４０戸となっています。 

推移をみると、平成２５年から３０年にかけては、「一戸建」「共同住宅（３～５階）」「共同住宅

（６階以上）」の戸数が増加する一方、「共同住宅（１～２階）」の戸数は減少しています。 

 

■図３ - ２３ 建て方別住宅数の推移 

資料：住宅・土地統計調査 
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 建築時期 

構造別建築時期別住宅数の割合 

木造住宅で昭和５５年以前に建築された住宅の割合が高い 

建築時期別住宅数をみると、総数では、「昭和５６年～平成１２年」の割合が３６．６％と最も

高く、続いて、「平成１３年～３０年９月」が３４．２％となっています。また、昭和５５年以前

に建築された住宅は１４．６％となっています。 

構造別にみると、「木造」は全体に比べ、昭和５５年以前の建築の割合が１９．４％と他の構造

に比べ高くなっています。また、昭和５５年以前に建築された住宅の割合は「防火木造」で１１．

８％、「非木造」で１５．７％となっています。 

 

■図３ - ２４ 構造別建築時期別住宅数の割合 

資料：平成３０年住宅・土地統計調査 

※結果を四捨五入しているため、合計が１００％にならない場合があります。 

 
 

建て方別建築時期別住宅数の割合 

持ち家の共同住宅で特に昭和５５年以前に建てられた住宅の割合が高い 

建て方別建築時期別住宅をみると、一戸建と共同住宅との比較では、一戸建の方が昭和５５年以

前に建てられた住宅の割合が高く、１８．４％となっています。但し、共同住宅のうち持ち家の建

築時期をみると、昭和５５年以前に建てられた住宅の割合は一戸建より高く、２４．９％となって

います。 

 

■図３ - ２５ 建て方別建築時期別住宅数の割合 

資料：平成３０年住宅・土地統計調査 

※結果を四捨五入しているため、合計が１００％にならない場合があります。  
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 分譲マンション 

市内の分譲マンションのうち約３０％となる５８棟が区分所有法改正前に建てられている 

小金井市には２００棟の分譲マンションがあり、そのうち区分所有法改正前（昭和５８年以前）

に建てられたマンションが５８棟となっています。 

 

■図３ - ２６ 分譲マンション棟数（区分所有法改正前後別）（都内市部） 

資料：マンション実態調査（平成２５年３月公表）/東京都都市整備局を基に作成 

 

 

 空き家 

種類別空き家戸数の推移 

空き家のうち、活用目的のない「その他の住宅」は、平成３０年で１，０７０戸（１５．４％）

となっている 

平成３０年住宅・土地統計調査における種類別空き家戸数をみると、賃貸用の住宅が５，３７０

戸と最も多く、活用目的のない「その他の住宅」が１，０７０戸となっています。 

また、空き家戸数の推移をみると、賃貸用の住宅、その他の住宅共に、平成２０年から２５年に

かけて増加した後、平成３０年には減少しています。 

 

■図３ - ２７ 種類別空き家戸数の推移 

資料：住宅・土地統計調査 
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評価別空家等戸数 

空き家の大部分は修繕を行えば利用が可能 

小金井市空家等実態調査（平成２９年）によると、市内で「空家等」と想定する建物は４０５件

あり、そのうち２９．１％がそのままの状態で活用が可能な利活用空家、６７．９％が修繕等によ

り活用が可能な修繕利用空家となっており、管理不全空家は３．０％となっています。 
 

 

■図３ - ２８ 評価別空家等戸数 

資料：小金井市空家等実態調査報告書（平成２９年） 

 

 公的賃貸住宅1数 

公的賃貸住宅の状況 

市内に２，６２８戸が供給されている 

市内の公的賃貸住宅は、市営住宅３５戸、都営住宅６５４戸、借り上げ公営住宅５５戸、東京都

住宅供給公社住宅2１，２８２戸、都市再生機構住宅3６０２戸の計２，６２８戸となっています。 

■表３ - ２ 公的賃貸住宅の状況 

区分 
住宅総数 

棟数 戸数 

公営住宅等 
市営住宅 1 35 

都営住宅（※１） 39 654 

借り上げ公営住宅 4 55 

東京都住宅供給公社住宅（※２） 29 1,282 

都市再生機構住宅（※３） 22 602 

合  計 95 2,628 

  ※１：「都営住宅団地別・住棟別耐震診断順位一覧」などによる 

  ※２：「公社賃貸住宅の耐震性に係るリスト（平成３０年３月３１日）」による 

 ※３：「住棟毎の耐震診断結果（令和２年３月３１日）」による 

                                                   
1 公的賃貸住宅：都営住宅、市営住宅、公社住宅、ＵＲ住宅、高齢者向け優良賃貸住宅等の住宅。 
2 公社住宅：東京都住宅供給公社が管理・運営を行う住宅。 
3 都市再生機構住宅（ＵＲ住宅）：独立行政法人都市再生機構が管理・運営を行う住宅。 
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公的賃貸住宅戸数の都市比較 

公的賃貸住宅の戸数は都内市部で５番目に少ない 

令和元年東京都統計年鑑における公的賃貸住宅戸数（都営・都民・市営・高齢者向け優良賃貸・

公社一般賃貸・都市機構賃貸住宅管理戸数）を都内市部で比較すると、あきる野市、羽村市、青梅

市、狛江市に次いで、５番目に少ない都市となっています。 

 

■図３ - ２９ 公的賃貸住宅戸数の都市比較 

資料：令和元年東京都統計年鑑（令和元年度末時点） 

 居住面積水準 

居住面積水準の推移 

平成２５年から３０年にかけて、居住面積水準以上の割合は上昇傾向 

居住面積水準の推移をみると、「最低居住面積水準1以上」の割合は、平成２５年に７５．０％、

平成３０年は８１．６％と５年間で上昇傾向にあります。また、誘導居住面積水準2以上の割合も、

平成２５年は３３．７％、平成３０年は３８．０％と上昇傾向にあります。 

  

■図３ - ３０ 居住面積水準の推移 

資料：住宅・土地統計調査 

※結果を四捨五入しているため、合計が１００％にならない場合があります。 

                                                   
1 最低居住面積水準：住生活基本計画（全国計画）において定められており、世帯人数に応じて、健康で文
化的な住生活を営む基礎として必要不可欠な住宅の面積に関する水準。 

・単身者：25㎡ 
・２人以上の世帯：10㎡×世帯人数＋10㎡ 
2 誘導居住面積水準：住生活基本計画（全国計画）において定められており、世帯人数に応じて、豊かな住
生活の実現の前提として多様なライフスタイルに対応するために必要と考えられる居住面積。誘導居住面
積水準には、都市の郊外及び都市部以外の一般地域における戸建住宅居住を想定した「一般型誘導居住面
積水準」と、都市の中心及びその周辺における共同住宅居住を想定した「都市居住型誘導居住面積水準」
に分かれる。 

・一般型誘導居住面積水準＝25㎡×世帯人数＋25㎡（単身は55㎡） 
・都市居住型誘導居住面積水準＝20㎡×世帯人数＋15㎡（単身は40㎡） 

※最低居住面積水準、誘導居住面積水準共に、３歳未満の者は0.25人、３歳以上６歳未満の者は0.5人、６
歳以上10歳未満の者は0.75人として算定する等の決まりがある。 
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所有関係別居住面積水準 

持ち家と比較して、借家の居住面積水準が低い 

所有関係別に居住面積水準をみると、持ち家では「誘導居住面積水準以上」の割合が６３．０％

と最も高く、「最低居住面積水準未満」の割合が１．６％と最も低くなっています。一方、持ち家

と比較して借家の「最低居住面積水準未満」の割合は高く、特に民営借家（木造）では２５．６％

となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

■図３ - ３１ 所有関係別居住面積水準 

資料：平成３０年住宅・土地統計調査 

※結果を四捨五入しているため、合計が１００％にならない場合があります。 

 

 バリアフリー化の状況 

バリアフリー化された住宅の推移 

バリアフリー化された住宅の戸数は増加 

平成３０年のバリアフリー化された住宅の戸数は、「一定のバリアフリー化」が８，２７０戸、

「高度のバリアフリー化」が１，８６０戸となっています。 

バリアフリー化された住宅の推移をみると、「一定のバリアフリー化」、「高度のバリアフリー化」

共に平成２５年から３０年にかけては増加傾向となっています。 

 

■図３ - ３２ バリアフリー化された住宅の推移 

資料：住宅・土地統計調査 

※一定のバリアフリー化：高齢者等のための設備等のうち、「２箇所以上の手すりの設置」、「段差のない屋内」のいずれ

かに該当すること  

※高度のバリアフリー化：高齢者等のための設備等のうち、「２箇所以上の手すりの設置」、「段差のない屋内」、「廊下な

どが車いすで通行可能な幅」のいずれにも該当すること 
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高齢者のための設備の有無別戸数の推移 

平成２５年から３０年にかけて、高齢者のための設備がある住宅が増加傾向 

平成３０年の高齢者のための設備の有無は、「あり」が２６，６７０戸、「なし」が３０，１２０

戸となっており、平成２５年から３０年にかけて、高齢者のための設備のある住宅が増加してい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

■図３ - ３３ 高齢者のための設備の有無別戸数の推移 

資料：住宅・土地統計調査 

 

所有関係別高齢者等のための設備の個別の設置状況 

借家に比べて、持ち家で高齢者等のための設備が多く整備されている 

所有関係別高齢者等のための設備の設置状況について、持ち家全体と借家全体を比較すると、持

ち家全体の「高齢者のための設備がある」の割合が高くなっており、持ち家が６６．６％、借家が

２８．３％となっています。個別の設備の設置状況でも同様の傾向が見られ、持ち家の「手すりが

ある」の割合は５８．２％と、全ての設備の中で最も割合が高くなっています。 

 

■図３ - ３４ 所有関係別高齢者等のための設備の個別の設置状況 

資料：平成３０年住宅・土地統計調査 

※「総数（専用住宅1数）」には、所有関係「不詳」も含まれており、「持ち家」「借家」の合計数とは異なります。 

 

 

                                                   
1 専用住宅：居住の目的だけに建てられた住宅で、店舗、作業場、事務所など業務に使用するために設備さ
れた部分がない住宅。 
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 省エネルギー設備 

所有関係別省エネルギー設備のある住宅の割合 

借家に比べて、持ち家の省エネルギー設備のある住宅の割合が高い 

所有関係別省エネルギー設備のある住宅の割合について、各設備のある住宅の割合は、借家と比

較して持ち家が高くなっています。設備別にみると、「すべての窓に二重以上のサッシ又は複層ガ

ラスの窓」がある住宅が、持ち家では２１．０％と高くなっています。 

 

■図３ - ３５ 所有関係別省エネルギー設備のある住宅の割合 

資料：平成３０年住宅・土地統計調査 

※「総数」には、所有関係「不詳」も含まれており、「持ち家」「借家」の合計数とは異なります。 

 

４ 住環境の状況 

 施設までの距離 

駅までの距離別割合 

駅までの距離は１，０００～２，０００ｍ未満の割合が最も高い 

駅までの距離別割合をみると、「１，０００～２，０００ｍ未満」の割合が４３．５％と最も高

く、続いて、「５００～１，０００ｍ未満」が３２．９％、「２００～５００ｍ未満」が１３．３％

となっています。 

 

■図３ - ３６ 駅までの距離別割合 

資料：平成３０年住宅・土地統計調査 

※結果を四捨五入しているため、合計が１００％にならない場合があります。 

  

1.1

2.5

12.2

12.3

1.9

3.8

21.0

20.2

0.4

1.5

5.6

6.5

0% 5% 10% 15% 20% 25%

太陽熱を利用した温水機器等

太陽光を利用した発電機器

すべての窓に二重以上のサッシ

又は複層ガラスの窓

一部の窓に二重以上のサッシ

又は複層ガラスの窓

総数
(n=60,860)

持ち家
(n=27,590)

借家
(n=29,210)

6.0 13.3 32.9 43.5 4.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

駅までの距離
(n=61,160)

200ｍ未満 200～500ｍ未満 500～1,000ｍ未満 1,000～2,000ｍ未満 2,000ｍ以上



26 

高齢者世帯別医療機関までの距離 

高齢単身者世帯では、医療機関までの距離が２５０ｍ未満、２５０～５００ｍ未満、５００

～１，０００ｍ未満の世帯が同程度見られる 

高齢者世帯別医療機関までの距離をみると、「高齢者のいる世帯」、「高齢のみ夫婦世帯」では、

「２５０～５００ｍ未満」の世帯が最も多く、続いて、「２５０ｍ未満」、「５００～１，０００ｍ

未満」となっています。一方、「高齢単身者世帯」では、「２５０ｍ未満」、「２００～５００ｍ未満」、

「５００～１，０００ｍ未満」の世帯数がほぼ同じとなっています。 

 

■図３ - ３７ 高齢者世帯別医療機関までの距離 

資料：平成３０年住宅・土地統計調査 

 

５ 住宅市場の状況 

 住宅着工の状況 

利用関係別新設着工住宅の推移 

共同住宅・長屋建の分譲住宅の着工戸数の変動の差が大きい 

新設着工住宅の推移をみると、約６００～１，９００戸の間で推移しており、令和元年には８７

４戸となっています。利用関係別にみると、特に共同住宅・長屋建の分譲住宅の変動の差が大き

く、平成２９年には７２３戸と、他の年に比べ４００戸以上多くなっています。 

 

■図３ - ３８ 利用関係別新設着工住宅の推移 

資料：住宅着工統計 
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 不動産取引 

マンション等取引件数の推移 

令和２年のマンション等取引件数は過去１０年で最も多い 

小金井市内のマンション等の取引件数の推移をみると、平成２２年以降は、５０～１００件の間

で増減を繰り返しており、令和２年の１年間は９４件と過去１０年間で最も多くなっています。 

 

■図３ - ３９ マンション等取引件数の推移 

資料：不動産取引価格情報（国土交通省） 

※不動産取引価格情報記載の物件のうち、種類が「中古マンション等」に該当する物件、もしくは種類が「宅地(土地と

建物)」に該当し、用途に「共同住宅」が含まれている物件を集計しています。 

 

６ 地価の動向 

 地価公示の推移 

住宅地の地価公示は上昇傾向にあったが、令和２年から３年にかけては横ばい傾向 

小金井市内の地価（公示価格）をみると、平成２９年から令和２年にかけては、住宅地、商業地

ともに前年度より上昇傾向となっていましたが、令和２年から３年にかけては、住宅地が横ばい、

商業地が減少傾向となっており、令和３年の住宅地の地価公示は３３８，０００円/㎡となってい

ます。 

 

■図３ - ４０ 地価公示の推移 

資料：地価公示 各年１月１日  
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７ 市民の意向 

令和２年９月に「小金井市民意向調査」を実施し、以下のような結果を得ています。 

（調査手法、結果の詳細は巻末資料に記載） 

 

 住まい・住環境の満足度 

７５％以上の世帯が住まいや住環境に対し満足している 

住宅の種別、広さ、建築年、構造、居住費を踏まえた住まいの満足度（「満足」と「まあ満足」

の合計）については、７６．８％となっています。また、住まいの周辺環境に関する満足度では、

「総合的な評価」で満足度が７９．３％となっています。 

 住環境の満足度について、項目別にみると、「日常の買い物の利便性について」や「鉄道・バス

等の公共交通機関について」など生活の利便性に関するものや、「自然環境について」の項目で満

足度が高くなっています。その反面、文化・スポーツ、バリアフリー、防災に関する項目において

比較的低い満足度が示されています。 

 

 同居・近居の意向 

将来は親世帯、子世帯との近居をそれぞれ約４０％が望んでいる 

親世帯との同居・近居の状況としては、「小金井市外に住んでいる」が３２．５％と最も多く、

次いで「同居している」が１１.８％、「小金井市内に住んでいる」が７.１％となっています。親世

帯との暮らし方の将来の意向としては、「近く（同じ市区町村）で暮らしたい」が３８.６％と最も

多く、次いで「離れて（別の市区町村で）暮らしたい」が２９.６％、「同居したい」が１１.９％と

なっています。 

子世帯との同居・近居の状況としては、「小金井市外に住んでいる」が１５.６％、「同居してい

る」が１１.８％、「小金井市内に住んでいる」が７.８％となっています。子世帯との暮らし方の将

来の意向としては、「近くで暮らしたい」が４０.９％と最も多く、次いで「同居したい」が１２.

４％、「離れて暮らしたい」が１１.６％となっています。 

 

 定住の状況、転入・定住の理由 

転入の理由として、日常移動の利便性や自然環境の良さが重視されており、定住理由としても

同様の項目が挙げられている 

小金井市では、市内に２０年以上住み続けている方が３７.３％、生まれたときから住んでいる

方も８.３％を占めています。 

小金井市に転入した理由としては、「通勤・通学の利便性が良いから」や「公共交通機関の利用

が便利だから」など日常移動の利便性に関する項目のほか、「緑や水辺・空気等の自然環境が良い

から」の割合が高く、約４０％を占めています。 

小金井市に住み続けている理由は、転入した理由と同様の項目が多く挙げられている一方、子育

て世帯の意向をみると、「子育て・教育環境が良いから」の割合も４４．４％と高くなっています。 
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 今後の住み替えの意向 

現在の住まいに住み続けたい意向は年齢が高いほど高くなっており、住み替え先の地域とし

ては東京都内の他市区町村、住み替え先の住宅としては持家（一戸建）が多く挙げられている 

現在の住まいに住み続けたい意向は、年齢が下がるほど低くなる傾向にあり、１８歳～３９歳で

は４３．３％に留まっています。一方、６５歳以上では６７．９％が現在の住まいに住み続けたい

意向があります。住み替え希望のある方に住み替え先の希望を尋ねると、「東京都内の他市区町村」

が２９．６％と最も高く、「小金井市内」は１８．６％となっています。 

住み替え先の住宅としては、「持家（一戸建）」が３１．２％と最も多いものの、民間の賃貸住宅

（集合住宅）では、現在住んでいる割合が１９．９％であるのに対して、住み替え先として希望す

る割合が３０．８％となっており、居住意向が１０ポイント以上高くなっています。 

 

 市の住宅施策について 

自然環境の保全に関する施策の満足度が高く、防災や防犯、自然環境の保全に関する施策の重

要度が高い 

市の住宅施策別に満足度をみると、「空き家など既存の住宅ストックの活用促進」を除く全ての

施策で、満足度が不満率（「不満」と「やや不満」の合計）を上回っており、特に「緑・水辺環境

の保全」では、満足度が７７．８％と他の項目より２０ポイント以上高くなっています。また、そ

の他子育てに関連した施策や、「まちづくり施策と連携した住環境の改善」、「防犯性の高い住環境

の形成」、「化学物質などによる健康被害を防ぐ住宅の普及」では満足度が５０％を超えています。 

重要度（「重要」と「まあ重要」の合計）をみると、全ての施策で重要度は５０％を超えており、

「災害に強いまちづくりへの取り組み」や「防犯性の高い住環境の形成」など防災や防犯に関する

項目のほか、「緑・水辺環境の保全」の項目で重要度が８５％以上と非常に高くなっています。そ

れに対し、「分譲マンションの適切な維持・管理への支援」や「良質な賃貸住宅の供給に向けた取

り組み」の項目では、重要度が約６０％と比較的低くなっています。 

 

 コミュニティのあり方について 

半数弱が自治会に加入しておらず、近隣の住民に対し、日常生活での干渉を望まない世帯と住

民同士での協力・助け合いを求める世帯に分かれている 

近隣との近所づきあいについては、「挨拶を交わす程度である」が４７．９％を占め、「無干渉で

あり、顔を知らない人もいる」も１３．１％となっています。 

自治会には「加入していないし、必要性も感じない」が３５．０％、「加入したいが、機会がな

く、方法もわからない」が９．５％となっており、自治会に加入していない世帯が４４．５％とな

っています。 

今後のコミュニティについて、「あまり干渉しあわず、お互いのプライバシーを守りながら生活

する」が３５．８％と最も多いですが、「個々の生活には干渉しないが、祭や運動会等の活動は住

民同士で協力しながら生活する」、「子育てや高齢者の介護等について、地域の住民みんなで助け

合いながら生活する」もそれぞれ３０％程度みられます。 
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８ 賃貸住宅所有者の意向 

令和２年９～１０月に「小金井市賃貸住宅所有者意向調査」を実施し、以下のような結果を得て

います。 

（調査手法、結果の詳細は巻末資料に記載） 

 

 住宅確保要配慮者の入居制限 

障がい者や高齢者がいる世帯の入居が難しい状況にある 

住宅確保要配慮者への入居制限（「原則、入居を断る」と「入居を断ることが多い」の合計）に

ついては、「知的・精神障がい者がいる世帯」が７６．５％と最も多く、次いで「２人以上の高齢

者のみの世帯」が５７．０％となっています。 

入居制限の理由を項目別にみると、「知的・精神障がい者がいる世帯」では、「近隣からの苦情・

トラブル」が６５．１％、「単身高齢者のみの世帯」では「火の取扱いが心配」が５６．１％、「身

体障がい者がいる世帯」では「バリアフリー仕様になっていない」が４６．６％、「外国人のみの

世帯」では「近隣からの苦情・トラブル」が４５．１％とそれぞれ最も多くなっています。 

入居を受け入れる場合の条件については、「単身高齢者のみの世帯」では「近隣に親族がいる」

が４０．２％、「外国人のみの世帯」では「家賃債務保証制度を活用できる」が２２．９％と、そ

れぞれ最も多くなっています。 

 

 「新たなセーフティネット制度」、「居住支援法人1」の認知度 

「新たなセーフティネット制度」「居住支援法人」共に知らないという回答が 75％以上を占める 

新たなセーフティネット制度の認知度については、「知らない」が７５．６％と最も多く、次い

で「名称は知っているが、内容は知らない」が１９．９％、「制度の内容を知っている」が４．１％

となっています。 

また、居住支援法人に対しては、「知らない」が７８．７％と最も多く、次いで「名称は知って

いるが、内容は知らない」が１７．６％、「制度の内容を知っている」が３．２％となっています。 

  

                                                   
1 居住支援法人：住宅確保要配慮者（低額所得者、被災者、高齢者、障害者、子供を養育する者、その他住
宅の確保に特に配慮を要する者）の民間賃貸住宅への円滑な入居の促進を図るため、住宅確保要配慮者に
対し家賃債務保証の提供、賃貸住宅への入居に係る住宅情報の提供・相談、見守りなどの生活支援等を実
施する法人として都道府県が指定するもの 
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 耐震診断・改修の実施状況・実施しない理由 

耐震診断・改修ともに実施が少なく、新耐震基準でないが必要ないとの考えも 25％以上ある 

耐震診断の実施状況をみると、「実施していない」が８６．９％、「実施した」が１２．２％とな

っています。診断をしない理由としては、「新耐震基準1で建てられているため必要ない」が６０．

４％と最も多く、次いで「新耐震基準ではないが必要ないと考えている」が２７．６％、「費用が

不足している」が１０．９％となっています。 

また、耐震改修の実施状況をみると、「実施していない」が９１．０％、「実施した」が５．９％

となっています。改修をしない理由としては、「新耐震基準で建てられている（耐震診断で問題が

無かった）ため必要ない」が５８．７％と最も多く、次いで「新耐震基準ではないが必要ないと考

えている」が２７．４％、「費用が不足している」が１１．９％となっています。 

  

 今後の賃貸住宅の供給意向 

今後の賃貸住宅の供給に当たっては、社会人や学生の単身世帯の入居想定が多く、子育て世帯

や高齢者世帯の入居の想定は少ない 

今後供給する賃貸住宅に入居を想定している世帯をみると、「単身社会人」が６４．６％と最も

多く、次いで「学生（単身）」が５９．０％となっている一方、「子育て世帯（夫婦と１８歳未満の

子どもがいる世帯）」が３５．９％、「単身高齢者（６５歳以上）の世帯」が１７．９％と、社会人

や学生の単身世帯と比べ低くなっています。 

子育て世帯向けの賃貸住宅を供給しない理由としては、「その他」を除くと、「近隣への騒音等の

トラブルの懸念」が１４．３％、「経営している住宅のブランドにそぐわない」、「需要が少ない」

が８．８％となっています。 

また、高齢者世帯向けの賃貸住宅を供給しない理由をみると、「孤独死や残置物処理への懸念」

が４７．９％と最も多く、次いで「認知症等による火災等が心配」が４３．３％、「高齢者向けの

設備投資（バリアフリー化等）に費用がかかる」が３９．９％、「保証人がいない」が２８．１％

となっています。 

 
  

                                                   
1 耐震基準：一定の強さの地震が起きても倒壊又は損壊しない住宅が建築されるよう、建築基準法で定めら
れた基準。昭和５６年５月までの建築確認において適用されていた基準を「旧耐震基準」、建築基準法の
改正により、昭和５６年６月以降の建築確認において適用されていた基準を「新耐震基準」と呼ぶ。 
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９ ワークショップにおける意向 

（調査手法、結果の詳細は巻末資料に記載） 

 

（１） 市内の自然環境や近隣とのコミュニティに関して、住みやすいと感じている方が多い 

「住みやすいと感じるところ」については、「大きな自然豊かな公園」「子供達が遊べる小川や岸

辺」といった自然環境に関する項目や、「町会・自治会の交流」「近所のつながり」などのコミュニ

ティに関する項目が、両グループで複数挙げられました。 

 

（２） 道路整備や空き家に関して、住みづらいと感じている方が多い 

「住みづらいと感じるところ」については、両グループとも「道路が狭い」「自転車レーン」と

いった道路整備に関する内容が挙げられた他、「空き家の問題」として空き家の増加に伴う懸念事

項などが話されていました。 

 

（３） 地域のボランティア活動などにより住み続けたいと思えるまちに 

「住みやすいところ」「住みづらいところ」を踏まえ、小金井市に住み続けるために自分たちに

出来る取り組みとして、Ａグループではコミュニティに関する項目が多く、ボランティア活動や

若者でも参加しやすいコミュニティ作りなどの若者との連携に関する内容が挙げられました。 

Ｂグループでは、Ａグループと同様にコミュニティに関する項目が多く挙げられた他、空き家活

用など、住宅のハード面に目を向けた取り組みも挙げられました。 

 

（４） 「他団体との協力が必要な取り組み」としては、既存ストックの活用、市内事業者の協

力など 

小金井市に住み続けるために、「他団体との協力が必要な取り組み」として、Ａグループでは、

既存ストックの活用に関する項目が挙げられました。 

Ｂグループでは空き家の活用や市内事業者の協力などに関する内容が挙げられました。 

 

   

■図３ - ４１ ワークショップでの意見出しの結果 
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 小金井市の住宅施策の特徴と課題 

  これまでの現状分析と、市民意向調査、賃貸住宅所有者意識調査及びワークショップの検証を踏ま

え、今後の住宅施策を検討するうえでの小金井市の特徴と課題、そして今後の方向性を以下に示しま

す。 

 

１ 人口と世帯の動向における特徴と課題 

小金井市の総人口は徐々に増加してきており、自然増減、社会動態の推移ともに増加傾向にあり

ます。また、世帯数も同様に増加傾向になっています。世帯別の動向をみてみると、６歳未満、１

８歳未満の親族のいる世帯（子育て世帯）が増加傾向となっています。 

しかし、将来的には総人口及び年少人口（０～１４歳）、生産年齢人口（１５～６４歳）が徐々

に減少し、高齢者人口（６５歳以上）は増加すると推計されており、高齢化の傾向が懸念されてい

ます。また、杉並区、武蔵野市、三鷹市など、市東部からの転入者の方が多い一方で、小平市、府

中市、西東京市などには転出者の方が目立ちます。３０歳代までの市民は市内での居住年数が浅

く、定住が進んでいない状況にあります。また、高齢者世帯等の増加に伴い、住宅確保の支援が必

要となる世帯の増加も予想されます。 
 

【今後の方向性】 

〇 若年・子育て世帯が市内に住み続けるための定住支援や、子育てに適した住環境の整備 

○ 高齢者や障がい者等が安心して住み続けるための居住支援 

○ 住宅確保要配慮者が居住できるセーフティネット住宅の普及・啓発や居住支援協議会など

の住宅セーフティネットの仕組みづくり 

 

２ 住宅ストックの状況における特徴と課題 

小金井市では持ち家を中心に住宅数が増加傾向にあり、その中でも一戸建て住宅は特に増加傾

向にあります。また、平成２９年度に実施した空き家実態調査の状況から、空き家の大部分は修繕

を行えば利用が可能な状況にあることがわかりました。さらに、バリアフリー化された住宅も増

加傾向にあります。 

しかし、借家と持ち家ではバリアフリー対応や、居住面積の確保状況に差がみられます。借家に

おいては、高齢者等のための設備の整備が進んでない住戸の割合が高くなっています。また、旧耐

震基準で建てられた分譲マンションに対して、東京都の条例を踏まえ、適切な維持管理や建て替

えの支援をしていくことが必要です。 

空家等は、所有者への適正管理を今後も促していくとともに、利活用可能な空家等の有効活用の

促進が必要と考えられます。また、省エネルギー設備のある住宅は少なく、全ての住宅を対象に省

エネルギー化を進める必要があります。住宅総数では、昭和５５年以前に建築された住宅が１４．

６％となっており、構造別では「木造」が１９．４％と比較的高い割合を占めており、耐震化など

の対策が必要と思われます。 
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【今後の方向性】 

○ 既存住宅の長期利用に対する支援 

○ 住宅リフォームの推進 

○ 賃貸住宅所有者に対する住環境整備の支援 

○ マンションの維持管理、建て替え支援 

○ 住宅の耐震化の促進 

○ 空家等の適切な維持・管理の推進 

○ 民間活力を利用した空家等利活用の促進 

○ 住宅の省エネルギー化の促進 

○ 公的賃貸住宅の適切な維持・管理 

 

３ 住環境・住宅市場・地価の状況における特徴と課題 

小金井市の多くの地域は、充実した自然環境に恵まれた住宅地となっており、第一種低層住居専

用地域を中心とした良好な居住環境を形成しています。また、駅や医療機関、高齢者施設が近隣に

あり、利便性が高くなっており、毎年一定数の住宅供給やマンション等の取引も行われています。 

しかし、低所得世帯ほど民営借家居住率が高い状態にある一方で、家賃相場が都内市部の中では

高くなっています。 
 

【今後の方向性】 

○ 地域の利便性を活かした魅力ある住宅地の形成 

○ 自然環境を活かした住環境の形成 

○ 若年世帯、子育て世帯、高齢者世帯などそれぞれのライフステージに合わせた住宅の供給 

○ 住宅確保要配慮者が居住できるセーフティネット住宅の普及、啓発や居住支援協議会など

の住宅セーフティネットの仕組みづくり【再掲】 

○ 住宅確保要配慮者への相談などの体制整備 

 

４ 市民意向における特徴と課題 

小金井市の市民意向では、住まい・周辺環境の総合的な満足度は共に高くなっており、居住環境

として、特に自然環境の満足度が高くなっています。また、小金井市に２０年以上住み続けている

市民が３７．３％います。施策の満足度としては、「緑・水辺環境の保全」が他の施策より大幅に

高く、そのほか子育て施策、まちづくり施策との連携、防犯、健康被害を防ぐ住宅などの施策につ

いても満足度が高くなっています。 

一方で、今後の住まい方として、親世帯・子世帯共に、近居意向が高くなっており、親族や地域

で支え合って生活することが望まれています。居住継続の意向としては、高齢世代は高いものの、

若年世代は低くなっています。さらに、子育て世帯では、住み続ける理由として、自然環境、利便

性に加え子育て環境に対する意見が多く挙げられています。 

これまでに実施している施策のうち、特に地震や台風などの災害対策、地域の防犯対策、自然環

境の保全が重要視されています。また、自治会に加入していない世帯が約４５％となっており、地

域コミュニティのあり方についても検討が必要です。 
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【今後の方向性】 

○ 市民ニーズを捉えた住環境の整備 

○ 若年・子育て世帯が市内に住み続けるための定住支援や、子育てに適した住環境の整備【再掲】 

○ 高齢者や障がい者等が安心して住み続けるための居住支援【再掲】 

○ 地域での防犯活動の支援や防犯対策の推進 

○ 住宅の耐震化の促進【再掲】 

○ 自然環境を活かした住環境の形成【再掲】 

○ 地域コミュニティの形成 

 

５ 賃貸住宅所有者の意向における特徴と課題 

大部分の住宅で家主又は専門業者による管理が行われています。また、今後も市内で賃貸住宅を

経営したい家主が多くなっています。 

一方で、賃貸住宅所有者の意向として、賃貸住宅への住宅確保要配慮者の受け入れについては、

全体的に入居制限の傾向が高く、特に高齢者や障がい者は賃貸住宅への受け入れ拒否が多くなって

います。併せて、居住支援に関連する制度である、新たなセーフティネット制度や居住支援法人の

認知度は低くなっています。 

また、一部の賃貸住宅の設備維持・改修費用への対応が出来ていない傾向にあります。 

今後の意向として、社会人や学生の単身世帯への供給意向が強く、子育て世帯や高齢者世帯等を

対象とした賃貸住宅の供給意向は少なくなっています。 
 

【今後の方向性】 

○ 住宅確保要配慮者が居住できるセーフティネット住宅の普及・啓発や居住支援協議会など

の住宅セーフティネットの仕組みづくり【再掲】 

○ 既存の民間賃貸住宅の長期利用に向けた取組 

○ 多様なニーズに対応した良質な賃貸住宅の供給 

○ 民間事業者と協力した居住支援体制の構築 

 

６ ワークショップから見る特徴と課題 

ワークショップでの意向として、公園や河川など小金井市の自然環境に対して、特に高い評価が

得られています。また、地域における近隣とのコミュニティ形成にも高い評価が得られています。 

しかし、道路整備や空き家問題への対応が多く求められているほか、地域のボランティア活動の

推進が求められています。また、空き家の活用などにおける他団体との連携も期待されています。 
 

【今後の方向性】 

○ 自然環境を活かした住環境の形成【再掲】 

○ 地域コミュニティを活かした防災・防犯対策 

○ 空家等の適切な維持・管理の推進【再掲】 

○ 民間活力を利用した空家等利活用の促進【再掲】 
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７ 今後の方向性のまとめ 

１～６で示した結果から見えてきた特徴と課題と今後の方向性について、「居住者・コミュニテ

ィの視点」、及び「住環境・まちづくりの視点」の２つの視点から整理し、視点をもとに今後小金

井市で必要な取組を示します。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

居住者・コミュニティの視点 

 
〇 若年・子育て世帯が市内に住み続ける

ための定住支援や、子育てに適した住環

境の整備 

〇 高齢者や障がい者等が安心して住み続

けるための居住支援 

〇 住宅確保要配慮者が居住できるセーフ

ティネット住宅の普及・啓発や居住支援

協議会等の住宅セーフティネットの仕組

みづくり 

 

〇 公的賃貸住宅の適切な維持・管理 

〇 若年世帯、子育て世帯、高齢者世帯な

どそれぞれのライフステージに合わせた

住宅の供給 

〇 住宅確保要配慮者への相談等の体制整備 

〇 民間事業者と協力した居住支援体制の構築 

〇 賃貸住宅所有者に対する住環境整備の支援 

〇 住民主体の地域づくり活動の推進 

 

必要な取組 

 

 

誰もが安心して暮らせる 

住環境づくり 

ライフステージに合わせて 

ゆとりと安らぎを持てる 

まちづくり 

地域とのつながりが 

感じられるまちづくり 
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住環境・まちづくりの視点 

 〇 地域の利便性を活かした魅力ある住宅

地の形成 

〇 自然環境を活かした住環境の形成 

〇 市民ニーズを捉えた住環境の整備 

〇 地域での防犯活動の支援や防犯対策の

推進 

〇 地域コミュニティを活かした防災・防

犯対策 

〇 マンションの維持管理、建て替え支援 

〇 住宅の耐震化の促進 

〇 空家等の適切な維持・管理の推進 

〇 民間活力を利用した空家等利活用の促

進 

〇 住宅の省エネルギー化の促進 

〇 多様なニーズに対応した良質な賃貸住

宅の供給 

〇 住宅リフォームの推進 

〇 既存住宅の長期利用に対する支援 

 

 

 

 

既存の住宅ストックの 

質を向上し、快適に 

暮らせる環境づくり 

みどり豊かな 

住環境づくり 

災害に強いまちづくり 

必要な取組 
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 住宅施策の基本目標と施策の体系 

 

１ 目指すべき将来像 

小金井市の住宅を取り巻く社会動向は、多様化、高度化する住宅に対するニーズに加え、新型コ

ロナウイルス感染症の拡大に伴う、「新たな日常」に対応した生活様式への対応や働き方への転換

に伴い、大きく変化しています。 

これらの動向を踏まえながら、小金井市で進めるべき住宅政策の今後の方向性について、第４章

で、「居住者・コミュニティの視点」、及び「住環境・まちづくりの視点」の２つの視点から整理し

ました。 

社会動向の大きな変化、国や東京都の上位計画の記述、市で進めるべき住宅政策の方向性を踏ま

え、小金井市住宅マスタープランでは、目指すべき将来像を次のように定めます。 

 

 

 

 

  

安全かつ快適で 自然と調和した 誰もが暮らしやすいまち 
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２ 基本目標 

目指すべき将来像の実現に向けて、住宅政策の方向性をもとにした必要と考えられる取組を踏

まえ、住宅施策を推進していくため、以下の２つの基本目標を掲げます。 

 

 

 

 

 

 
  

 

基本目標１  

誰もが暮らしやすいまちづくり 

 

基本目標２  

安全で快適に暮らせる住環境の形成 

子育て世帯や高齢者世帯、障がい者世帯など、誰もが小金井市で

住まいを確保し、安心して住み続けられる住環境を整備するとと

もに、地域のコミュニティを強化し、市民の支え合い、助け合いに

より「誰もが暮らしやすいまちづくり」を目指します。 

住宅の耐震化、分譲マンションの適切な管理、災害に強い住宅の

普及やまちづくりの取り組みを進めるとともに、住宅ストックの

質の向上、既存住宅の長期利用に関する支援などにより住み続け

られる住まいを形成し、みどりの適切な保全・確保、環境問題や省

エネルギーに配慮した住環境づくり等を進めることにより、「安全

で快適に暮らせる住環境の形成」を目指します。 



40 

３ 住宅施策の体系 

 

 

     【基本方針】            【具体的施策】 

１ ライフステージに応じて安心

して暮らせる住環境の形成 

 
⑴ 子育て世帯向け住宅の充実 

⑵ 子育て世帯の居住の促進 

⑶ 高齢者や障がい者が住みやすい住宅の

充実 

⑷ 高齢者世帯や障がい者世帯への居住 

支援 

⑸ 近居・多世代同居への支援 

 

 

    

２ 住宅確保に配慮を要する方が

安心して暮らせるまちづくり 

 
⑴ 住宅確保に配慮を要する方の住宅の 

確保 

⑵ 民間賃貸住宅の利用の促進 

⑶ 公的賃貸住宅の有効活用 

     

３ 地域で支え合えるコミュニテ

ィの形成 

 
⑴ 地域コミュニティの形成支援に向けた

取組 

 

 

  

基本目標１ 誰もが暮らしやすいまちづくり  
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     【基本方針】            【具体的施策】 

１ 安全・安心なまちづくり 

 ⑴ 住宅の耐震化の促進 

⑵ 災害に強いまちづくりへの取組 

⑶ 自助・共助で支える災害対策の取組 

⑷ マンションの防災対策への支援 

⑸ 災害復旧への取組支援 

⑹ 防犯体制の強化 

    

２ 良質な住宅ストックの供給・

活用の促進 

 ⑴ 分譲マンションの適切な維持・管理へ

の支援 

⑵ 老朽化マンション等の再生の促進 

⑶ 空家等の適切な維持・管理の推進 

⑷ 空家等の活用に向けた取組の支援 

⑸ 質の高い住宅の普及 

⑹ 既存住宅の利用の促進 

    

３ みどり豊かで快適な住環境の

実現 

 
⑴ みどりの豊かな住環境の形成 

⑵ まちづくり施策と連携した住環境の 

改善 

⑶ 健康に配慮した住宅の普及 

 

 

  

基本目標２ 安全で快適に暮らせる住環境の形成 
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 住宅施策の内容 

 第６章の住宅施策の内容では、以下のように用語を整理して使います。 

 

 
市の施策として初めて実施する施策 

 

前回の計画には記載されておらず、今回新たに追加した施策であるが、市の他計画に

記載されており、既に実施されている施策 

 

 

１ ライフステージに応じて安心して暮らせる住環境の形成 

子育て世帯が安心して暮らすことのできるまちづくり、高齢者等が安心して暮らしていけるま

ちづくりなど、ライフステージに応じて必要な支援を行い、安心して暮らせる住宅・住環境づくり

を進めます。 

 

 子育て世帯向け住宅の充実 

【主な取組】 

○ 子どもたちがのびのびと成長できる、子育て世帯が安心して暮らすことのできる住宅の供給を

促進していきます。 

○ 民間賃貸住宅や空き家の有効活用に関する内容など、子育て世帯が居住しやすい住宅に関する

情報の周知・啓発を行います。 
 

主担当には〇、実施主体には◇ 

番号 施策名 取組内容 関係課、関係機関等 

1-1- 

(1)-① 

マイホーム借上

げ制度 1の利用

促進 

住み替えなどを考えているシニア世代の方

の住宅を対象に、既存の住宅の有効活用と、子

育て世帯への住宅の確保を支援する「マイホー

ム借上げ制度」の活用に向けて、情報提供及び

周知を行います。 

◇（一社）移住・住み

かえ支援機構 

〇まちづくり推進課 

 

  

                                                   
1 マイホーム借上げ制度：一般社団法人移住・住みかえ支援機構（JTI）が行っており、50歳以上の方から
マイホームを終身で借上げ、これを主として子育て期の家族に転貸して家賃収入を利用者に支払う制度。 

新規 

追加 

基本目標１ 誰もが暮らしやすいまちづくり 
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番号 施策名 取組内容 関係課、関係機関等 

1-1- 

(1)-② 

 

子育て支援住宅

等の供給促進 

東京都と連携して、子育てに適した住宅を検

討する際に役立つ技術的な情報を取りまとめ

た「子育てに配慮した住宅のガイドライン」な

どの活用や、子育てを支援する施設やサービス

の提供などの取組を行っている住宅を認定す

る「東京都子育て支援住宅認定制度」について

広く周知などを図ります。 

◇東京都 

〇まちづくり推進課 

子育て支援課 

 

 子育て世帯の居住の促進 

【主な取組】 

○ 東京都と連携して、子育て支援施設の整備などにより子育てに適した住環境を整備します。 
 

主担当には〇、実施主体には◇ 

番号 施策名 取組内容 関係課、関係機関等 

1-1- 

(2)-① 

 

都市開発諸制度

等を活用した子

育て支援施設の

整備促進 

都市開発諸制度等を活用した都市開発にお

いて、東京都と連携して子育て支援施設の整備

を促進します。 

〇都市計画課 

 子育て支援課 

保育課   

 まちづくり推進課 

 

 高齢者や障がい者が住みやすい住宅の充実 

【主な取組】 

○ 高齢者や障がい者が安心して生活できるよう、住宅のバリアフリー化等を促進します。 

○ 高齢者や障がい者が住み慣れた地域の中で住み続けられるよう、東京都と連携し、住環境の整

備を図ります。 
 

主担当には〇、実施主体には◇ 

番号 施策名 取組内容 関係課、関係機関等 

1-1- 

(3)-① 

高齢者・障がい

者向け住宅の確

保 

都営住宅・ＵＲ住宅・公社住宅については、

住宅の改修や建て替えに合わせた高齢者、障が

い者向け住宅の確保について、関係機関と調整

を図ります。 

◇東京都  

◇都市再生機構 

◇東京都住宅供給 

公社 

 自立生活支援課 

 介護福祉課 

 まちづくり推進課  

  

新規 

追加 



44 

番号 施策名 取組内容 関係課、関係機関等 

1-1- 

(3)-② 

高齢者住宅 1の

適正な管理・運

営 

現在、借り上げを行っている高齢者住宅につ

いては、引き続き適切な管理・運営を行うとと

もに、借り上げ期間が満了する高齢者住宅につ

いては、入居者が困窮しないよう住宅の確保に

努めます。 

〇まちづくり推進課 

1-1- 

(3)-③ 

住宅改修相談事

業の充実 

高齢者の方の身体機能の低下に伴い、適切な

住宅改修ができるよう、一級建築士などが訪問

や面接などにより、住宅改修の相談・助言を行

います。また、介護支援専門員とも連携を取り

ながら、介護保険事業と高齢者自立支援事業の

住宅改修に関する助言をし、適切な改修を支援

します（第８期小金井市介護保険・高齢者保健

福祉総合事業計画 P64事業⑥）。 

〇介護福祉課 

1-1- 

(3)-④ 

 

都市開発諸制度

等を活用した高

齢者支援施設や

障害者支援施設

の整備促進 

都市開発諸制度等を活用した都市開発にお

いて、東京都と連携して高齢者支援施設や障害

者支援施設の整備を促進します。 

〇都市計画課 

 自立生活支援課 

 介護福祉課 

 まちづくり推進課 

1-1- 

(3)-⑤ 

 

高齢者の新たな

住まいと住まい

方の検討 

高齢社会の進展と併せ、ニーズが高まる高齢

者の方の新たな住まいと住まい方について、サ

ービス付高齢者住宅等も含めて検討を進めま

す（第８期小金井市介護保険・高齢者保健福祉

総合事業計画 P64事業⑪）。 

◇東京都 

介護福祉課 

 まちづくり推進課 

1-1- 

(3)-⑥ 

 

高齢者・障がい

者が暮らしやす

い住宅への改修

支援 

「小金井市高齢者自立支援住宅改修給付事

業2（第８期小金井市介護保険・高齢者保健福祉

総合事業計画 P64事業⑦）」、「重度身体障害者

（児）住宅設備改修（第２期小金井市保健福祉

総合計画（障害者計画・第５期障害福祉計画） 

P152事業５）」により、高齢者や障がい者の世

帯が自立して生活できるような適切な住宅改

修ができるよう支援を行います。 

〇介護福祉課 

まちづくり推進課 

  

                                                   
1 高齢者住宅：小金井市高齢者住宅条例に基づき管理する高齢者専用の賃貸住宅。市内に５箇所あり、公募
用住戸が１２６戸、返還予定住戸が３２戸となっている。（令和４年２月１日時点） 

2 高齢者自立支援住宅改修給付事業：浴槽・流し・洗面台の取替え、便器の洋式化など、高齢者の在宅生活
の質を確保するための住宅改修の給付。 

追加 

追加 

追加 
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番号 施策名 取組内容 関係課、関係機関等 

1-1- 

(3)-⑦ 

 

特別養護老人ホ

ームの整備 

安心できる住まい・住まい方の支援として、

特別養護老人ホームの待機者数の推移を見つ

つ、特別養護老人ホームの整備を検討します

（第８期小金井市介護保険・高齢者保健福祉総

合事業計画 P64事業⑫）。 

〇介護福祉課 

1-1- 

(3)-⑧ 

障がい者グルー

プホーム 1の整

備 

中・長期的な展望のもとに障がい者の居住に

関する需要を把握し、その動向を見極めなが

ら、グループホームの導入促進を行います。ま

た、障がい者が独立して地域生活を送れるため

の多様な住宅の確保の在り方について調査・検

討し、地域生活に必要な居住環境の確保に努め

ます（第２期小金井市保健福祉総合計画（障害

者計画・第５期障害福祉計画） P152事業１）。 

〇自立生活支援課 

1-1- 

(3)-⑨ 

 

バリアフリー化

の促進 

高齢者のいる世帯については、一定の条件の

もと住宅のバリアフリー化を促進します。 

また、障がい者のいる世帯については、小金

井市地域生活支援事業の実施に関する規則に

基づく制度を活用し、段差の解消などの住宅の

バリアフリー化を促進します。 

〇自立生活支援課 

〇介護福祉課 

 

  

                                                   
1 障がい者グループホーム：障がい者が地域社会において自立した日常生活を営むため、援助、介護や支援
等を受けながら共同生活を行う施設。 

追加 

追加 

「ぬく井の杜」 
（市内の国家公務員住宅の 
建て替えに伴い誘致された 
特別養護老人ホーム） 



46 

 高齢者世帯や障がい者世帯への居住支援 

【主な取組】 

○ 高齢者や障がい者が、介護が必要になった時に安心して自宅に住み続けることができるように、

相談体制を整えるとともに、支援制度の周知を図ります。 

○ バリアフリー化などの住宅改修など、住まいに関する環境整備を支援します。 
 

主担当には〇、実施主体には◇ 

番号 施策名 取組内容 関係課、関係機関等 

1-1- 

(4)-① 

高齢者や障がい

者の居住支援に

係る各種制度の

周知 

高齢者や障がい者が安心して暮らすことの

できる居住環境の整備を支援するため、「高齢

者自立支援住宅改修給付事業（第８期小金井市

介護保険・高齢者保健福祉総合事業計画 P64

事業⑦）」「高齢者救急代理通報システム1（第８

期小金井市介護保険・高齢者保健福祉総合事業

計画 P78事業①）」「重度身体障害者（児）住

宅設備改修（第２期小金井市保健福祉総合計画

（障害者計画・第５期障害福祉計画） P152事

業５）」「重度身体障がい者救急通報システム2

（小金井市重度身体障害者等緊急通報システ

ム事業実施要綱）」といった各種制度を継続す

るとともに、さらなる情報提供及び周知を図り

ます。 

〇自立生活支援課 

○介護福祉課 

1-1- 

(4)-② 

あんしん居住制

度の周知 

高齢者が住み慣れた地域・住宅で安心して生

活ができるよう、「あんしん居住制度」の活用

に向けた情報提供及び周知を行います。 

◇（公財）東京都防災・

建築まちづくりセ

ンター 

 介護福祉課 

 まちづくり推進課 

 

   

 

 

  

                                                   
1 高齢者救急代理通報システム：慢性疾患等で常時注意が必要な高齢者に無線発報器等（ペンダント等）を
貸与し、急病等の緊急時に東京消防庁や民間緊急通報事業者に通報するシステム。 

2 重度身体障がい者救急通報システム：一人暮らしの重度の障がい者に無線発報器等を貸与し、急病等の緊
急時に東京消防庁に通報するシステム。 

 

 

 

（公財）東京都防災・建築まちづくりセン

ターが実施する、東京都にお住まい、あるい

はこれからお住まいになる高齢者等とそのご

家族、大家さんなど、みなさまの不安を解消

する制度です。 

「見守りサービス」「葬儀の実施」「残存

家財の片付け」により住み慣れた住宅、住み

続けたい地域でのあんしん生活を支えます。 

 
見守りサービスのイメージ 

 

あんしん居住制度 （（公財）東京都防災・建築まちづくりセンター） 
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番号 施策名 取組内容 関係課、関係機関等 

1-1- 

(4)-③ 

高齢者等の見守

り・支援の協力

体制の構築 

 一人暮らしの高齢者などが地域で安心して

暮らせるよう、「高齢者等の見守りに関する協

定」に基づき、民間事業者などと、高齢者等の

見守り、安否確認、声掛け、緊急事態などへの

協力体制を継続して構築します。 

民生委員が、近隣の方の協力により見守り・

支援の協力体制をつくる「高齢者地域福祉ネッ

トワーク」を実施し、一人暮らしの高齢者等が

安心して暮らせるような取組を進めます。 

〇介護福祉課 

 地域福祉課 

 

 近居・多世代同居への支援 

【主な取組】 

○ 子世帯との近居や多世代同居を促進し、多様な世代によるコミュニティの中で助け合いながら

安心して生活環境の整備を進めます。 
 

主担当には〇、実施主体には◇ 

番号 施策名 取組内容 関係課、関係機関等 

1-1- 

(5)-① 

 

公的住宅におけ

る近居・同居の

促進 

都営住宅で実施している子世帯と親世帯と

が同居する場合の入居者選考における優遇抽

せん（親子ふれあい同居）や、既に都営住宅に

居住している入居者を対象に、子世帯が親世帯

の近くへ、又は親世帯が子世帯の近くへ住み替

える制度（親子ふれあい住み替え）について、

利用普及に向けた情報提供を行います。 

公社住宅においても建て替えに伴う新築住

宅の入居者募集における優遇抽せんや「近居で

安心登録制度」など、子世帯と親世帯の同居や

近居が実現できるような制度について、利用普

及に向けた情報提供を行います。 

◇東京都  

◇東京都住宅供給 

公社 

まちづくり推進課 

 

 

 

  

新規 

 

東京都住宅供給公社による、親族の近くでの生活（近居）を希望する方に優先的にお部屋の

紹介をする登録制度です。 
 

【対象世帯】親族条件及び世帯条件の両方を満たす方 

親族条件：希望する住宅の同一区市、またはおおむね半径５km 以内に３親等内の親族世

帯が居住していること 

世帯条件：ご登録世帯または親族世帯が「子育て世帯」「高齢者世帯」「障がい者世帯」の

いずれかに該当すること 

【対象住宅】  

親族世帯の住まいと同一区市またはおおむね半径５km 以内にある「公社一般賃貸住宅」 

近居であんしん登録制度 （東京都住宅供給公社） 
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２ 住宅確保に配慮を要する方が安心して暮らせるまちづくり 

住宅確保に配慮を要する方が、安定した居住の確保を図るため重層的住宅セーフティネットを

強化していきます。 

その際、既存の住宅ストックの有効活用策や家主のリスク軽減策、福祉サービスなど、関連する

各種施策と連携することなどにより、民間賃貸住宅の活用を進めていきます。 

公的賃貸住宅については、既存ストックを有効に活用する観点から、少子高齢化などの社会情勢

の変化も踏まえ、維持・管理を進めるとともに再整備について検討します。 

 

 住宅確保に配慮を要する方の住宅の確保 

【主な取組】 

○ 計画に基づく市営住宅の長寿命化に向けた適切な維持・管理を行います 

○ 公的住宅におけるバリアフリー改修や居住環境の改善、入居者に応じた住宅の整備についてそ

れぞれの住宅の管理主体とともに検討します。 
 

主担当には〇、実施主体には◇ 

番号 施策名 取組内容 関係課、関係機関等 

1-2- 

(1)-① 

 

市営住宅や高齢

者住宅の活用 

小金井市の市営住宅及び高齢者住宅の募集

がある際には、市報、市ホームページなどを活

用して情報を発信し、住宅要配慮者への住宅の

提供を進めます。 

〇まちづくり推進課 

 

1-2- 

(1)-② 

 

入居者募集に関

する情報提供 

住宅に困窮する方へ、市営住宅をはじめ、都

営住宅・ＵＲ住宅・公社住宅など公的住宅の情

報を、福祉所管と連携して適切に情報を提供し

ていきます。 

◇東京都  

◇都市再生機構 

◇東京都住宅供給 

公社 

〇まちづくり推進課 

1-2- 

(1)-③ 

家賃債務保証制

度 1等の利用促

進 

子育て世帯や高齢者世帯、障がい者世帯など

を対象に、賃貸住宅に入居する際に、家賃債務

などを保証し、民間賃貸住宅の入居を支援する

「家賃債務保証制度」について、利用普及に向

けた情報提供を行います。 

◇（一財）高齢者住宅 

 財団 

◇（仮称）小金井市 

居住支援協議会※ 

地域福祉課 

 自立生活支援課 

介護福祉課 

 子育て支援課 

まちづくり推進課 

ほか 

 ※ （仮称）小金井市居住支援協議会は、住宅確保要配慮者の居住支援を進めるうえで、関係する不動産関係団体、居

住支援団体、地方公共団体（小金井市）の関係各課を構成員として設立を予定している組織です。関係課、関係機関

等には、構成員として参加を予定している課名を記載しています。 

                                                   
1 家賃債務保証制度：高齢者世帯、障がい者世帯、子育て世帯、外国人世帯および解雇などによる住居退去
者世帯が賃貸住宅に入居する際の家賃債務などを保証し、賃貸住宅への入居を支援する制度。 

追加 

追加 
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 民間賃貸住宅の利用の促進 

【主な取組】 

○ 住宅確保要配慮者の入居を拒まない住宅の供給促進に向けた取組を進めます。 

○ 原状回復や残置物処理費用、家賃不払に対する保険など、家主への支援策の情報提供を行いま

す。 

○ 地域の実情に応じた居住支援を行うため、事業者、居住支援団体などと連携し、居住支援体制の

構築について検討します。 
 

主担当には〇、実施主体には◇ 

番号 施策名 取組内容 関係課、関係機関等 

1-2- 

(2)-① 

 

居住支援に係る

関係団体等との

連携体制の構築 

住宅確保要配慮者に対して、地域の実情に応

じたきめ細かな支援を行うため、関係する部

署、不動産関係団体、福祉団体などが、情報共

有や連携、必要に応じた支援ができる体制の構

築を目指します。 

また、住宅部門と福祉・介護・子育て部門な

どの多様な分野との連携を図り、様々な面から

サポートを必要とする方向けの支援制度につ

いて、パンフレットの配布、セミナーの開催な

どの情報提供を行います。 

◇（仮称）小金井市 

居住支援協議会 

地域福祉課 

 自立生活支援課 

介護福祉課 

 子育て支援課 

まちづくり推進課 

ほか 

1-2- 

(2)-② 

 

居住支援に係る

相談体制の構築 

住宅確保要配慮者に対して、関係する部署及

び関係団体と連携して、入居しやすい民間賃貸

住宅の情報や、生活支援サービスなどを紹介す

る、住宅確保に関する相談窓口の設置を目指し

ます。 

◇（仮称）小金井市 

居住支援協議会 

地域福祉課 

 自立生活支援課 

介護福祉課 

 子育て支援課 

まちづくり推進課 

ほか 

1-2- 

(2)-③ 

 

セーフティネッ

ト制度の登録の

促進 

国の住宅セーフティネット制度における住

宅確保要配慮者の入居を拒まない賃貸住宅で

ある「東京ささエール住宅（東京都のセーフテ

ィネット住宅）」の登録を促進するため、賃貸

住宅のオーナーや不動産店、関係団体等への周

知を行います。 

◇（仮称）小金井市 

居住支援協議会 

地域福祉課 

 自立生活支援課 

介護福祉課 

 子育て支援課 

まちづくり推進課 

ほか 

  

新規 

新規 

新規 
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番号 施策名 取組内容 関係課、関係機関等 

1-2- 

(2)-④ 

 

賃貸住宅の家主

への支援策の検

討及び情報提供 

住宅確保要配慮者の入居促進に向け、原状回

復や残置物処理費用、家賃不払に対する保険商

品などの居住支援サービスについて、東京都、

関係団体等と連携し、必要なサービスを安心し

て選択できる仕組みを検討するとともに、認知

度の向上と普及に取り組みます。 

◇（仮称）小金井市 

居住支援協議会 

地域福祉課 

 自立生活支援課 

介護福祉課 

 子育て支援課 

まちづくり推進課 

ほか 

 

 公的賃貸住宅の有効活用 

【主な取組】 

○ 計画に基づく市営住宅の長寿命化に向けた適切な維持・管理を行います。 

○ 公的住宅におけるバリアフリー改修や居住環境の改善、入居者に応じた住宅の整備についてそ

れぞれの住宅の管理主体とともに検討します。 
 

主担当には〇、実施主体には◇ 

番号 施策名 取組内容 関係課、関係機関等 

1-2- 

(3)-① 

市営住宅長寿命

化計画 1に基づ

く維持・管理 

「小金井市市営住宅長寿命化計画」に基づ

き、定期的な点検及び早期の修繕により管理運

営コストの縮減を行うとともに、市営住宅の長

寿命化に向けた適切な維持・管理を目指しま

す。 

〇まちづくり推進課 

1-2- 

(3)-② 

都営住宅・UR住

宅・公社住宅の

再整備 

都営住宅・ＵＲ住宅・公社住宅について、バ

リアフリーに対応した改修や居住環境の改善

を、それぞれの住宅の管理主体に求めていきま

す。 

老朽化の進む住宅の建て替えに際して、高齢

者世帯、障がい者世帯、子育て世帯など、入居

者に応じた住宅の整備を求めていきます。 

◇東京都  

◇都市再生機構 

◇東京都住宅供給 

公社 

 まちづくり推進課 

 

  

                                                   
1 市営住宅長寿命化計画：市営住宅の安全で快適な住まいを長期間にわたって確保するため、修繕や改善の
計画を定め、長寿命化によるストック更新費用の削減に向けた基本的な方針を示す計画。 

新規 

 

東京都住宅供給公社（JKK 東京）では、「小金井本町住宅」既存住棟の一部を建て替えにおい

て、高齢者向けの賃貸住宅「JKK シニア住宅（仮称）」の整備が予定されています。 
 

【特徴】 

① 室内の段差解消や手すり設置等に加え車いすの移動にも配慮したバリアフリー設計 

② センサーや緊急通報装置による見守り・駆け付けサービス 

③ これまでに JKK が供給したサービス付き高齢者向け住宅に比べて低廉な月額負担 

JKKシニア住宅（仮称）（東京都住宅供給公社） 
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３ 地域で支え合えるコミュニティの形成 

より良い住宅・住環境の形成に向けて、市民が主体的にまちづくりに参加するとともに、市民の

支え合い、助け合いにより、誰もが暮らしやすい住環境が実現できるよう、町会・自治会を基本と

した地域コミュニティの形成と、市民の主体的な活動に対する支援に取り組みます。 

 

 地域コミュニティの形成支援に向けた取組 

【主な取組】 

○ 住民主体の地域づくり、見守り体制の構築などに対し必要な支援を行います。 

○ 市民活動の基本となる町会・自治会に対し、市民の加入を促すともに、連携して活動することで

地域コミュニティ形成を支援します。 
 

主担当には〇、実施主体には◇ 

番号 施策名 取組内容 関係課、関係機関等 

1-3- 

(1)-① 

住民主体のまち

づくり活動に対

する支援や情報

提供 

誰もが暮らしやすい住環境としていくため、

地域住民が自ら暮らす地域の景観づくりや、防

災・防犯・清掃などの活動に際し、必要な支援

を行います。 

町会・自治会活動の活性化を促すため、東京

都と連携して、活動への補助やアドバイザーの

派遣などの情報提供を行います。 

〇広報秘書課 

 地域安全課 

ごみ対策課 

 まちづくり推進課 

1-3- 

(1)-② 

町会・自治会へ

の加入の促進 

町会・自治会は、市民活動の基本となり、地

域におけるコミュニティ形成、防災、防犯を進

めるうえで重要な団体であることから、町会・

自治会への加入を促すため、周知・啓発などの

支援を行います。 

〇広報秘書課 

1-3- 

(1)-③ 

町会・自治会と

の連携の強化 

市民間の連携を高めるため、町会・自治会な

どが主体となって行う様々なイベントなどの

開催について、実施内容の充実を図りながら、

地域コミュニティ形成のための支援を行いま

す。 

〇広報秘書課 

 

 

  

 

 

緑町第四町会 連合町会防災訓練 緑町第四町会 うどん会 

町会・自治会活動の例 
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１ 安全・安心なまちづくり 

災害時においても安全な居住を持続するため、市民と行政がそれぞれの責任と役割のもと、連携

を図って取組を進めていきます。 

住宅の耐震化に向けた取組を強化するとともに、災害に強い住宅・住環境づくりを進めます。 

また、ハード・ソフト両面において、公民が一体となって災害に強い住宅・住宅市街地を形成し、

被害の軽減に向けた取組を更に推進するとともに、災害時における居住の継続や早急な復旧・復

興への備えを進めていきます。 

 

 住宅の耐震化の促進 

【主な取組】 

○ 耐震診断や耐震改修を促進し、一層の耐震化を図ります。 

○ 東京都と連携し、耐震化への意識向上を図ります。 

 

主担当には〇、実施主体には◇ 

番号 施策名 取組内容 関係課、関係機関等 

2-1- 

(1)-① 

木造住宅の耐震

化の促進 

木造住宅の耐震化に積極的に取り組むため、

小金井市耐震改修促進計画1に基づき「木造住

宅の耐震診断・耐震改修助成制度2」などの普

及・促進に加え、木造住宅の改修技法の事例紹

介など、耐震化に関する情報提供を行います。 

〇まちづくり推進課 

2-1- 

(1)-② 

民間賃貸住宅

（共同住宅）耐

震化助成制度の

導入 

民間賃貸住宅（共同住宅）の耐震診断・耐震

改修を促進するため、「民間賃貸住宅耐震診断・

耐震改修に係る費用の一部を助成する制度」の

導入を目指します。 

〇まちづくり推進課 

2-1- 

(1)-③ 

 

耐震化の普及啓

発 

東京都の「東京都耐震マーク表示制度」の普

及などにより、耐震化の工事中の緊急輸送道路

沿道建築物へ掲示するなど、耐震化への意識向

上を図ります。（小金井市耐震改修促進計画

P33） 

◇東京都   

 まちづくり推進課 

 建築営繕課 

  

                                                   
1 小金井市耐震改修促進計画：耐震改修促進法に基づき、災害に強いまちづくりを実現するために策定した
計画。令和３年３月に改定された。 

2 木造住宅の耐震診断・耐震改修助成制度：昭和56年５月31日以前に着工された木造住宅について、耐震診
断費用の一部を助成する制度。また、木造住宅耐震診断を行った結果、耐震改修が必要と認められる住宅
について、耐震改修費用の一部を助成する制度。 

追加 

基本目標２ 安全で快適に暮らせる住環境の形成 
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 災害に強いまちづくりへの取組 

【主な取組】 

○ 災害に対する情報提供を積極的に行い、安全確保を図ります。 

○ 住宅市街地全体での防災性、住民の安全な避難の確保を図ります。 
 

主担当には〇、実施主体には◇ 

番号 施策名 取組内容 関係課、関係機関等 

2-1- 

(2)-① 

狭あい道路の解

消促進 

住宅市街地全体での防災性を高めるため、建

築物の建て替えに伴うセットバック1や地区計

画2等の推進により、緊急車両の進入が困難な

狭あい道路の解消に努めます。 

〇まちづくり推進課 

道路管理課 

2-1- 

(2)-② 
 

無電柱化の促進 

小金井市無電柱化推進計画に基づき、電線管

理者などと協議の上、様々な整備手法により、

無電柱化の促進を図ります。（小金井市無電柱

化推進計画） 

〇道路管理課 

2-1- 

(2)-③ 

避難路・避難場

所の安全確保 

緊急時における住民の安全な避難を確保す

るため、避難路・避難場所の指定及び周辺にお

ける建築物の耐震化・不燃化や災害時の緩衝帯

となる公園等の確保、保存生け垣への指定を推

進します。 

東京都の指定する特定緊急輸送道路3（小金

井街道、東八道路、五日市街道、連雀通りの一

部（小金井街道から市役所本庁舎まで））につ

いて、「東京における緊急輸送道路沿道建築物

の耐震化を推進する条例4」に基づき、沿道の建

築物の耐震化を推進します。 

〇地域安全課 

環境政策課 

 まちづくり推進課 

 

 

  

                                                   
1 セットバック：建築物の外壁を敷地境界線から後退させて建てること。 
2 地区計画：地区の課題や特徴を踏まえ、地区の目指すべき将来像を設定し、その実現に向けてまちづくり
を進めていく手法。 

3 特定緊急輸送道路：主要な防災拠点、空港や港湾などを結ぶ道路、他県からの緊急支援物資や救援活動の
受け入れのための主要な道路の機能を確保するための道路、災害時の区市町村本部を設置する区市町村庁
舎との連絡に必要な緊急輸送道路等。 

4 東京における緊急輸送道路沿道建築物の耐震化を推進する条例：震災時において避難、救急消火活動、緊
急支援物資の輸送及び復旧復興活動を支える緊急輸送道路が建築物の倒壊により閉塞されることを防止す
るため、沿道の建築物の耐震化を推進し、震災から都民の生命と財産を保護するとともに、首都機能を確
保するための条例。 

追加 

無電柱化計画により整備された

市内緑中央通り 

 市では、災害時において、安全な

避難と救助活動が可能となるよう

に、無電柱化により災害に強いま

ちづくりを進めています。 
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番号 施策名 取組内容 関係課、関係機関等 

2-1- 

(2)-④ 

 

ブロック塀等の

安全対策の促進 

小金井市地域防災計画及び小金井市耐震改

修促進計画に基づき、市内の危険なブロック塀

等の実態把握に努め、「ブロック塀等撤去助成

金制度」や「生け垣造成奨励金交付制度」によ

る財政的支援を実施し、倒壊の恐れのある危険

なブロック塀の建て替えや除却等、安全対策を

促進します。（小金井市耐震改修促進計画P29） 

〇地域安全課  

〇まちづくり推進課 

環境政策課 

2-1- 

(2)-⑤ 

 

エレベーター対

策 

市有施設については、優先的にエレベーター

の閉じ込め防止装置の設置を推進し、安全性を

向上させます。 

また、民間施設においては、東京都と連携し

てエレベーター閉じ込め防止装置の設置を普

及啓発するとともに、ビルやマンション、特に

大規模施設の施設管理業者・団体等に対し、装

置の設置を働きかけます。（小金井市地域防災

計画第２部 2-19） 

◇東京都 

〇市有施設各所管課 

2-1- 

(2)-⑥ 
 

豪雨対策 

東京都と連携し、住宅の敷地内への雨水浸透

ます1設置のための支援を行うなど、河川や下

水道への雨水流入の抑制を促進します。 

浸水時の地下室の危険性について、「東京都

地下空間浸水対策ガイドライン」により周知を

図るとともに、浸水実績図、浸水予想区域図等

を活用して、地域の浸水への危険性に関する情

報提供を推進します。（小金井市地域防災計画 

風水害編 2-4） 

〇地域安全課 

下水道課 

2-1- 

(2)-⑦ 
 

土砂災害対策 

土砂災害警戒区域等に指定されている地域

の住民が、安全に避難できるよう、防災マップ

2の配布等により、その地域や防災に関する情

報を周知します。（小金井市地域防災計画 風

水害編 2-3） 

◇東京都  

〇地域安全課 

 

  

                                                   
1 雨水浸透ます：河川の氾濫や地盤沈下の防止、地下水や湧水の保全・回復のため、ますに集められた雨水
を地中に浸透させる装置。 

2 防災マップ：災害発生時の避難場所や豪雨時の浸水予想区域を示し、日頃の備えや災害時の心得、家族の
安否確認方法などの防災情報も掲載した地図。 

追加 

追加 

追加 

追加 

 地震によるブロック塀の被害例 

写真左：平成 28年熊本地震により 
倒れたブロック塀 

写真右：平成 30年大阪府北部を震源とする 
地震により発生したブロック塀の亀裂 

 
出典：一般財団法人 消防防災科学センター 

「災害写真データベース」 
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 自助・共助で支える災害対策の取組 

【主な取組】 

○ 災害時においても、住宅内にとどまり生活ができるよう、各家庭での備蓄について啓発すると

ともに、生活の継続を可能とする性能を備えた住宅の普及を図ります。 

○ 地域コミュニティを活用することで、地域の防災力の向上を図ります。 
 

主担当には〇、実施主体には◇ 

番号 施策名 取組内容 関係課、関係機関等 

2-1- 

(3)-① 

 

各家庭での備蓄

の啓発 

日頃から自宅で「日常備蓄」が実践され、災

害発生時に自宅で当面の間生活することがで

きるよう、「日常備蓄」の重要性について普及

啓発します（小金井市地域防災計画第２部1-

3）。 

〇地域安全課 

2-1- 

(3)-② 

自主防災組織1

の育成 

地域における自主防災活動を促進し、防災意

識の高揚と生活の安全確保を図ります。 

自主防災組織が結成されていない地域につ

いては、「自助・共助」の重要性を周知しつつ、

自主防災組織の結成を促進します（第２期小金

井市保健福祉総合計画（地域福祉計画） Ｐ39

事業５）。 

〇地域安全課 

2-1- 

(3)-③ 

 

災害時における

避難行動要支援

者への支援体制

の充実 

災害時等に自力で避難することが困難で、家

族等の支援を受けられない高齢者や障がい者

等（避難行動要支援者）を把握するため、災害

対策基本法に基づき作成した、避難行動要支援

者名簿の適正な管理・更新を行います。 

民生委員・児童委員や関係機関と連携しなが

ら、個人情報の保護に配慮しつつ、必要に応じ

て名簿を活用できるよう整備します。加えて、

地域の皆さんに「支援者」となっていただき、

見守りや安否確認、避難支援の体制を整備する

モデル地区事業を進めていきます。 

また、福祉避難所の管理運営の整備を推進し

ます。（第２期小金井市保健福祉総合計画（地

域福祉計画） Ｐ39事業７） 

〇地域福祉課  

自立生活支援課 

 介護福祉課 

  

                                                   
1 自主防災組織：町会・自治会などの地域内で組織されている、「自分たちのまちは自分で守る」という地
域住民の連携に基づき、結成される防災組織。 

追加 

追加 

 

東京都では、「災害に備えた備蓄」について、何をどのくらい備蓄すれ

ば良いか分からない方向けに、備蓄の基本的な考え方や備えておくと良

い品目などを紹介するウェブサイトが開設されました。  

東京備蓄ナビ（東京都） 

 

URL：https://www.bichiku.metro.tokyo.lg.jp/ 
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番号 施策名 取組内容 関係課、関係機関等 

2-1- 

(3)-④ 

防災講習会の開

催などに対する

支援の継続 

防災に関する情報提供や学習機会の充実に

より、防災知識の浸透と防災意識の向上を図る

ため、自主防災組織への助成の交付を継続しま

す。 

各種団体が行う防災イベントの後援や出前

講座などを通じ、防災意識向上を図ります。 

〇地域安全課 

2-1- 

(3)-⑤ 

 

生活の継続を可

能とする性能を

備えた住宅の普

及 

都市開発諸制度による、所定の基準を満たし

た防災備蓄倉庫及び自家発電設備を整備する

ことを条件とした容積率の緩和措置について、

開発事業者などに同制度を周知することで、大

規模災害時の建築物の自立性の確保を促進し

ます。 

◇東京都  

〇都市計画課 

2-1- 

(3)-⑥ 

防災マップ等に

よる情報提供 

避難所や各種防災情報などが掲載されてい

る防災マップについては、全戸配布の他、小金

井市に転入した世帯への配布などにより、引き

続き市民に広く普及させるとともに、防災に関

する情報の周知については、様々な方法を活用

し積極的に行うことにより、市民の安全確保を

図ります。 

〇地域安全課 

 

 マンションの防災対策への支援 

【主な取組】 

○ マンションにおける防災対策を促進するため、管理組合による防災対策の取組を支援します。 
 

主担当には〇、実施主体には◇ 

番号 施策名 取組内容 関係課、関係機関等 

2-1- 

(4)-① 

 

マンション管理

組合における防

災対策の支援 

東京都の作成するマンション管理ガイドブ

ックの周知啓発やマンションの消防計画に基

づく防災訓練などにより、防災意識の向上を目

指します。 

◇東京都 

〇まちづくり推進課 

 地域安全課 

 

 

 

  

追加 

追加 

 

東京都では、管理組合や関係事業者等による、マンションの適正な管

理と円滑な再生に向けた取組を促進するため、令和２年３月「マンショ

ン管理ガイドブック」を再編されました。 

「東京におけるマンションの管理の適正化に関する指針」を詳細に解

説し、マンションの管理の主体である管理組合が取り組むべき事項を記

載するとともに、マンション管理士、マンション管理業者、マンション

分譲事業者がそれぞれの業務の遂行に当たって実施することが望ましい

事項を示しています。 

マンション管理ガイドブック（東京都） 
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 災害復旧への取組支援 

【主な取組】 

○ 災害復旧に向けて住居を速やかに確保するための態勢を整えます。 

○ 被災された方への的確な対応に向け、市と東京都の役割分担の明確化及び協力体制の強化をは

じめ、業界団体などとの協力体制を確立します。 
 

主担当には〇、実施主体には◇ 

番号 施策名 取組内容 関係課、関係機関等 

2-1- 

(5)-① 

 

応急仮設住宅

等の供給 

市は東京都に対し、一時提供住宅及び応急仮

設住宅の供給を行う場合は、高齢者や障がい者

世帯に配慮した設備・構造の住宅とするよう要

請します。 

 また、市は入居者の選定にあたっては、東京

都が策定する選定基準に基づき、避難行動要支

援者及び要配慮者の優先入居に努めます。（小

金井市地域防災計画第２部11-1） 

〇まちづくり推進課  

2-1- 

(5)-② 

 

災害時の要配慮

者への支援 

避難時に、高齢者、障がい者などの災害時要

配慮者に対し、必要な情報提供や生活支援など

地域の実情に応じた対策を円滑に実施できる

よう東京都を始め関連する団体等と連携して

取り組みます。 

東京都等と連携し、首都直下地震等の広域災

害に対する支援や連絡体制を検討します。（小

金井市地域防災計画第２部8-9） 

〇地域安全課 

〇地域福祉課 

2-1- 

(5)-③ 

 

応急危険度判定

員等の確保 

東京都や関係団体と連携して、市内で活動で

きる応急危険度判定員との連絡調整を行い、災

害時における体制を整備していきます。（小金

井市地域防災計画第２部11-11） 

◇東京都 

〇建築営繕課  

〇地域安全課 

2-1- 

(5)-④ 

 

被災宅地危険度

判定士の確保 

小金井市災害対策本部が設置される規模の

地震又は降雨等が発生した場合、東京都と連携

して被災宅地危険度判定士を迅速に派遣等で

きる体制の整備を進めます。（小金井市地域防

災計画第２部11-12） 

◇東京都  

〇地域安全課  

〇まちづくり推進課 

 

 

 

 

 

  

追加 

追加 

追加 

追加 

余震等による建築物の倒壊などによる二次災害を防止する

ため、できるだけ早く、短時間で建築物の被災状況を調査し、

当面の使用の可否を判定するものです。調査結果は、「危険」・

「要注意」・「調査済」の三種類の判定ステッカーで、建物の出

入口等の見やすい場所に表示します。 

被災建築物応急危険度判定（東京都） 

判定ステッカーのイメージ 
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 防犯体制の強化 

【主な取組】 

○ 警察、町会・自治会などの地域コミュニティ、各種防犯団体と連携し、防犯意識の向上を図ると

ともに、防犯協力体制づくりを進めます。 
 

主担当には〇、実施主体には◇ 

番号 施策名 取組内容 関係課、関係機関等 

2-1- 

(6)-① 

防犯講習会の開

催 

警察と連携した防犯講習会の開催、広報活

動、防犯活動を通じて、犯罪情報の提供と防犯

意識の向上に取り組みます。 

〇地域安全課 

2-1- 

(6)-② 

地域コミュニテ

ィを活用した防

犯体制の推進 

市と警察、町会・自治会などの地域コミュニ

ティ、各種防犯団体が相互に連携し、地域で起

きた犯罪の情報共有を行うなど、個人や地域の

防犯意識を高め、円滑で効果的な防犯協力体制

を一層強化していきます。 

〇地域安全課 

広報秘書課 

2-1- 

(6)-③ 

犯罪情報等の提

供 

地域における犯罪の未然防止に向けて、市民

一人ひとりの防犯知識の向上と普及に努める

ため、地域の犯罪情報等を安全・安心メールな

どを通じて提供します。 

〇地域安全課 

2-1- 

(6)-④ 

防犯パトロール

活動の支援 

地域における犯罪の未然防止に向けて、市内

で自主的に防犯にかかわるパトロール活動を

実施する団体などの活動を支援するため、防犯

資機材の支給を継続します。 

〇地域安全課 

 

 

    

※ 支給する防犯資機材の一例です。 

市では、 

① 原則として月に２回以上かつ将来にわ

たって継続して防犯パトロールを行う団

体等であること。 

② 活動の目的が市民の安全で安心なまち

づくりに寄与するものであって、営利を目

的としたものでないこと。 

③ 原則として構成員が 10 人以上で、かつ、

その過半数が市内に在住、在勤又は在学し

ている者であること。 
 

以上の要件を満たす地域団体に防犯資機

材を支給しています。 

防犯資機材の支給 
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２ 良質な住宅ストックの供給・活用の促進 

良質な住宅ストックの供給を進めていくために、小金井市空家等対策計画などを踏まえ、空き家

の有効活用や発生抑制、適正管理、空き家所有者などへの意識啓発・相談体制の充実についての取

組を推進します。また、循環型の住宅市場の形成に向けて、住宅ストックの質の向上と流通促進、

住宅に係る取引の安全・安心の確保を図るための市場環境整備に取り組みます。 

持ち家、賃貸住宅に関わらず市内に住み続けられるよう、居住支援や情報提供を行い、相談体制

の充実を図ります。 

「東京におけるマンションの適正な管理の促進に関する条例」、「小金井市マンション管理適正

化推進計画」に基づく取組を中心に、マンションの適正な管理の促進と老朽化マンション等の再

生の促進に向けて総合的に施策を推進していきます。 

 

 分譲マンションの適切な維持・管理への支援 

【主な取組】 

○ 管理の重要性や方法などについての周知、管理状況などの把握及び管理不全の予防に取り組み

ます。 

○ 改善、管理の良好なマンションが適正に評価される市場の形成などに取り組みます。 

○ 「東京におけるマンションの適正な管理の促進に関する条例」に基づく取組を進めます。 
 

主担当には〇、実施主体には◇ 

番号 施策名 取組内容 関係課、関係機関等 

2-2- 

(1)-① 

 

マンションの管

理の適正化の推

進 

「マンションの管理の適正化の推進に関す

る法律」に基づき、「小金井市マンション管理

適正化推進計画※」を策定し、マンション管理

計画認定制度などの活用によりマンション管

理の適正化を進めます。 

◇国  

◇東京都 

〇まちづくり推進課 

2-2- 

(1)-② 

 

マンションの管

理状況の実態把

握と管理不全の

予防・改善 

管理不全の予防・改善を促進するため、「東

京におけるマンションの適正な管理の促進に

関する条例」に基づく管理状況届出制度に取り

組みます。 

◇東京都 

〇まちづくり推進課  

※ 小金井市マンション管理適正化計画は別冊に掲載 
 

 

 

  

新規 

新規 

 

今後の分譲マンションの課題として、建物の老朽化と居住者の高齢化という「二つの老い」

の問題が挙げられます。良質なマンションストックの形成のためには、個々のマンションが建

物の状況等に応じて、管理組合による十分な検討と、それを踏まえた意思決定により、修繕・

改修による建物の長寿命化や建替え・敷地売却等も視野に入れた再生が適切に選択されていく

ことが重要となります。 

別冊の「小金井市マンション管理適正化計画」は、小金井市内におけるマンションの管理の

適正化に向けた基本的施策を具体化し、推進するための計画となっています。 

マンション管理について 
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番号 施策名 取組内容 関係課、関係機関等 

2-2- 

(1)-③ 

マンションの適

正な維持管理を

促進するための

情報発信 

管理組合による自主的かつ適正な維持管理

のため、東京都のマンション管理ガイドブッ

ク、東京都優良マンション登録表示制度1、マン

ションみらいネット2、マンション改良工事助

成（利子補給）制度3などの各種制度などの情報

提供及び周知を図ります。 

◇東京都 

◇（公財）マンション 

管理センター 

◇（独）住宅金融支援 

機構 

まちづくり推進課 

2-2- 

(1)-④ 

マンション管理

講習会の開催 

マンション管理組合の事務や運営に関する

理解を深めるため、セミナーや講習会の開催に

ついて検討します。 

〇まちづくり推進課 

2-2- 

(1)-⑤ 

マンション管理

組合のネットワ

ークの構築 

マンション管理組合間の情報交換、交流の場

の設置や、管理ネットワークの構築を目指しま

す。 

〇まちづくり推進課  

 

 老朽化マンション等の再生の促進 

【主な取組】 

○ マンション再生に関する普及啓発や、マンションの耐震化の促進、維持管理に資する支援の普

及啓発などを推進します。 
 

主担当には〇、実施主体には◇ 

番号 施策名 取組内容 関係課、関係機関等 

2-2- 

(2)-① 

 

旧耐震基準のマ

ンションの耐震

化の促進 

東京都の分譲マンションの管理に関する相

談窓口の活用や緊急輸送道路沿道の分譲マン

ションの耐震化制度の周知を行います。 

また、分譲マンションの耐震診断・耐震改修

を促進するため、「分譲マンション耐震診断・

耐震改修に係る費用の一部を助成する制度」の

導入を目指します。 

◇東京都  

まちづくり推進課 

2-2- 

(2)-② 

 

マンション管理

アドバイザー制

度の活用 

マンションの管理組合などからの申込みに

基づき、マンション管理士などの専門家を派遣

して、マンションの維持管理に関する情報提供

やアドバイスを行うことにより、マンションの

良好な維持管理に資する支援を行う東京都の

制度の周知・啓発を行います。 

◇東京都 

 まちづくり推進課 

                                                   
1 東京都優良マンション登録表示制度：建物(共用部分)の性能と管理の両面において、一定の水準を確保す
る分譲マンションを「優良マンション」として、認定・登録し、公表する制度。 

2 マンションみらいネット：マンション管理組合の運営状況等（建物等の概要、管理組合の活動状況、過去
の修繕履歴、図書の保管状況など）を財団法人マンション管理センターのコンピュータに登録し、インタ
ーネットを通して随時閲覧できるシステム。 

3 マンション改良工事助成（利子補給）制度：分譲マンションの適正な維持管理を促進するため、建物の共
用部分の外壁塗装や屋上防水、バリアフリー化など、計画的に改良・修繕する管理組合に対し、東京都が
独立法人住宅金融支援機構と連携した助成（利子補給）を実施する制度。 

新規 

新規 
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番号 施策名 取組内容 関係課、関係機関等 

2-2- 

(2)-③ 

 

マンションの再

生に向けた情報

発信 

東京都の「マンション再生ガイドブック」の

活用による高経年マンションの建て替えや改

修などによる既存ストックの性能向上のため

の情報提供及び、制度などの周知を図ります。 

◇東京都 

〇まちづくり推進課 

 

 空家等の適切な維持・管理の推進 

【主な取組】 

○ 空き家所有者の抱える課題や発生メカニズムなどを分析し、抑制策などを検討します。 

○ 空き家の適正管理を促進するとともに適正に管理が行われていない空家等に対し、生活環境の

保全のため必要な措置を適切に講じます。 
 

主担当には〇、実施主体には◇ 

番号 施策名 取組内容 関係課、関係機関等 

2-2- 

(3)-① 

 

空家等の発生予

防 

適切な管理が行われないことにより生じる

空家等の問題を周知し、居住段階から空家等と

しないように備えることの必要性を啓発しま

す。また、住宅を資産として活用する方法や、

住宅を長期間にわたって使う方法等について

情報提供を行うことにより、空家等を発生させ

にくい環境づくりを進めます。（小金井市空家

等対策計画P29） 

〇地域安全課 

まちづくり推進課 

2-2- 

(3)-② 

 

空家等の適正管

理の促進 

空家等管理の責任は所有者又は管理者にあ

ることから、所有者等による適正な管理をする

ことにより、管理不全となる空家等の増加を防

ぎます。（小金井市空家等対策計画P32） 

〇地域安全課 

 資産税課 

環境政策課 

 ごみ対策課 

都市計画課 

 道路管理課 

建築営繕課  

（適正管理促進・特定

空家等対策部会） 

2-2- 

(3)-③ 

 

特定空家等への

対応 

適正に管理されず、特定空家等と認められる

空家等に対しては、法に基づき助言・指導、勧

告等の措置を行うことで、生活環境の保全を図

ります。（小金井市空家等対策計画P37） 

〇地域安全課 

 

  

新規 

追加 

追加 

追加 
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 空家等の活用に向けた取組の支援 

【主な取組】 

○ 協定を締結した関係団体と連携して、空き家などの既存ストックの有効活用を促進するととも

に、所有者などに対して適切な情報提供を行います。 

○ 空き家など既存の住宅ストックを利活用し、住宅確保に配慮を要する方向けの住宅としての活

用を促進します。 
 

主担当には〇、実施主体には◇ 

番号 施策名 取組内容 関係課、関係機関等 

2-2- 

(4)-① 

 

空家等に関する

相談機会の充実 

「小金井市における空き家の有効活用、適正

管理等の推進に関する協定」を締結した関係団

体と連携し、住民等からの空家等に関する様々

な相談に応じる機会を充実させ、空家等の発生

予防や空家等の適正管理、空家等の利活用の促

進など、空家等対策の全体にわたって、情報提

供及び助言等の必要な支援を行います。（小金

井市空家等対策計画P39） 

〇まちづくり推進課 

地域安全課 

2-2- 

(4)-② 

 

空家等の利活用

の促進 

資産活用に対する情報提供や相談機会の充

実など、空家等の円滑な市場流通の後方支援を

行います。また、空家等の利活用について、関

係部署及び関係団体と、情報共有や連携、必要

に応じた対応の協議を行います。（小金井市空

家等対策計画P35,36） 

〇まちづくり推進課 

コミュニティ文化課 

 地域福祉課 

 子育て支援課 

生涯学習課 

（利活用促進部会） 

2-2- 

(4)-③ 

マイホーム借上

げ制度の利用促

進（再掲） 

住み替えなどを考えているシニア世代の方

の住宅を対象に、既存の住宅を有効活用する

「マイホーム借上げ制度」の情報提供及び周知

を行います。 

◇（一社）移住・住み

かえ支援機構 

〇まちづくり推進課 

 

                   

    

追加 

追加 

 
一般社団法人 移住・住みかえ支援機構は、住みかえを希望しているシニア（50歳以上）

のマイホームを借上げ、それを子育て世代を中心に転貸する「マイホーム借上げ制度」を実

施しています。シニア世代は、自宅を売却することなく住みかえや老後の資金として活用す

ることができ、子育て世代は、広い一軒家等の良質な住宅に入居することができます。 

 

 
 

 

 

 

 

 

※小金井市は、一般社団法人 移住・住みかえ支援機構（JTI）の取扱認定を受け、紹介窓口となっています。 

マイホーム借上げ制度（一般社団法人 移住・住みかえ支援機構（JTI）） 

図：一般社団法人 移住・

住みかえ支援機構

（JTI）HPより 
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 質の高い住宅の普及 

【主な取組】 

○ 長期にわたって使用可能な質の高い住宅ストックの形成に向けた取組を進めるとともに、地域

工務店などが連携して適切な維持管理やリフォームなどを行うことができる環境を整備します。 
 

主担当には〇、実施主体には◇ 

番号 施策名 取組内容 関係課、関係機関等 

2-2- 

(5)-① 

長期優良住宅認

定制度の利用促

進 

耐震性やバリアフリー性などの性能を有し、

かつ、良好な景観の形成に配慮した居住環境で

あるなど、長期にわたり良好な状態で使用する

ための措置が講じられた住宅（長期優良住宅）

の認定制度について、情報提供及び周知を図り

ます。 

◇東京都 

 まちづくり推進課 

2-2- 

(5)-② 

リフォームに係

る情報提供の実

施 

誰もが安全に暮らせる住宅を普及するため、

計画から契約、工事、引渡し、維持管理の各段

階を通じて確認すべき事項などの情報をまと

めた、国土交通省の「住宅リフォームガイドブ

ック」などを活用し、リフォームについて普及

啓発を図っていきます。 

◇国土交通省 

まちづくり推進課 

2-2- 

(5)-③ 

ワンルーム形式

の共同住宅の建

設に関する指導

指針の継続 

小金井市宅地開発等指導要綱に基づくワン

ルーム形式の共同住宅の建設に関する指導指

針に基づいて、良好な住環境の保全を図りま

す。 

〇まちづくり推進課 

2-2- 

(5)-④ 

住宅用新エネル

ギー機器等普及

促進助成制度 1

の継続 

環境に配慮した住宅の普及を図るため、太陽

光発電設備など新エネルギー機器の設備に際

し、設備費用の一部を助成する「住宅用新エネ

ルギー機器等普及促進助成制度」を継続しま

す。 

〇環境政策課 

 

 

 

  

                                                   
1 住宅用新エネルギー機器等普及促進助成制度：地球温暖化の原因である温室効果ガスを削減するため、太
陽光発電設備などの住宅用新エネルギー機器の購入費の一部を助成する制度。 

 
国土交通省が発行した「住宅リフォームガイドブック」では、リ

フォームの種類やリフォームのすすめ方、リフォームの支援制度

などを消費者の方々に分かりやすく解説しています。 
 

 【ガイドブックの構成】 
 

PART 1 リフォームの進め方とポイント 

PART 2 リフォームで何ができる? 

①メンテナンス   ②ライフスタイルに合わせる 

③住まいの性能向上 ④マンションリフォーム 

PART 3 住宅リフォームの支援制度 

 Ⅰ.減税制度 Ⅱ.補助制度 Ⅲ.融資制度 

 

住宅リフォームガイドブック（国土交通省） 
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 既存住宅の利用の促進 

【主な取組】 

○ 良質な既存住宅を長期利用できるような支援を促進するとともに、適切にその価値を評価され、

安心して住宅市場で売買などが行われるような市場の整備に取り組みます。 

○ 既存住宅を安心して取得できる表示制度についての情報発信を進めます。 
 

主担当には〇、実施主体には◇ 

番号 施策名 取組内容 関係課、関係機関等 

2-2- 

(6)-① 

既存住宅の住宅

性能表示制度1

の周知 

中古住宅の流通や住み替えを促進するとと

もに、適切な維持管理やリフォーム、住宅スト

ックの質の向上を促すため、既存住宅の住宅性

能表示制度に関する情報提供及び周知を図り

ます。 

〇まちづくり推進課 

2-2- 

(6)-② 

 

建物状況調査、

瑕疵保険、住宅

履歴情報の蓄

積・活用等の促

進 

安心して既存住宅を取得し、リフォーム・リ

ノベーションができるよう、住宅履歴情報、住

宅の瑕疵の有無を明らかにする建物状況調査

（インスペクション）などの制度の情報発信を

進めます。 

既存住宅について、耐震性や建物状況調査

（インスペクション）の実施、過去のリフォー

ム情報の提供など、一定の品質保証がされる

「安心Ｒ住宅」について、制度のメリットなど

についての周知を行います。 

〇まちづくり推進課 

2-2- 

(6)-③ 

 

既存マンション

の取引時におけ

る管理情報の開

示と価格査定へ 

の反映 

マンションの管理情報が、マンションの購入

希望者に対し、的確に提供されるよう、「マン

ション管理ガイドブック」に基づき、情報開示

に関する売主の責任や管理規約の整備、管理情

報の蓄積の重要性、設計図書の保管などについ

て周知し、東京都と連携しながら、管理組合な

どにその普及を図ります。 

〇まちづくり推進課 

2-2- 

(6)-④ 

 

賃貸住宅のトラ

ブル防止等への

取組 

退去時の敷金精算や入居期間中の修繕など

の紛争防止のため、賃貸住宅紛争防止条例の改

正や宅地建物取引業法及び民法の改正を踏ま

え、東京都が作成した「賃貸住宅トラブル防止

ガイドライン」に基づき、不動産事業者に対し、

賃貸住宅入居者とのトラブルを防ぐ対応を周

知します。 

◇東京都 

〇まちづくり推進課 

  
                                                   
1 住宅性能表示制度：平成１２年４月１日に施行された「住宅の品質確保の促進等に関する法律」に基づく
制度。法律に基づき客観的に評価された住宅の性能をわかりやすく表示し、消費者による住宅性能の比較
を可能とすることにより、良質な住宅を安心して取得できる市場を形成するため定められた。 

新規 

新規 

新規 
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３ みどり豊かで快適な住環境の実現 

自然環境に配慮し、みどり豊かな住環境の保全・推進や、雨水利用、良質な景観の形成を進めま

す。 

さらに、環境や健康に配慮した住宅の普及のため、各種制度の普及・啓発を図ります。 

 

 みどり豊かな住環境の形成 

【主な取組】 

○ 浸水被害の防止、地下水・湧水の保全・回復などを目的とした、雨水浸透ますや雨水貯留施設1

の設置を促進します。 

○ みどり豊かな住環境の形成のため、生け垣造成の助成を普及させるとともに、「小金井市みどり

の基本計画2」に基づき、みどり豊かな住環境の形成を図ります。 
 

主担当には〇、実施主体には◇ 

番号 施策名 取組内容 関係課、関係機関等 

2-3- 

(1)-① 

生け垣造成助成

3の継続 

宅地内緑化を促進するため、住宅の生け垣造

成への助成を普及するとともに、生け垣所有者

への保存生け垣への指定を推進します。 

〇環境政策課 

2-3- 

(1)-② 

雨水浸透ます設

置助成の継続 

浸水被害の防止・軽減や、地下水・湧水の保

全・回復などを目的とした雨水浸透ます設置の

助成について、継続します。 

〇下水道課 

2-3- 

(1)-③ 

雨水貯留施設設

置費補助金の継

続 

庭の水遣り、災害時の利用、地下水資源の利

用抑制などを目的とした雨水貯留施設の設置

費補助について、継続します。 

〇環境政策課 

2-3- 

(1)-④ 
みどりの保全 

みどり豊かな住環境の形成を図るため、国分

寺崖線や野川、玉川上水の水辺といった市域の

特徴的なみどりや、幹線道路の街路樹、公園の

緑の保全、宅地内緑化の促進、屋上緑化・壁面

緑化の促進について、「小金井市みどりの基本

計画」に基づき推進します。 

〇環境政策課 

 

 

  

                                                   
1 雨水貯留施設：下水道に流れてしまう雨水を貯留し、散水、防火用水などに利用するための施設。 
2 みどりの基本計画：都市緑地法に基づき、緑地の保全や緑化の推進に関して、その将来像、目標、施策な
どを定めるもの。 

3 生け垣造成助成：新たに生け垣をつくる場合、又は、既存のブロック塀等を取り壊して生け垣に作り変え
る場合に、費用の一部を助成する制度。 

 
 

雨水浸透施設のしくみ 

屋根に降った雨水は雨どいをつたい地面に落ちますが、雨水浸

透施設の設置がある場合は、雨水が雨水浸透施設に流れ込みま

す。雨水浸透施設に溜まった雨水は、ますに開けられた無数の穴

等を通じ少しずつ地下へ浸透していきます。雨水の浸透ととも

に、土に酸素が取り込まれ、緑の育ちやすい環境が生まれます。 
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番号 施策名 取組内容 関係課、関係機関等 

2-3- 

(1)-⑤ 

 

良好な景観の形

成 

東京都と連携して、統一感があり、落ち着き

と潤いある住環境の形成・保全を促進するた

め、地区計画等を活用し、良好な景観形成への

誘導を図ります。（東京都住宅マスタープラン

Ｐ108） 

また、「東京都屋外広告物条例」に基づく規

制や、無電柱化、風致地区1としての景観の維持

などを東京都と連携して推進します。 

〇都市計画課 

まちづくり推進課 

 道路管理課 

 

 まちづくり施策と連携した住環境の改善 

【主な取組】 

○ 誰もが安心して生活できるよう、地区計画やまちづくり条例2に基づいた住環境の保全を図りま

す。 

○ 誰もが安心して生活できるよう、市街地のバリアフリー化やユニバーサルデザイン3によるまち

づくりを進めます。 
 

主担当には〇、実施主体には◇ 

番号 施策名 取組内容 関係課、関係機関等 

2-3- 

(2)-① 

住環境の改善、

整備の促進 

用途地域の適切な運用やまちづくり条例に

基づく地区計画等の活用により、狭あい道路の

解消やオープンスペースの確保を促進し、生活

利便性を向上させるなど、市街地における住環

境の改善に向けた取組を進めます。 

また、市民が主体となった地区計画の立案な

どについて、制度の相談や専門家の紹介・派遣

などの支援事業を継続します。 

〇都市計画課  

〇まちづくり推進課 

〇区画整理課 

 
 
  

                                                   
1 風致地区：自然的景観を維持するため、都市における風致の特に優れた区域を指定するもの。小金井市内
では、玉川上水の歴史的価値及び同地区を貫くみどりの保全のため、「玉川上水風致地区」（貫井北町三
丁目、桜町一丁目、二丁目、三丁目、関野町二丁目の各一部）が指定されている。 

2 まちづくり条例：小金井市基本構想に基づき、安心して暮らせる活力に満ちたまちづくりの実現に寄与す
ることを目的として定めた条例。 

3 ユニバーサルデザイン：年齢、性別、身体などの特性や違いを超えて、初めから、全ての人が利用できる
ような設計。 

追加 

 
 

土地区画整理事業（東小金井駅北口） 

写真：東小金井駅北口の区画整理の様子 
（令和３年１１月時点） 

東小金井駅北口は、土地区画整理事業の推進による

計画的な都市基盤の整備及び地区計画の活用などによ

り、良好な住環境の形成を図るとともに、都市機能の

集積・誘導により、個性豊かで、にぎわい・活力がうま

れる拠点の形成を推進します。 
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番号 施策名 取組内容 関係課、関係機関等 

2-3- 

(2)-② 

市街地のバリア

フリー化の推進 

バリアフリーのまちづくり基本構想1に基づ

き、誰もが安全に安心して住み続けられること

のできるまちづくりを進めます。 

また、東京都福祉のまちづくり条例に基づ

き、東京都と連携してバリアフリー化を推進し

ていきます。 

〇まちづくり推進課 

〇地域福祉課 

関係各課 

 市内施設管理者等 

2-3- 

(2)-③ 

 

ユニバーサルデ

ザインによるま

ちづくりの推進 

誰もが使う施設や道路、公園について、高齢

者や障がい者をはじめ、誰もが円滑に利用でき

るよう、東京都福祉のまちづくり条例の活用等

によりバリアフリー化やユニバーサルデザイ

ンによるまちづくりを推進します。（第２期小

金井市保健福祉総合計画（地域福祉計画） Ｐ

38事業１） 

◇東京都 

〇地域福祉課  

関係各課 

2-3- 

(2)-④ 

まちづくり条例

の活用 

より良い環境を住民自ら形成するため、まち

づくり条例に基づく地区計画制度等の活用を

図ります。 

〇まちづくり推進課 

2-3- 

(2)-⑤ 

宅地の細分化の

防止 

市内の農地の宅地化に当たっては、まちづく

り条例などにより、宅地の細分化の防止に努め

ます。 

〇まちづくり推進課 

都市計画課 

2-3- 

(2)-⑥ 

商業地域におけ

る適正な住環境

の形成 

商業・業務、生活関連サービス施設及び都市

型住宅施設を中心とした都市機能を誘導しま

す。 

〇まちづくり推進課 

経済課 

 

 健康に配慮した住宅の普及 

【主な取組】 

○ 東京都のガイドラインの普及・啓発により健康に配慮した住宅の普及に努めます。 
 

主担当には〇、実施主体には◇ 

番号 施策名 取組内容 関係課、関係機関等 

2-3- 

(3)-① 

住まいの健康配

慮ガイドライン

の普及・啓発 

家具や建材に含まれる化学物質などによる

健康被害を防ぎ、健康で快適に暮らすことがで

きるよう、東京都の「住まいの健康配慮ガイド

ライン」の普及・啓発に努めます。また、健康

被害につながる化学物質について、市のホーム

ページなどでも情報提供に努めます。 

◇東京都 

環境政策課 

  

                                                   
1 バリアフリーのまちづくり基本構想：バリアフリーのまちづくりを総合的に推進するための指針となるも
の。 

追加 
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 重点供給地域の設定（案） 

小金井市では、住生活基本法第１７条第２項第６号に基づく住宅の供給等及び住宅地の供給を重点

的に図るべき地域（以下「重点供給地域」という。）として５地区が指定されています。 

重点供給地域では、地域特性を踏まえた良好な住環境の形成、再生に向けて、土地利用の規制・誘

導策と連携しながら、住宅及び住宅地の供給等に関する事業を集中的かつ総合的に実施することとな

ります。 

なお、５地区の重点供給地域の位置、面積、住宅及び住宅地の供給等に向けた主な計画・整備手法、

事業の方針・目的等はそれぞれ次のとおりとなります。 
 

 

■図７ - １ 重点供給地域（総括図） 

資料：「基盤地図情報」（国土地理院）及び「国土数値情報（鉄道データ）」（国土交通省）を加工して作成 

 

■表７ - １ 重点供給地域の面積、主な計画・整備手法 

番号 地区名 面積（ha） 整備事業等の計画の概要及び決定 

金１ 

 

武蔵小金井駅南口地区 約 7ha 市街地再開発事業（一部完了） 

高度利用地区（一部決定済） 

地区計画（一部決定済） 

金２ 東小金井駅北口地区 約 11ha 土地区画整理事業（事業中） 

地区計画（決定済） 

金３ 本町四丁目地区 約 7ha 公社住宅建替事業（事業中） 

地区計画（決定済） 

金４ 武蔵小金井駅北口地区 約 4ha 市街地再開発事業 

地区計画 

高度利用地区 

金５ 小金井街道沿道（小金井市）

等地区 

約 22ha 東京における緊急輸送道路沿道建築物の耐震化

を推進する条例 

 

 

金１ 

金４ 金２ 

金３ 

金５ 
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■重点供給地域における事業の方針・目的等 

金１ 武蔵小金井駅南口地区 

＜再開発事業に係る市の方針＞ 

   小金井市の玄関口としてふさわしい整備を目指し、道路等の都市基盤整備を行い、商業・業務及

び住宅の調和のとれた複合的中心市街地として整備する。 

   高度利用により商業、業務及び住宅機能の充実と交通広場等の都市基盤を一体的に整備する。 
 

金２ 東小金井駅北口地区 

＜土地区画整理事業の目的＞ 

   計画的な都市基盤整備や土地の有効利用を図ることにより、小金井市の東部地区の中心地として

ふさわしい魅力ある市街地を形成し、地区の活力とイメージを高める。 

   交通広場とその周辺及び都市計画道路沿道については、商業・業務系の土地利用とし、その他の

区域は住宅地として土地利用を図る。 

 

金３ 本町四丁目地区 

＜住宅市街地の開発整備の方針＞ 

   公社住宅の建替えを推進し、居住水準の向上、住環境の整備及び土地の有効利用を図る。 

   周辺環境との調和をとりながら、土地の有効活用を図る。 

 

金４ 武蔵小金井駅北口地区 

＜再開発事業に係る市の方針＞ 

   小金井市の玄関口にふさわしい地区として、楽しく歩くことのできるにぎわいのある魅力的な街

に再生することで、街自体の価値の向上を図る。 

   土地の高度利用によりシンボル的な高層建築物を整備し、地区の核となる商業施設等の再配置を

図り、商業・業務・住宅等が調和した土地利用を図る。 

 

金５ 小金井街道沿道（小金井市）等地区 

＜条例の目的＞  

   首都直下地震の切迫性が指摘されている中、震災時において避難、救急消火活動、緊急支援物資

の輸送及び復旧復興活動を支える緊急輸送道路が建築物の倒壊により閉塞されることを防止する

ため、沿道の建築物の耐震化を推進し、震災から都民の生命と財産を保護するとともに、首都機能

を確保します。 
 

＜条例の対象となる建物＞  

当該地区に立地し、以下のいずれにも該当する建

築物が条例の対象（特定沿道建築物）となり、その所

有者等に耐震診断や耐震改修の実施状況等について

の報告義務が発生します。 

・敷地が特定緊急輸送道路に接する建築物  

・昭和５６年５月以前に新築された建築物（旧耐震基準）  

・道路幅員のおおむね２分の１以上の高さの建築物 

（右図参照）  
■図７ – ２ 条例の基準となる建物のイメージ 
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 実現に向けた取組              

 

１ 施策の実現に向けた実施スケジュール 

住宅施策を、「前期（令和４～８年度）から実施予定」「後期（令和９～１３年度）から実施予定」

の２段階で整理し、住宅及び住環境づくりに向け、計画的な取組を進めていくこととします。 

（P71～73 に施策別実施スケジュールを記載） 

 

区分・時期 内容 

実施中 

（令和３年度末時点） 

○ 前回計画（平成２４年～令和３年）において、既に施策とし

て位置付け実施しているもの 

○ 前回の計画には記載されていないが、今回新たに追加した施

策で、既に実施されているもの 

前期 

（令和４～８年度） 

 

○ 上位・関連計画などに位置付けられ、かつ施策の着手に対す

る熟度が高いもの 

○ 国や東京都の施策として既に実施しており、小金井市での取

組としては、周知など国や都の支援が中心となるもの 

○ 施策の緊急性が高いもの 

後期 

（令和９～１３年度） 

 

○ 施策として位置付けられているが、具体的な展開には至って

おらず、今後の施策の着手に向けて熟度を高めていく必要があ

るもの 

○ 当面、施策の緊急性は高くないものの、住宅及び住環境形成

に向けて、着実に実施すべきもの 

 

 

２ 住宅マスタープランの進行管理 

住宅施策を計画的に進めるため、実現化に向けた実施スケジュールに沿って、関係部署と連携を

図りながら、適宜計画の進行状況を確認することとします。 

また、進行状況や今後の社会経済情勢の変化から、計画に対する見直しの必要性が生じた場合に

は、計画期間の中間年となる令和８年度を目途に部分的な見直しの実施について検討します。 
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■施策別実施スケジュール 

 

１ ライフステージに応じて安心して暮らせる住環境の形成 

施策番号 施策 実施中 前期 後期 

（１） 子育て世帯向け住宅の充実 

1-1-(1)-① マイホーム借上げ制度の利用促進 〇 → → 

1-1-(1)-② 
 

子育て支援住宅等の供給促進 ― 〇 → 

（２） 子育て世帯の居住の促進 

1-1-(2)-① 
 

都市開発諸制度等を活用した子育て支援施設の 

整備促進 
〇 → → 

（３） 高齢者や障がい者が住みやすい住宅の充実 

1-1-(3)-① 高齢者・障がい者向け住宅の確保 〇 → → 

1-1-(3)-② 高齢者住宅の適正な管理・運営 〇 → → 

1-1-(3)-③ 住宅改修相談事業の充実 〇 → → 

1-1-(3)-④  

都市開発諸制度等を活用した高齢者支援施設や 

障害者支援施設の整備促進 
〇 → → 

1-1-(3)-⑤  高齢者の新たな住まいと住まい方の検討 〇 → → 

1-1-(3)-⑥  高齢者・障がい者が暮らしやすい住宅への改修支援 〇 → → 

1-1-(3)-⑦  特別養護老人ホームの整備 〇 → → 

1-1-(3)-⑧ 障がい者グループホームの整備 〇 → → 

1-1-(3)-⑨  バリアフリー化の促進 〇 → → 

（４） 高齢者世帯や障がい者世帯への居住支援 

1-1-(4)-① 高齢者や障がい者の居住支援に係る各種制度の周知 〇 → → 

1-1-(4)-② あんしん居住制度の周知 〇 → → 

1-1-(4)-③ 高齢者等の見守り・支援の協力体制の構築 〇 → → 

（５） 近居・多世代同居への支援 

1-1-(5)-① 
 

公的住宅における近居・同居の促進 ― 〇 → 

  

新規 

追加 

追加 

追加 

追加 

追加 

追加 

新規 

基本目標１ 誰もが暮らしやすいまちづくり 
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２ 住宅確保に配慮を要する方が安心して暮らせるまちづくり 

施策番号 施策 実施中 前期 後期 

（１） 住宅確保に配慮を要する方の住宅の確保 

1-2-(1)-① 
 

市営住宅や高齢者住宅の活用 〇 → → 

1-2-(1)-② 
 

入居者募集に関する情報提供 〇 → → 

1-2-(1)-③ 家賃債務保証制度等の利用促進 〇 → → 

（２） 民間賃貸住宅の利用の促進 

1-2-(2)-①  居住支援に係る関係団体等との連携体制の構築 ― 〇 → 

1-2-(2)-②  居住支援に係る相談体制の構築 ― 〇 → 

1-2-(2)-③  セーフティネット制度の登録の促進 ― 〇 → 

1-2-(2)-④  賃貸住宅の家主への支援策の検討及び情報提供 ― 〇 → 

（３） 公的賃貸住宅の有効活用 

1-2-(3)-① 市営住宅長寿命化計画に基づく維持・管理 〇 → → 

1-2-(3)-② 都営住宅・UR住宅・公社住宅の再整備 〇 → → 

 

３ 地域で支え合えるコミュニティの形成 

施策番号 施策 実施中 前期 後期 

（１） 地域コミュニティの形成支援に向けた取組 

1-3-(1)-① 住民主体のまちづくり活動に対する支援や情報提供 〇 → → 

1-3-(1)-② 町会・自治会への加入の促進 〇 → → 

1-3-(1)-③ 町会・自治会との連携の強化 〇 → → 

 

 

  

追加 

追加 

新規 

新規 

新規 

新規 
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１ 安全・安心なまちづくり 

施策番号 施策 実施中 前期 後期 

（１） 住宅の耐震化の促進 

2-1-(1)-① 木造住宅の耐震化の促進 〇 → → 

2-1-(1)-② 民間賃貸住宅（共同住宅）耐震化助成制度の導入 〇 → → 

2-1-(1)-③ 
 

耐震化の普及啓発 〇 → → 

（２） 災害に強いまちづくりへの取組 

2-1-(2)-① 狭あい道路の解消促進 〇 → → 

2-1-(2)-② 
 

無電柱化の促進 〇 → → 

2-1-(2)-③ 避難路・避難場所の安全確保 〇 → → 

2-1-(2)-④  ブロック塀等の安全対策の促進 ― 〇 → 

2-1-(2)-⑤  エレベーター対策 〇 → → 

2-1-(2)-⑥  豪雨対策 〇 → → 

2-1-(2)-⑦  土砂災害対策 〇 → → 

（３） 自助・共助で支える災害対策の取組 

2-1-(3)-①  各家庭での備蓄の啓発 〇 → → 

2-1-(3)-② 自主防災組織の育成 〇 → → 

2-1-(3)-③  災害時における避難行動要支援者への支援体制の充実 〇 → → 

2-1-(3)-④ 防災講習会の開催などに対する支援の継続 〇 → → 

2-1-(3)-⑤  生活の継続を可能とする性能を備えた住宅の普及 〇 → → 

2-1-(3)-⑥ 防災マップ等による情報提供 〇 → → 

（４） マンションの防災対策への支援 

2-1-(4)-①  マンション管理組合における防災対策の支援 〇 → → 

（５） 災害復旧への取組支援 

2-1-(5)-①  応急仮設住宅等の供給 〇 → → 

2-1-(5)-②  災害時の要配慮者への支援 〇 → → 

2-1-(5)-③  応急危険度判定員等の確保 〇 → → 

2-1-(5)-④  被災宅地危険度判定士の確保 〇 → → 

（６） 防犯体制の強化 

2-1-(6)-① 防犯講習会の開催 〇 → → 

2-1-(6)-② 地域コミュニティを活用した防犯体制の推進 〇 → → 

2-1-(6)-③ 犯罪情報等の提供 〇 → → 

2-1-(6)-④ 防犯パトロール活動の支援 〇 → → 
  

追加 

追加 

追加 

追加 

追加 

追加 

追加 

追加 

追加 

追加 

追加 

追加 

追加 

追加 

基本目標２ 安全で快適に暮らせる住環境の形成 
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２ 良質な住宅ストックの供給・活用の促進 

施策番号 施策 実施中 前期 後期 

（１） 分譲マンションの適切な維持・管理への支援 

2-2-(1)-① 
 

マンションの管理の適正化の推進 ― 〇 → 

2-2-(1)-② 
 

マンションの管理状況の実態把握と管理不全の 

予防・改善 
― 〇 → 

2-2-(1)-③ マンションの適正な維持管理を促進するための情報発信 〇 → → 

2-2-(1)-④ マンション管理講習会の開催 〇 → → 

2-2-(1)-⑤ マンション管理組合のネットワークの構築 〇 → → 

（２） 老朽化マンション等の再生の促進 

2-2-(2)-① 
 

旧耐震基準のマンションの耐震化の促進 ― ― 〇 

2-2-(2)-② 
 

マンション管理アドバイザー制度の活用 ― 〇 → 

2-2-(2)-③ 
 

マンションの再生に向けた情報発信 ― 〇 → 

（３） 空家等の適切な維持・管理の推進 

2-2-(3)-①  空家等の発生予防 〇 → → 

2-2-(3)-②  空家等の適正管理の促進 〇 → → 

2-2-(3)-③  特定空家等への対応 〇 → → 

（４） 空家等の活用に向けた取組の支援 

2-2-(4)-①  空家等に関する相談機会の充実 〇 → → 

2-2-(4)-②  空家等の利活用の促進 〇 → → 

2-2-(4)-③ マイホーム借上げ制度の利用促進（再掲） 〇 → → 

（５） 質の高い住宅の普及 

2-2-(5)-① 長期優良住宅認定制度の利用促進 〇 → → 

2-2-(5)-② リフォームに係る情報提供の実施 〇 → → 

2-2-(5)-③ ワンルーム形式の共同住宅の建設に関する指導指針の継続 〇 → → 

2-2-(5)-④ 住宅用新エネルギー機器等普及促進助成制度の継続 〇 → → 

（６） 既存住宅の利用の促進 

2-2-(6)-① 既存住宅の住宅性能表示制度の周知 〇 → → 

2-2-(6)-② 
 

建物状況調査、瑕疵保険、住宅履歴情報の 

蓄積・活用等の促進 
― 〇 → 

2-2-(6)-③  

既存マンションの取引時における管理情報の 

開示と価格査定への反映 
― 〇 → 

2-2-(6)-④  賃貸住宅のトラブル防止等への取組 ― 〇 → 

  

新規 

新規 

新規 

新規 

新規 

追加 

追加 

追加 

追加 

追加 

新規 

新規 

新規 
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３ みどり豊かで快適な住環境の実現 

施策番号 施策 実施中 前期 後期 

（１） みどり豊かな住環境の形成 

2-3-(1)-① 生け垣造成助成の継続 〇 → → 

2-3-(1)-② 雨水浸透ます設置助成の継続 〇 → → 

2-3-(1)-③ 雨水貯留施設設置費補助金の継続 〇 → → 

2-3-(1)-④ みどりの保全 〇 → → 

2-3-(1)-⑤  良好な景観の形成 〇 → → 

（２） まちづくり施策と連携した住環境の改善 

2-3-(2)-① 住環境の改善、整備の促進 〇 → → 

2-3-(2)-② 市街地のバリアフリー化の推進 〇 → → 

2-3-(2)-③ 
 

ユニバーサルデザインによるまちづくりの推進 〇 → → 

2-3-(2)-④ まちづくり条例の活用 〇 → → 

2-3-(2)-⑤ 宅地の細分化の防止 〇 → → 

2-3-(2)-⑥ 商業地域における適正な住環境の形成 〇 → → 

（３） 健康に配慮した住宅の普及 

2-3-(3)-① 住まいの健康配慮ガイドラインの普及・啓発 〇 → → 

  

追加 

追加 
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３ 市民・事業者等との協働 

 市の役割 

住宅は社会基盤のひとつであり、市民の基本的な生活基盤であることから、誰もが安心して住み

続けることができる住宅・住環境づくりに向けて、多様な居住ニーズに対応した住宅施策を実施

していきます。そのため、住宅・建築分野に限らず、福祉、防災、コミュニティなど、関連する各

部局との連携を強化し、一体的な取り組みを進めます。 

さらに、住宅施策の実施にあたっては、市民、関係団体、事業者、行政などが協働して各々の役

割を果たすことが必要です。それぞれの役割のもと、地域にふさわしい住宅・住環境づくりに取り

組むことができるよう情報提供に努めるとともに、住宅施策の実施の際には、市民、事業者などの

協力を得られるよう適切な措置を行い、市民等の意見を十分に反映するよう努めます。また、まち

づくり条例などを活用することにより、市民、事業者等の住宅・住環境づくりへの積極的な参加を

促します。 

 

 市民・関係団体の役割 

小金井市の魅力ある住環境を、将来にわたり守り、育てていくためには、市民一人ひとりの住

宅・住環境づくりに対する理解と協力が必要です。また、小金井市では、様々なまちづくり活動が

市民、町会・自治会・NPO などによって行われています。 

今後も市民や地域の多様な主体が、地域のコミュニティなどを通じてまちづくりに積極的に参

加することで、地域にふさわしい良好な住宅・住環境の形成に主体的に関わっていくことが期待

されます。 

 

 事業者の役割 

事業者は、小金井市の住宅・住環境づくりに向けた方針を理解するとともに、方針やルールに即

して事業を行い、良好な住宅・住環境づくりに貢献する必要があります。 

住宅の整備・供給や住環境づくりに関連する事業者には、その技術や経験などを活かし、市民が

安心して暮らせる住宅・住環境づくりに取り組んでいく役割が求められます。また、安心で安全な

生活を維持するうえでは、生活支援サービスを提供する事業者が、生活に密着した支援を行政と

連携して実行することが期待されます。 

 

 国・東京都への働きかけ 

多様化する小金井市の住宅の課題に適切に対応していくためには、広域的な民間市場への対応

や制度的な対応が必要となります。また、小金井市が進める住宅施策には、国や東京都の施策が大

きく影響します。 

そのため、国や東京都と連携した取り組みを推進するとともに、国や東京都に対しては、社会経

済情勢の変化に対応した法制度の整備・改善や、住宅施策の拡充などについて働きかけます。ま

た、市内で住宅を供給する都市再生機構や東京都住宅供給公社とも連携し、市民の多様なニーズ

に対応していきます。 
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資料１ 関連法令 

No. 法令名 概要 

1 

住生活基本法 

（平成１８年６月公布・施行、

平成２３年８月改正法施行） 

本法律は、国民に安全かつ安心な住宅を十分に供給することを目的

とした住宅政策の指針となる法律で、住生活の安定の確保及び向上の

促進に関する施策に関して「基本理念」「国・地方公共団体・住宅関

連事業者・居住者など関係者の責務」「住生活基本計画の策定」等が

位置付けられています。 

2 

住宅確保要配慮者に対する賃

貸住宅の供給の促進に関する

法律 

（住宅セーフティネット法） 

（平成１９年７月公布、令和

元年１２月改正法施行） 

本法律は、低額所得者、被災者、高齢者、障がい者、子どもを育成

する家庭その他住宅の確保に特に配慮を要する者に対する賃貸住宅

の供給の促進に関して、国民生活の安定向上と社会福祉の増進を図る

ことを目的としています。 

令和元年１２月の改正法施行により、成年被後見人等の欠格条項の

見直し等が行われました。 

3 

高齢者の居住の安定確保に関

する法律（高齢者住まい法） 

（平成１３年４月公布、令和

元年１２月改正法施行） 

本法律は、高齢者が日常生活を営むために必要な福祉サービスの提

供を受けることができる良好な居住環境を備えた高齢者向けの賃貸

住宅等の登録制度を設けるとともに、良好な居住環境を備えた高齢者

向けの賃貸住宅の供給の促進等により、高齢者の居住の安定の確保を

図ることを目的としています。 

令和元年１２月の改正法施行により、成年被後見人等の欠格条項の

見直し等が行われました。 

4 

建築物の耐震改修の促進に関

する法律 

（平成７年１０月公布、平成

３１年１月改正法施行） 

本法律は、地震による建築物の倒壊等の被害から国民の生命、身体

及び財産を保護するため、建築物の耐震改修の促進のための措置を講

ずることにより建築物の地震に対する安全性の向上を図り、公共の福

祉の確保に資することを目的としています。 

社会情勢に合わせて改正が重ねられており、近年では平成３１年１

月に避難路沿道の一定規模以上のブロック塀等について、建物本体と

同様に、耐震診断の実施及び診断結果の報告が義務付けられました。 

5 

マンションの管理の適正化の

推進に関する法律 

（平成１２年１２月公布、令

和４年４月改正法施行） 

 本法律は、管理組合を適正に運営するため、マンション管理士の資

格を定め、マンション管理業者の登録制度を実施する等、マンション

管理業者の資質の担保を図り、マンションにおける良好な居住環境の

確保を図ることを目的としています。 

改正により、市区（町村部は都道府県）によるマンション管理適正

化推進計画の策定（任意）や、管理組合に対して指導・助言等を実施

することとし、マンション管理適正化の推進を図ることが示されまし

た。 

6 

マンションの建て替え等の円

滑化に関する法律 

（平成１４年６月公布、令和

４年４月改正法施行） 

本法律は、今後の老朽化マンションの急増に対応して、区分所有者

による良好な居住環境を備えたマンションへの建て替えを円滑化し、

民間が主体となった都市の再生を図るため、マンション建替組合の設

立、権利変換手法による関係権利の円滑な移行を進め、マンションに

おける良好な居住環境の確保を図ることを目的としています。 

改正により、マンションの建て替え等の円滑化に関する法律では、

除却の必要性に係る認定対象の拡充や団地における敷地分割制度が

創設されました。 
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No. 法令名 概要 

7 

マンション標準管理規約 

（平成１６年１月制定、令和

３年６月改正） 

住宅宿泊事業法（民泊新法）の制定に伴い、マンション標準管理規

約及び同コメントの改正では、住宅宿泊事業（民泊）については、可

能か禁止か規約に明記することが望ましい旨が追加されました。 

令和３年６月の改正により、IT を活用した総会・理事会の実施、マ

ンション内での感染症の感染拡大のおそれが高い場合等の対応等が

示されました。 

8 

長期優良住宅の普及の促進に

関する法律 

（平成２０年１２月公布、令

和４年２月改正法施行） 

本法律は、長期にわたり良好な状態で使用するための措置が講じら

れた住宅（長期優良住宅）の普及を促進することで、環境負荷の低減

を図りつつ、良質な住宅ストックを将来世代に継承することで、より

豊かでやさしい暮らしへの転換を図ることを目的としています。 

令和４年２月の改正法施行により、長期優良住宅の認定対象の拡

大、頻発する豪雨災害等への対応がされました。 

9 

建築物のエネルギー消費性能

の向上に関する法律 

（平成２７年７月公布、令和

３年４月改正法施行) 

我が国のエネルギー需給は、建築物部門のエネルギー消費量が著し

く増加しており、省エネルギー対策の抜本的強化が必要不可欠となっ

ていることから、平成２９年４月に建築物のエネルギー消費性能の向

上に関する法律が施行され、新築、増改築に係る計画の所管行政庁へ

の届出義務の強化や、建売戸建住宅に関する省エネ性能の基準（住宅

トップランナー基準）が定められました。 

さらに、「パリ協定」（平成２８年１１月発効）を踏まえた温室効

果ガス排出量の削減目標の達成等に向け、令和３年４月に改正法が施

行され、省エネ基準に適合しないマンションの新築等の計画に対する

監督体制の強化や、戸建て住宅の省エネ性能に関する説明の義務化、

トップランナー制度の対象の拡大などが規定されました。 

10 

住宅の品質確保の促進等に関

する法律 

（平成１１年６月公布、令和

４年２月改正法施行） 

 本法律は、「新築住宅の瑕疵担保責任に関する特例」「住宅性能表

示制度」「住宅専門の紛争処理体制」の３本柱により、良質な住宅を

安心して取得できる住宅市場をサポートすることを目的としていま

す。 

 令和４年２月の改正法施行により、住宅性能評価を行う民間機関が

住宅性能評価と長期優良住宅の基準の確認を併せて実施出来るよう

になりました。 

11 

特定既存住宅情報提供事業者

団体登録制度（「安心Ｒ住宅」

制度） 

（平成２９年１１月公布、平

成２９年１２月施行） 

 既存住宅の流通促進に向けて、「不安」「汚い」「わからない」と

いった従来のいわゆる「中古住宅」のマイナスイメージを払拭し、「住

みたい」「買いたい」既存住宅を選択できる環境の整備を図るため「安

心Ｒ住宅」制度（特定既存住宅情報提供事業者団体登録制度）が平成

２９年１１月に公布されました。 
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資料２ 東京都の住宅施策 

No. 施策名 概要 

1 

東京都住宅確保要配慮者賃貸

住宅供給促進計画 

（平成３０年３月策定） 

国の「住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法

律（住宅セーフティネット法）」に基づき策定した計画で、平成３７

年度までに登録目標戸数を３万戸に設定するとともに、既存住宅を活

用する場合、国の面積基準を緩和し、東京の実情に応じた登録基準を

設定しています。 

また、借主の多様なニーズに応えるため、住宅確保要配慮者につい

て、法及び省令で定められた範囲以外も含めて幅広く設定しています。 

2 

東京都子育てに配慮した住宅

のガイドライン 

（平成２８年２月策定） 

住宅の供給、建設、改修等に携わる方や管理に携わる方が子育てに

配慮した住宅を検討する際に役立つ情報を取りまとめており、子育て

世帯に適した住まいの広さや安全性等を備え、子育て支援サービスと

の連携にも配慮した優良な住宅を整備する際に考慮すべき事項等を

記載しています。 

3 

高齢者の居住安定確保プラン 

（平成２２年９月策定、令和

３年３月最終改定） 

高齢化が急速に進行する中、生活の基盤となる住宅や老人ホームな

どの「すまい」について、高齢者が多様なニーズに応じた居住の場を

選択できるようにするとともに、住み慣れた地域で安全に安心して暮

らすことのできる環境の整備を図ることが求められています。 

東京都では、平成２２年９月、高齢者の居住の安定確保に向け、住

宅施策と福祉施策が連携し、総合的・計画的に推進するため、基本的

な方針と実現のための施策を示すものとして、「高齢者の居住安定確

保プラン」を策定しました。 

令和３年３月には「『未来の東京』戦略」、「東京都住宅マスター

プラン」及び「第８期東京都高齢者保健福祉計画」等を踏まえた内容

とするとともに、地域包括ケアの考え方を踏まえた「住まい」の確保

という視点を重視し、プランの改定を行いました。 

4 

良質なマンションストックの

形成促進計画 

（平成２８年３月策定） 

将来にわたり都民の豊かな住生活を支える良質なマンションスト

ックの形成を図るため、１０年間（平成２８年度～平成３７年度）の

目標と施策展開を示した、全国初となる「良質なマンションストック

の形成促進計画」が策定されました。 

5 

東京におけるマンションの適

正な管理の促進に関する条例 

（平成３１年３月制定） 

良質なマンションストックの形成等を図り、都民生活の安定向上及

び市街地環境の向上に寄与するため、マンションに関わる者の責務、

管理組合による管理状況の届出及び管理状況に応じた助言・支援等に

ついて規定する条例を制定しました。 

6 

東京マンション管理・再生促

進計画 

（令和２年３月策定、令和４

年３月改定） 

「東京におけるマンションの適正な管理の促進に関する条例」の目

的の実現と老朽マンション等の円滑な再生の促進に向け、管理状況届

出制度の確実な運用やマンションの再生に向けた管理組合の取組を

促すための支援等の具体的な施策を示しました。 

令和４年３月には、都民の働き方や住宅に対する価値観等の大きな

変化に対応し、新たな日常に対応した住まい方の実現に向け、明らか

となったマンションを巡る新たな課題について、時機を逸することな

く柔軟かつ的確に対応するため、一部を改定しました。 

7 

東京都建築物環境計画書制度 

（平成１４年６月施行、令和

２年４月最終改正） 

環境に配慮した質の高い建築物が評価される市場の形成を図るた

め、建築物環境計画書の提出義務対象規模の変更や、検討内容に「再

生可能エネルギー電気の受入れに関する検討」を追加するとともに、

特に省エネルギー性能の高い建物を評価するため、東京ゼロエミ住宅

並びに ZEH（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）及び ZEB（ゼロ・

エネルギー・ビル）であることの表示を新設しました。 
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資料３ 住生活基本法（平成十八年六月八日法律第六十一号） 

 

最終改正：平成二三年八月三〇日法律第一〇五号 

目次 

第一章 総則（第一条―第十条） 

第二章 基本的施策（第十一条―第十四条） 

第三章 住生活基本計画（第十五条―第二十条） 

第四章 雑則（第二十一条・第二十二条） 

附則 

 

第一章 総則 

 

（目的） 

第一条 この法律は、住生活の安定の確保及び向上の促進

に関する施策について、基本理念を定め、並びに国及び

地方公共団体並びに住宅関連事業者の責務を明らかに

するとともに、基本理念の実現を図るための基本的施策、

住生活基本計画その他の基本となる事項を定めること

により、住生活の安定の確保及び向上の促進に関する施

策を総合的かつ計画的に推進し、もって国民生活の安定

向上と社会福祉の増進を図るとともに、国民経済の健全

な発展に寄与することを目的とする。 

 

（定義） 

第二条 この法律において「住生活基本計画」とは、第十

五条第一項に規定する全国計画及び第十七条第一項に

規定する都道府県計画をいう。 

２ この法律において「公営住宅等」とは、次に掲げる住

宅をいう。 

一 公営住宅法（昭和二十六年法律第百九十三号）第二

条第二号に規定する公営住宅（以下単に「公営住宅」

という。） 

二 住宅地区改良法（昭和三十五年法律第八十四号）第

二条第六項に規定する改良住宅 

三 独立行政法人住宅金融支援機構が貸し付ける資金

によって建設、購入又は改良が行われる住宅 

四 独立行政法人都市再生機構がその業務として賃貸

又は譲渡を行う住宅 

五 前各号に掲げるもののほか、国、政府関係機関若し

くは地方公共団体が建設を行う住宅又は国若しくは

地方公共団体が補助、貸付けその他の助成を行うこ

とによりその建設の推進を図る住宅 

 

（現在及び将来における国民の住生活の基盤となる良質

な住宅の供給等） 

第三条 住生活の安定の確保及び向上の促進に関する施

策の推進は、我が国における近年の急速な少子高齢化の

進展、生活様式の多様化その他の社会経済情勢の変化に

的確に対応しつつ、住宅の需要及び供給に関する長期見

通しに即し、かつ、居住者の負担能力を考慮して、現在

及び将来における国民の住生活の基盤となる良質な住

宅の供給、建設、改良又は管理（以下「供給等」という。）

が図られることを旨として、行われなければならない。 

 

（良好な居住環境の形成） 

第四条 住生活の安定の確保及び向上の促進に関する施

策の推進は、地域の自然、歴史、文化その他の特性に応

じて、環境との調和に配慮しつつ、住民が誇りと愛着を

もつことのできる良好な居住環境の形成が図られるこ

とを旨として、行われなければならない。 

 

（居住のために住宅を購入する者等の利益の擁護及び増

進） 

第五条 住生活の安定の確保及び向上の促進に関する施

策の推進は、民間事業者の能力の活用及び既存の住宅の

有効利用を図りつつ、居住のために住宅を購入する者及

び住宅の供給等に係るサービスの提供を受ける者の利

益の擁護及び増進が図られることを旨として、行われな

ければならない。 

 

（居住の安定の確保） 

第六条 住生活の安定の確保及び向上の促進に関する施

策の推進は、住宅が国民の健康で文化的な生活にとって

不可欠な基盤であることにかんがみ、低額所得者、被災

者、高齢者、子どもを育成する家庭その他住宅の確保に

特に配慮を要する者の居住の安定の確保が図られるこ

とを旨として、行われなければならない。 

 

（国及び地方公共団体の責務） 

第七条 国及び地方公共団体は、第三条から前条までに定

める基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、

住生活の安定の確保及び向上の促進に関する施策を策

定し、及び実施する責務を有する。 

２ 国は、基本理念にのっとり、住宅の品質又は性能の維

持及び向上に資する技術に関する研究開発を促進する

とともに、住宅の建設における木材の使用に関する伝統

的な技術の継承及び向上を図るため、これらの技術に関

する情報の収集及び提供その他必要な措置を講ずるも

のとする。 

３ 国及び地方公共団体は、教育活動、広報活動その他の
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活動を通じて、住生活の安定の確保及び向上の促進に関

し、国民の理解を深め、かつ、その協力を得るよう努め

なければならない。 

 

（住宅関連事業者の責務） 

第八条 住宅の供給等を業として行う者（以下「住宅関連

事業者」という。）は、基本理念にのっとり、その事業

活動を行うに当たって、自らが住宅の安全性その他の品

質又は性能の確保について最も重要な責任を有してい

ることを自覚し、住宅の設計、建設、販売及び管理の各

段階において住宅の安全性その他の品質又は性能を確

保するために必要な措置を適切に講ずる責務を有する。 

２ 前項に定めるもののほか、住宅関連事業者は、基本理

念にのっとり、その事業活動を行うに当たっては、その

事業活動に係る住宅に関する正確かつ適切な情報の提

供に努めなければならない。 

 

（関係者相互の連携及び協力） 

第九条 国、地方公共団体、公営住宅等の供給等を行う者、

住宅関連事業者、居住者、地域において保健医療サービ

ス又は福祉サービスを提供する者その他の関係者は、基

本理念にのっとり、現在及び将来の国民の住生活の安定

の確保及び向上の促進のため、相互に連携を図りながら

協力するよう努めなければならない。 

 

（法制上の措置等） 

第十条 政府は、住生活の安定の確保及び向上の促進に関

する施策を実施するために必要な法制上、財政上又は金

融上の措置その他の措置を講じなければならない。 

 

第二章 基本的施策 

 

（住宅の品質又は性能の維持及び向上並びに住宅の管理

の合理化又は適正化） 

第十一条 国及び地方公共団体は、国民の住生活を取り巻

く環境の変化に対応した良質な住宅の供給等が図られ

るよう、住宅の地震に対する安全性の向上を目的とした

改築の促進、住宅に係るエネルギーの使用の合理化の促

進、住宅の管理に関する知識の普及及び情報の提供その

他住宅の安全性、耐久性、快適性、エネルギーの使用の

効率性その他の品質又は性能の維持及び向上並びに住

宅の管理の合理化又は適正化のために必要な施策を講

ずるものとする。 

 

（地域における居住環境の維持及び向上） 

第十二条 国及び地方公共団体は、良好な居住環境の形成

が図られるよう、住民の共同の福祉又は利便のために必

要な施設の整備、住宅市街地における良好な景観の形成

の促進その他地域における居住環境の維持及び向上の

ために必要な施策を講ずるものとする。 

 

（住宅の供給等に係る適正な取引の確保及び住宅の流通

の円滑化のための環境の整備） 

第十三条 国及び地方公共団体は、居住のために住宅を購

入する者及び住宅の供給等に係るサービスの提供を受

ける者の利益の擁護及び増進が図られるよう、住宅関連

事業者による住宅に関する正確かつ適切な情報の提供

の促進、住宅の性能の表示に関する制度の普及その他住

宅の供給等に係る適正な取引の確保及び住宅の流通の

円滑化のための環境の整備のために必要な施策を講ず

るものとする。 

 

（居住の安定の確保のために必要な住宅の供給の促進等） 

第十四条 国及び地方公共団体は、国民の居住の安定の確

保が図られるよう、公営住宅及び災害を受けた地域の復

興のために必要な住宅の供給等、高齢者向けの賃貸住宅

及び子どもを育成する家庭向けの賃貸住宅の供給の促

進その他必要な施策を講ずるものとする。 

 

第三章 住生活基本計画 

 

（全国計画） 

第十五条 政府は、基本理念にのっとり、前章に定める基

本的施策その他の住生活の安定の確保及び向上の促進

に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、国

民の住生活の安定の確保及び向上の促進に関する基本

的な計画（以下「全国計画」という。）を定めなければ

ならない。 

２ 全国計画は、次に掲げる事項について定めるものとす

る。 

一 計画期間 

二 住生活の安定の確保及び向上の促進に関する施策

についての基本的な方針 

三 国民の住生活の安定の確保及び向上の促進に関す

る目標 

四 前号の目標を達成するために必要と認められる住

生活の安定の確保及び向上の促進に関する施策であ

って基本的なものに関する事項 

五 東京都、大阪府その他の住宅に対する需要が著し

く多い都道府県として政令で定める都道府県におけ

る住宅の供給等及び住宅地の供給の促進に関する事

項 

六 前各号に掲げるもののほか、住生活の安定の確保

及び向上の促進に関する施策を総合的かつ計画的に

推進するために必要な事項 

３ 国土交通大臣は、全国計画の案を作成し、閣議の決定
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を求めなければならない。 

４ 国土交通大臣は、前項の規定により全国計画の案を作

成しようとするときは、あらかじめ、インターネットの

利用その他の国土交通省令で定める方法により、国民の

意見を反映させるために必要な措置を講ずるとともに、

関係行政機関の長に協議し、社会資本整備審議会及び都

道府県の意見を聴かなければならない。 

５ 国土交通大臣は、全国計画について第三項の閣議の決

定があったときは、遅滞なく、これを公表するとともに、

都道府県に通知しなければならない。 

６ 前三項の規定は、全国計画の変更について準用する。 

 

（全国計画に係る政策の評価） 

第十六条 国土交通大臣は、行政機関が行う政策の評価に

関する法律（平成十三年法律第八十六号）第六条第一項

の基本計画を定めるときは、同条第二項第六号の政策と

して、全国計画を定めなければならない。 

２ 国土交通大臣は、前条第五項（同条第六項において準

用する場合を含む。）の規定による公表の日から二年を

経過した日以後、行政機関が行う政策の評価に関する法

律第七条第一項の実施計画を初めて定めるときは、同条

第二項第一号の政策として、全国計画を定めなければな

らない。 

 

（都道府県計画） 

第十七条 都道府県は、全国計画に即して、当該都道府県

の区域内における住民の住生活の安定の確保及び向上

の促進に関する基本的な計画（以下「都道府県計画」と

いう。）を定めるものとする。 

２ 都道府県計画は、次に掲げる事項について定めるもの

とする。 

一 計画期間 

二 当該都道府県の区域内における住生活の安定の確

保及び向上の促進に関する施策についての基本的な

方針 

三 当該都道府県の区域内における住民の住生活の安

定の確保及び向上の促進に関する目標 

四 前号の目標を達成するために必要と認められる当

該都道府県の区域内における住生活の安定の確保及

び向上の促進に関する施策に関する事項 

五 計画期間における当該都道府県の区域内の公営住

宅の供給の目標量 

六 第十五条第二項第五号の政令で定める都道府県に

あっては、計画期間内において住宅の供給等及び住

宅地の供給を重点的に図るべき地域に関する事項 

七 前各号に掲げるもののほか、当該都道府県の区域

内における住生活の安定の確保及び向上の促進に関

する施策を総合的かつ計画的に推進するために必要

な事項 

３ 都道府県は、都道府県計画を定めようとするときは、

あらかじめ、インターネットの利用その他の国土交通省

令で定める方法により、住民の意見を反映させるために

必要な措置を講ずるよう努めるとともに、当該都道府県

の区域内の市町村に協議しなければならない。この場合

において、地域における多様な需要に応じた公的賃貸住

宅等の整備等に関する特別措置法（平成十七年法律第七

十九号）第五条第一項の規定により地域住宅協議会を組

織している都道府県にあっては、当該地域住宅協議会の

意見を聴かなければならない。 

４ 都道府県は、都道府県計画を定めようとするときは、

あらかじめ、第二項第五号に係る部分について、国土交

通大臣に協議し、その同意を得なければならない。 

５ 国土交通大臣は、前項の同意をしようとするときは、

厚生労働大臣に協議しなければならない。 

６ 都道府県計画は、国土形成計画法（昭和二十五年法律

第二百五号）第二条第一項に規定する国土形成計画及び

社会資本整備重点計画法（平成十五年法律第二十号）第

二条第一項に規定する社会資本整備重点計画との調和

が保たれたものでなければならない。 

７ 都道府県は、都道府県計画を定めたときは、遅滞なく、

これを公表するよう努めるとともに、国土交通大臣に報

告しなければならない。 

８ 第三項から前項までの規定は、都道府県計画の変更に

ついて準用する。 

 

（住生活基本計画の実施） 

第十八条 国及び地方公共団体は、住生活基本計画に即し

た公営住宅等の供給等に関する事業の実施のために必

要な措置を講ずるとともに、住生活基本計画に定められ

た目標を達成するために必要なその他の措置を講ずる

よう努めなければならない。 

２ 国は、都道府県計画の実施並びに住宅関連事業者、ま

ちづくりの推進を図る活動を行うことを目的として設

立された特定非営利活動促進法（平成十年法律第七号）

第二条第二項に規定する特定非営利活動法人、地方自治

法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百六十条の二第

一項に規定する地縁による団体その他の者（以下この項

において「住宅関連事業者等」という。）が住生活基本

計画に即して行う住生活の安定の確保及び向上の促進

に関する活動を支援するため、情報の提供、住宅関連事

業者等が住宅の供給等について講ずべき措置の適切か

つ有効な実施を図るための指針の策定その他必要な措

置を講ずるよう努めなければならない。 

３ 独立行政法人住宅金融支援機構、独立行政法人都市再

生機構、地方住宅供給公社及び土地開発公社は、住宅の

供給等又は住宅地の供給に関する事業を実施するに当
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たっては、住生活基本計画に定められた目標の達成に資

するよう努めなければならない。 

 

（関係行政機関の協力） 

第十九条 関係行政機関は、全国計画に即した住生活の安

定の確保及び向上の促進に関する施策の実施に関連し

て必要となる公共施設及び公益的施設の整備その他の

施策の実施に関し、相互に協力しなければならない。 

 

（資料の提出等） 

第二十条 国土交通大臣は、全国計画の策定又は実施のた

めに必要があると認めるときは、関係行政機関の長に対

し、必要な資料の提出を求め、又は当該行政機関の所管

に係る公営住宅等の供給等に関し意見を述べることが

できる。 

 

第四章 雑則 

 

（住生活の安定の確保及び向上の促進に関する施策の実

施状況の公表） 

第二十一条 国土交通大臣は、関係行政機関の長に対し、

住生活の安定の確保及び向上の促進に関する施策の実

施状況について報告を求めることができる。 

２ 国土交通大臣は、毎年度、前項の報告を取りまとめ、

その概要を公表するものとする。 

 

（権限の委任） 

第二十二条 この法律に規定する国土交通大臣及び厚生

労働大臣の権限は、国土交通大臣の権限にあっては国土

交通省令で定めるところにより地方整備局長又は北海

道開発局長にその一部を、厚生労働大臣の権限にあって

は厚生労働省令で定めるところにより地方厚生局長に

その全部又は一部を、それぞれ委任することができる。 

 

附 則 抄 

 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。 

 

第五条 第十七条第一項の規定により都道府県計画が定

められるまでの間に、平成十八年度の予算に係る公営住

宅の整備等で緊急に実施する必要があるものとして、都

道府県が関係市町村に協議するとともに、国土交通大臣

に協議し、その同意を得て決定したものについては、同

項の規定により定められた都道府県計画に基づく公営

住宅の整備等とみなして、附則第三条の規定による改正

後の公営住宅法の規定を適用する。この場合において、

国土交通大臣は、同意をしようとするときは、厚生労働

大臣に協議しなければならない。 

 

（政令への委任） 

第十七条 この附則に規定するもののほか、この法律の施

行に伴い必要な経過措置は、政令で定める。 

 

附 則 （平成二三年八月三〇日法律第一〇五号） 

抄 

 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。 

 

（罰則に関する経過措置） 

第八十一条 この法律（附則第一条各号に掲げる規定にあ

っては、当該規定。以下この条において同じ。）の施行

前にした行為及びこの附則の規定によりなお従前の例

によることとされる場合におけるこの法律の施行後に

した行為に対する罰則の適用については、なお従前の例

による。 

 

（政令への委任） 

第八十二条 この附則に規定するもののほか、この法律の

施行に関し必要な経過措置（罰則に関する経過措置を含

む。）は、政令で定める。 
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資料４ 小金井市民意向調査 

１ 調査概要 

 調査の目的 

市民の皆様が住まいに対して日頃から感じていることや、小金井市の住宅政策に対するご意見・

ご要望などを広くお聞きし、小金井市住宅マスタープランに反映させるため。 

 

 調査項目 （全２８問） 

・あなたご自身とあなたの家族について（５問） 

・あなたのお住まいについて（６問） 

・同居・近居（親世帯や子世帯の近隣で暮らすこと）について（２問） 

・住環境の満足度について（１問） 

・定住・住み替えの意向について（１０問） 

・市の住宅施策について（１問） 

・コミュニティのあり方について（３問） 

・自由記述 

 

 実施方法 

市内在住の１８歳以上の方を対象として、住民基本台帳から無作為に２，０００人を抽出し、郵

送によるアンケート調査票の配付・回収を実施しました。 

調査対象者 

市内在住の１８歳以上の方２，０００人（住民基本台帳から無作為抽出） 

実施期間 

郵送配付：令和２年９月１日（火） 

返送期限：平成２年９月３０日（水） 

回収結果 

配布数：２，０００件（うち英語、中国語、韓国語のアンケート票を同封した件数：５０件） 

回収数：７３５件（うち英語アンケート票での回答：４件、中国語アンケート票での回答：２件） 

回収率：３６．８％ 

 

 集計に関する留意事項等 

○ 指定した回答数を超えて回答があった場合は、無効回答として「無回答」扱いで集計した。 

○ 条件付きで回答を求める設問に対し、条件に合わない回答があった場合（選択肢１を選んだ

場合のみ回答する設問に対し、選択肢２を選んでいるにも関わらず回答があった場合など）

は、無効回答として「無回答」扱いで集計した。 

○ 調査結果は、比率を全て百分率（％）で表し、小数点第２位以下を四捨五入して表示してい

る。そのため、比率の合計が１００．０％となっていない場合がある。 
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7.6

12.4

4.2

75.8

0% 20% 40% 60% 80%

６歳未満の子供のみがいる

６歳以上18歳未満の

子供のみがいる

６歳未満の子供、６歳以上18歳

未満の子供の両方がいる

18歳未満の子供はいない・

無回答

２ 調査結果 

 あなたご自身とあなたの家族について 

① 年齢（問１）＜単数回答＞ 

高齢者が約３割を占める 

「７０～７９歳」が１７．６％と最も多く、次いで「５０～５９歳」が

１７．４％となっている。また、６５歳以上の高齢者が３３．５％を占め

ている。 

 

 

 

 

② 同居世帯人数（問２）＜単数回答＞ 

２人世帯が約３分の１と最も多い 

「２人」が３４．８％と最も多く、次いで「３人」が２４．４％、「４人」

が１６．５％、「１人」が１５．１％となっている。また、単身世帯、２人

世帯で約半数を占めている。 

 

 

 

③ 同居家族との間柄（問３）＜複数回答＞ 

配偶者との同居が約７割、１８歳未満の子供との同居が約４分の１

を占める 

「配偶者」が６８．０％と最も多く、次いで「子供（１８歳以上）」が２３．４％、「子供（６歳以上１８歳未満）」

が１６．６％となっている。また、１８歳未満の子供がいる世帯（「子供（６歳未満）」「子供（６歳以上１８歳未

満）」のどちらか、または両方を選んだ世帯）は２４．２％となっている。 

   
 

④ 同居の高齢者家族の有無（問４）＜単数回答＞ 

高齢者家族のいる世帯が全体の３分の１以上を占める 

「６５歳以上の家族はいない」が５５．４％と最も多いものの、「６５歳

以上の家族がいる」が２４．６％、「家族全員が６５歳以上である」が１２．

５％となっており、３７．１％の世帯に高齢者が居住している。 

 

 

 

  

68.0

12.1

11.8

16.6

23.4

2.4

4.4

1.9

14.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

配偶者

親（配偶者の親も含む）

子供（6歳未満）

子供（6歳以上18歳未満）

子供（18歳以上）

孫

その他の親族

親族以外

無回答

n=735 

 
n=735 

 

■１８歳未満の子供がいる世帯数の割合 

 

１人
15.1%

２人
34.8%

３人
24.4%

４人
16.5%

５人以上
8.3%

無回答
1.0%n=735

家族全員が65

歳以上である
12.5%

65歳以上

の家族が

いる
24.6%

65歳以上

の家族は

いない
55.4%

無回答
7.5%

n=735

18～19歳
1.2%

20～29歳
9.1%

30～39歳
14.1%

40～49歳
15.8%

50～59歳
17.4%60～64歳

8.6%

65～69歳
6.4%

70～79歳
17.6%

80歳以上
9.5%

無回答
0.3%n=735
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⑤ 居住地区（問５）＜単数回答＞ 

武蔵小金井地域、東小金井地域、野川地域の順に回答数が多い 

「武蔵小金井地域」に住む方が４４．１％と最も多く、次いで「東小金井地域」が３３．３％、「野川地域」が

２２．０％となっている。 

町丁目にみると武蔵小金井地域では「本町」が１８．８％と最も多く、次いで「貫井北町」が８．２％となって

いる。同様に、東小金井地域では「東町」が１３．６％と最も多く、次いで「梶野町」が１０．７％、野川地域で

は「前原町」が１１．６％と最も多く、次いで「貫井南町１、２、４、５丁目」が７．６％となっている。 

■地域別                 ■町丁目別 

 

 

 

 

 

 あなたのお住まいについて 

① 住宅の種別（問６）＜単数回答＞ 

約７割が持家に居住している 

「持家（一戸建）」が５２．８％と最も多く、次いで「民間の賃貸

住宅（集合住宅）」が１９．９％、「持家（集合住宅）」が１６．５％と

なっている。 

一戸建と集合住宅を合わせた持家世帯が全体の６９．３％を占めて

いる。また、持家、借家を合わせた集合住宅には３６．４％が居住し

ている。 

 

 

 

 

② 住宅の広さ（問７）＜単数回答＞ 

７０㎡以上の住宅が過半数を占める 

「７０㎡～１００㎡未満」が３３．５％と最も多く、次いで「１

００㎡以上」が２０．１％、「５０㎡～７０㎡未満」が１９．０％と

なっている。 

７０㎡以上の住宅に居住している世帯が５３．６％を占めている。 

 

  

  

武蔵小金井

地域
44.1%

東小金井地域
33.3%

野川地域
22.0%

無回答
0.5%

n=735 18.8

3.9

8.2

7.6

0.5

2.0

3.0

10.7

13.6

5.4

0.1

3.4

11.6

2.9

7.6

0.5

0% 5% 10% 15% 20%

本町

桜町

貫井北町

緑町３～５丁目

関野町２丁目

貫井南町３丁目

中町３丁目

梶野町

東町

緑町１～２丁目

関野町１丁目

中町２丁目

前原町

中町１、４丁目

貫井南町１、２、４、５丁目

無回答

武
蔵

小
金

井
地

域
東

小
金

井
地

域
野

川
地

域

武
蔵
小
金
井
地
域 
東
小
金
井
地
域 

 

野
川
地
域 

n=735 

 

持家（一戸建）
52.8%

持家（集合住宅）
16.5%

民間の賃貸住宅

（一戸建）
2.3%

民間の賃貸住宅

（集合住宅）
19.9%

社宅・公務員住宅

などの給与住宅
2.7%

市営・都営等

の公営住宅
2.0%

ＪＫＫ、ＵＲ等の

公共賃貸住宅
2.6%

その他
1.0%

無回答
0.3%

n=735

25㎡未満
5.0%

25㎡～30㎡

未満
3.8%

30㎡～40㎡

未満
7.1%

40㎡～50㎡

未満
5.9%

50㎡～70㎡

未満
19.0%

70㎡～100㎡

未満
33.5%

100㎡以上
20.1%

無回答
5.6%

n=735
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③ 住宅の建築年（問８）＜単数回答＞ 

昭和５６年５月以前に建てられた住宅が約２割を占める 

「平成１２年６月以降」が４０．８％と最も多く、次いで「昭和５６年

６月～平成１２年５月」が３４．８％、「昭和４６年～５６年５月」が９．

８％、「昭和４５年以前」が８．４％となっている。 

昭和５６年５月以前の旧耐震基準で建てられた住宅は１８．２％を占め

ている。 

 

 

 

④ 住宅の構造（問９）＜単数回答＞ 

木造住宅が全体の過半数を占める 

「木造」が５５．１％と最も多く、次いで「鉄筋コンクリート（ＲＣ）

造」が２１．０％、「鉄骨鉄筋コンクリート（ＳＲＣ）造」が８．８％、「鉄

骨（Ｓ）造」が７．９％となっている。 

 

 

 

 

 

⑤ 住宅の１か月あたりの住居費（問１０）＜単数回答＞ 

約６割の世帯に住居費の支払いがあり、１０万円以上の住居費が必

要な世帯も約３割を占める 

「０円（支払いなし）」が３５．４％と最も多く、次いで「１０万円～１

５万円未満」が２１．５％、「５万円～１０万円未満」が１８．２％となっ

ている。 

住居費の支払いがある世帯は６２．６％となっており、そのうち１０万

円以上の負担がある世帯は、全世帯のうち３０．９％となっている。 

 

 

 

⑥ 住まいの満足度（問１１）＜単数回答＞ 

４分の３以上の世帯が住まいに対し満足している 

「やや満足」が３９．９％と最も多く、次いで「満足」が３６．９％と

なっており、住まいの満足度（「満足」と「やや満足」の合計）は７６．８％

となっている。 

また、「不満」「やや不満」と回答した方の自由記述を確認し、関連する

と思われる内容を抜粋した。 

■住まいの満足度（問１１）における主な不満理由（自由記述より抜粋） 

・障がい者にも対応したバリアフリーになったら。 

・家賃をあまり上げずに（今の状態で苦しいので）３部屋は欲しいです。 

・３才未満の子供を持つ家庭向けの住居の賃貸住宅がほしい。 

・住宅の購入価格が高いと感じます。 

・マンションの老朽化、古い住宅基準法の建物  

昭和45年

以前
8.4%

昭和46年～

56年５月
9.8%

昭和56年６月～

平成12年５月
34.8%

平成12年６月以降
40.8%

不明
4.6%

無回答
1.5%n=735

木造
55.1%

鉄筋コンクリート

（RC）造
21.0%

鉄骨鉄筋コンク

リート（SRC）造
8.8%

鉄骨（S）造
7.9%

その他（PC造、

CB造など）
3.0%

無回答
4.2%

n=735

０円 (支払いなし)
35.4%

１円～５万

円未満
13.5%

５万円～10万

円未満
18.2%

10万円～15万

円未満
21.5%

15万円～20万

円未満
6.8%

20万円以上
2.6%

無回答
2.0%

n=735

満足
36.9%

やや満足
39.9%

やや不満
16.1%

不満
4.2%

無回答
3.0%

n=735
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 同居・近居（親世帯や子世帯の近隣で暮らすこと）について 

① 現在の同居・近居の状況（問１２）＜単数回答＞ 

親世帯、子世帯と同居している世帯はそれぞれ約１割を占める 

親世帯に関して「小金井市外に住んでいる」が３２．５％と最も多く、次いで「いない」が３１．３％、「同居

している」が１１．８％、「小金井市内に住んでいる」が７．１％となっており、親世帯がいる世帯は５１．４％

となっている。 

また、子世帯に関しては「いない」が４０．４％と最も多いものの、次いで「小金井市外に住んでいる」が１５．

６％、「同居している」が１１．８％、「小金井市内に住んでいる」が７．８％となっており、子世帯がいる世帯は

３５．２％となっている。 
 

① 親世帯について              ②子世帯について 

       

 

② 将来の同居・近居の意向（問１３）＜単数回答＞ 

親世帯、子世帯との近居をそれぞれ約４割が望んでいる 

親世帯に関して「近く（同じ市区町村）で暮らしたい」が３８．６％と最も多く、次いで「離れて（別の市区町

村で）暮らしたい」が２９．６％、「同居したい」が１１．９％となっている。 

また子世帯に関しては「近くで暮らしたい」が４０．９％と最も多く、次いで「同居したい」が１２．４％、「離

れて暮らしたい」が１１．６％となっている。 
 

① 親世帯について              ②子世帯について 

    

親世帯と同居している
11.8%

親世帯が小

金井市内に

住んでいる
7.1%

親世帯が小金井市

外に住んでいる
32.5%

親世帯は

いない
31.3%

無回答
17.3%

n=735 子世帯と同居している
11.8%

子世帯が小

金井市内に

住んでいる
7.8%

子世帯が小金井市

外に住んでいる
15.6%子世帯は

いない
40.4%

無回答
24.4%

n=735

親世帯と同居したい
11.9%

親世帯の近く

(同じ市区町村)

で暮らしたい
38.6%

親世帯と離れて

(別の市区町村で)

暮らしたい
29.6%

その他
12.2%

無回答
7.7%

n=378
子世帯と同居したい

12.4%

子世帯の近く

(同じ市区町村)

で暮らしたい
40.9%

子世帯と離れて

(別の市区町村で)

暮らしたい
11.6%

その他
11.6%

無回答
23.6%

n=259
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 住環境の満足度について 

① 住まいの周辺環境に関する満足度（問１４）＜各項目への単数回答＞ 

公共交通機関や医療機関などの利便性に加え、自然環境の豊かさなどに対しての満足度が高い 

住まいや周辺環境に関する満足度は、「総合的な評価」で満足度（「満足」と「やや満足」の合計）が７９．３％

を占めた。 

項目別にみると、「日常の買い物の利便性について」や「鉄道・バス等の公共交通機関について」など日常的な

利便性に関するものや、「自然環境について」の項目で満足度が高くなっている。その反面、「文化・レクリエーシ

ョン施設について」など文化やスポーツに関する項目に加え、「住宅周辺のバリアフリーの状況について」や「交

通事故等の安全対策について」などバリアフリーや防災に関する項目において比較的低い満足度が示されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、「不満」「やや不満」と回答した方の自由記述を確認し、関連すると思われる内容を抜粋した。 

■住環境の満足度（問１４）における不満理由 

住環境種別 主な不満理由 

鉄道・バス等の公共交通機関について 連雀通りはバス路線が極めて少なく不便である 

通勤・通学の利便性について 自転車道に路上駐車している車もとりしまりを強くしてほしい 

日常の買い物の利便性について 東小金井はスーパーや買物できる店が少なく選択肢がない 

診療所・病院等の医療機関について 産婦人科の新設（通院から分娩まで） 

福祉・介護サービスについて 要介護者の各種支援の充実とアナウンス 

文化・レクリエーション施設について 坂下地域への文化、スポーツ施設が極端に少ない 

スポーツや文化活動・生涯学習活動について 市民サークル活動の場を設けるべきである 

子育てのしやすさについて いちばんお金のかかる中学、高校の子育ての支援をしてほしい 

教育環境について 現状の子供達への教育の情報発信してほしい 

近所づきあいや地域の連帯感について ２０年程前には回覧板が回ってきていたが、今はそれがない 

住宅周辺のバリアフリーの状況について バリアフリーに対応した道路の整備（ベビーカーが使いづらい） 

交通事故等の安全対策について 連雀通り沿いは歩道も狭く、交通量が多く歩くのが危険である 

自然環境について 地勢や地理を生かした、自然と都市の共生が図れるような計画へ 

生垣・建物・街路樹等の街並みについて 街路樹の手入れはあまりされておらず、のび放題で危険 

公園・広場等の公共空間について 公園での子供のボール遊び等、禁止事項が多すぎる 
  

36.2

31.8

35.9

23.8

9.4

6.8

7.6

13.2

14.3

9.7

4.4

5.4

6.4

6.3

15.8

16.1

42.0

16.9

32.0

11.3

44.9

44.8

46.8

54.6

52.4

42.0

44.6

57.3

58.9

60.7

53.7

44.1

44.1

53.5

55.8

52.1

48.0

55.6

47.1

68.0

12.8

14.3

13.3

16.6

21.9

32.2

31.8

13.9

13.9

22.0

25.6

33.2

33.3

27.1

19.2

23.0

6.1

19.7

13.6

12.9

3.5

2.4

2.0

2.9

5.3

12.1

8.3

2.0

1.9

3.0

4.1

10.1

9.4

6.3

5.4

5.4

1.0

3.9

3.0

1.2

2.6

6.7

1.9

2.2

11.0

6.8

7.6

13.6

11.0

4.6

12.2

7.2

6.8

6.9

3.8

3.4

2.9

3.8

4.4

6.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

鉄道・バス等の公共交通機関について

通勤・通学の利便性について

日常の買い物の利便性について

診療所・病院等の医療機関について

福祉・介護サービスについて

文化・レクリエーション施設について

スポーツや文化活動・生涯学習活動について

子育てのしやすさについて

教育環境について

近所づきあいや地域の連帯感について

NPOや地域サークルなどの市民活動について

住宅周辺のバリアフリーの状況について

交通事故等の安全対策について

地震・火災等の災害対策について

騒音・振動について

隣接建物との間隔について

自然環境について

生垣・建物・街路樹等の街並みについて

公園・広場等の公共空間について

総合的な満足度

満足 まあ満足 やや不満 不満 無回答

n=735 
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 定住・住み替えの意向について 

① 現在の住まいでの居住期間（問１５）＜単数回答＞ 

現在の住まいに２０年以上住み続けている方が３分の１以上を占め

る 

「２０年以上」が３５．６％と最も多く、次いで「１年～５年未満」が

２２．０％、「５年～１０年未満」が１２．９％、「１０年～１５年未満」

が１０．９％となっている。 

 

 

 

 

 

② 小金井市内での居住期間（問１６）＜単数回答＞ 

市内に２０年以上住み続けている方が４割近く、生まれたときから

住んでいる方も約８％を占める 

「２０年以上」が３７．３％と最も多く、次いで「１年～５年未満」が

１７．６％、「５年～１０年未満」が１０．５％となっている。また、「生

まれたときから住んでいる」とした方も８．３％いる。 

 

 

 

③ 転入した際に重視した点（問１７）＜複数回答＞ 

転入理由として、特に日常移動の利便性や自然環境の良さが重視されている 

「通勤・通学の利便性が良いから」や「公共交通機関の利用が便利だから」など日常移動の利便性に関する項目

のほか、「緑や水辺・空気等の自然環境が良いから」が約４割を占めている。次いで「住宅の購入価格・家賃等が

適切だから」や「希望する間取り、面積の住宅だから」など住まいに関する項目が約２～３割を占めている。 

   

46.2

44.2

38.0

29.8

24.0

21.2

17.4

17.2

14.5

13.7

9.4

8.9

6.3

2.2

1.8

1.7

1.7

1.4

0.5

14.3

4.5

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

通勤・通学の利便性が良いから

緑や水辺・空気等の自然環境が良いから

公共交通機関の利用が便利だから

住宅の購入価格・家賃等が適切だから

希望する間取り、面積の住宅だから

日常の買い物の利便性が良いから

子育て・教育環境が良いから

親族が住んでいるから

街並みや景観が良いから

治安が良いから、防犯対策がされているから

病院等の医療施設の利用が便利だから

昔住んでいたから

友人・知人が住んでいるから

福祉・介護サービスが充実しているから

地域住民との交流や      活動が活発だから

文化・        施設が充実しているから

まちの災害対策がされているから

高齢者や障がいのある人が安心して暮らせるから

様々な行政支援が充実しているから

その他

無回答

n=650 

 

１年未満
7.3%

１年～５年

未満
22.0%

５年～10年

未満
12.9%

10年～15年未満
10.9%

15年～20年

未満
9.8%

20年以上
35.6%

無回答
1.4%n=735

生まれたときから

住んでいる
8.3%

１年未満
5.0%

１年～５年

未満
17.6%

５年～10年

未満
10.5%

10年～15年未満
9.8%

15年～20年未満
8.3%

20年以上
37.3%

無回答
3.3%

n=735
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④ 小金井市に住み続けている理由（問１８）＜複数回答＞ 

定住理由として、世代に関わらず特に自然環境の良さや日常的な利便性が重視されている 

全体では、「緑や水辺・空気等の自然環境が良いから」が５１．６％と最も多く、次いで「公共交通機関の利用

が便利だから」や「通勤・通学の利便性が良いから」、「日常の買い物の利便性が良いから」などの日常行動の利便

性に関する項目がそれぞれ４割以上を占めている。 

年齢別にみると、１８歳～３９歳では、「通勤・通学の利便性が良いから」が最も多くなっており、「子育て・教

育環境が良いから」「親族が住んでいるから」「住宅の購入価格・家賃等が適切だから」「治安が良いから、防犯対

策がされているから」といった項目も他の年代より多い。 

６５歳以上では、「公共交通機関の利用が便利だから」「日常の買い物の利便性が良いから」について、全体より

更に多くなっているほか、「病院等の医療施設の利用が便利だから」は全体より１０ポイント以上高くなっている。 

また、子育て世帯の意向をみると、「子育て・教育環境が良いから」の割合も４４．４%と全体と比べて高くなっ

ている。 

 

■総数 

  

 

  

51.6

48.0

46.3

41.0

21.9

21.8

20.3

19.9

18.9

17.6

17.1

11.8

9.3

4.8

3.8

3.8

3.7

3.3

1.5

10.7

4.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

緑や水辺・空気等の自然環境が良いから

公共交通機関の利用が便利だから

通勤・通学の利便性が良いから

日常の買い物の利便性が良いから

希望する間取り、面積の住宅だから

治安が良いから、防犯対策がされているから

街並みや景観が良いから

病院等の医療施設の利用が便利だから

子育て・教育環境が良いから

親族が住んでいるから

住宅の購入価格・家賃等が適切だから

友人・知人が住んでいるから

先祖代々住んでいるから

高齢者や障がいのある人が安心して暮らせるから

福祉・介護サービスが充実しているから

文化・        施設が充実しているから

地域住民との交流や      活動が活発だから

まちの災害対策がされているから

様々な行政支援が充実しているから

その他

無回答

n=735 
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■年齢別集計 

 

■子育て世帯集計（上位項目抜粋） 

  

43.9

43.9

56.7

38.9

22.8

25.6

21.1

7.8

22.2

25.6

27.2

12.8

5.6

0.6

0.0

0.6

2.8

2.2

0.6

7.2

1.7

53.4

46.3

50.8

38.1

18.9

19.9

18.2

15.6

20.2

17.6

16.9

10.4

8.8

1.6

1.6

2.0

2.6

2.3

0.7

12.7

2.9

54.9

53.7

33.3

46.3

25.2

21.5

22.0

34.1

15.0

11.8

9.8

12.6

12.6

11.8

9.3

8.5

5.7

5.3

3.3

10.6

7.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

緑や水辺・空気等の自然環境が良いから

公共交通機関の利用が便利だから

通勤・通学の利便性が良いから

日常の買い物の利便性が良いから

希望する間取り、面積の住宅だから

治安が良いから、防犯対策がされているから

街並みや景観が良いから

病院等の医療施設の利用が便利だから

子育て・教育環境が良いから

親族が住んでいるから

住宅の購入価格・家賃等が適切だから

友人・知人が住んでいるから

先祖代々住んでいるから

高齢者や障がいのある人が安心して暮らせるから

福祉・介護サービスが充実しているから

文化・        施設が充実しているから

地域住民との交流や      活動が活発だから

まちの災害対策がされているから

様々な行政支援が充実しているから

その他

無回答

18～39歳（n=180）

40～64歳（n=307）

65歳以上（n=246）

51.6

48.0

46.3

41.0

18.9

53.9

44.4

52.2

37.6

44.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

緑や水辺・空気等の自然環境が良いから

公共交通機関の利用が便利だから

通勤・通学の利便性が良いから

日常の買い物の利便性が良いから

子育て・教育環境が良いから

総数
(n=735)

子育て世帯
(n=178)
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⑤ 今後の住み替えの意向（問１９）＜単数回答＞ 

全体では居住継続意向が過半数を占めているが、年齢が下がるほど低くなる傾向となっている 

全体では、「このまま住み続けたい」が５６．５％と最も多いものの、「いずれは住み替えたい」が２７．６％、

「住み替えの予定がある」が６．０％となっており、住み替え意向のある世帯は３３．６％となっている。 

年齢別にみると、年齢が下がるほど居住継続の意向は低くなる傾向にあり、１８歳～３９歳では「このまま住み

続けたい」が４３．３％に留まっている。一方、６５歳以上では６７．９％が「このまま住み続けたい」としてい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥ 住み替える場合の転居先（問２０）＜単数回答＞ 

住み替え先の希望は、「東京都内の他市区町村」が約３割と最も多い 

「分からない」を除くと、「東京都内の他市区町村」が２９．６％と最も

多く、次いで「小金井市内」が１８．６％、「他道府県」が９．７％となっ

ている。 

 

■具体的な転居先（他自治体） 

（複数回答があった自治体のみ抜粋、括弧内は票数） 

 

 

⑦ 住み替える時期（問２１）＜単数回答＞ 

住み替える時期は、「良い物件が見つかったとき」とする回答が約４分の１を占める 

「良い物件が見つかったとき」が２５．９％と最も多く、次いで「転職や転勤するとき」が１３．８％となって

いる。 

  

＜東京都内＞ 

武蔵野市（１０）、杉並区（９）、練馬区（２）、港区（２）、渋

谷区（２）、府中市（２）、日野市（２） 

＜他道府県＞ 

神奈川県（３）、埼玉県（２）、静岡県（２）、広島県（２） 

n=247 

 

小金井市内
18.6%

東京都内の

他市区町村
29.6%

他道府県
9.7%国外

1.6%

分からない
39.7%

無回答
0.8%

n=247

25.9

13.8

8.5

8.5

8.1

6.9

5.3

4.5

3.2

2.8

11.3

1.2

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

良い物件が見つかったとき

転職や転勤するとき

子供が独立（結婚、就職等）するとき

資金の調達ができたとき

定年退職するとき

老人ホーム等に転居するとき

子供が進学するとき

親や子供と同居するとき

契約更新のとき

子供が産まれる・増えるとき

その他

無回答

56.5

43.3

54.7

67.9

27.6

37.8

34.2

12.2

6.0

14.4

5.5

0.4

9.9

4.4

5.5

19.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

総数(n=735)

18～39歳(n=180)

40～64歳(n=307)

65歳以上(n=246)

このまま住み続けたい いずれは住み替えたい 住み替えの予定がある 無回答
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⑧ 小金井市内に住み続ける際に重視する点（問２２）＜複数回答（３つまで）＞ 

 日常の買い物や公共交通機関の利便性が重視されやすい 

全体では、「日常の買い物の利便性が良いこと」や「公共交通機関の利用が便利なこと」などの日常行動の利便

性に関する項目がそれぞれ３６．８％、３６．４％と３分の１以上を占めており、次いで「緑や水辺・空気等の自

然環境が良いこと」が２５．５％となっている。 

年齢別にみると、１８歳～３９歳では、「通勤・通学の利便性が良いこと」が最も多くなっており、「子育て・教

育環境が良いこと」は全体より１０ポイント以上高くなっている。一方６５歳以上では、「病院等の医療施設の利

用が便利なこと」「福祉・介護サービスが充実していること」「高齢者や障がい者が安心して暮らせること」が全体

より１０ポイント以上高くなっている。 

「小金井市に転入した際に重視した点（問１７）」「小金井市に住み続けている理由（問１８）」と、同様の傾向

がみられる。 

 

■総数 

  

36.8

36.4

25.5

25.1

21.9

18.2

17.8

15.4

15.0

13.8

9.3

7.7

7.7

4.9

3.6

3.2

2.4

2.4

0.8

4.0

1.6

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

日常の買い物の利便性が良いこと

公共交通機関の利用が便利なこと

緑や水辺・空気等の自然環境が良いこと

通勤・通学の利便性が良いこと

治安が良いこと、防犯対策がされていること

住宅の購入価格・家賃等が適切なこと

病院等の医療施設の利用が便利なこと

希望する間取り、面積の住宅に居住できること

子育て・教育環境が良いこと

福祉・介護サービスが充実していること

高齢者や障がいのある人が安心して暮らせること

街並みや景観が良いこと

様々な行政支援がより充実すること

まちの災害対策がされていること

親族が住んでいること

文化・        施設が充実していること

友人・知人が住んでいること

永く住んでいること

地域住民との交流や      活動が活発であること

その他

無回答

n=247 

 



97 

■年齢別集計 

 

 

⑨ 住み替える場合の住宅（問２３）＜単数回答＞ 

現在の住宅より、民間の賃貸住宅（集合住宅）への居住意向が高くな

っている 

「持家（一戸建）」が３１．２％と最も多く、次いで「民間の賃貸住宅（集

合住宅）」が３０．８％、「持家（集合住宅）」が２０．６％となっている。 

現在の住宅（問６）と比較すると、「持家（一戸建）」への居住意向が約

２０ポイント低くなり、「民間の賃貸住宅（集合住宅）」への居住意向が約

１０ポイント高くなっている。 

 

 

  

33.0

33.0

20.2

40.4

25.5

26.6

11.7

17.0

29.8

3.2

1.1

7.4

3.2

6.4

8.5

3.2

1.1

1.1

0.0

6.4

1.1

41.8

40.2

30.3

18.9

18.0

14.8

18.0

17.2

7.4

16.4

11.5

9.8

8.2

3.3

0.8

3.3

3.3

3.3

1.6

2.5

1.6

29.0

32.3

22.6

3.2

25.8

6.5

35.5

3.2

0.0

35.5

25.8

0.0

19.4

6.5

0.0

3.2

3.2

3.2

0.0

3.2

3.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

日常の買い物の利便性が良いこと

公共交通機関の利用が便利なこと

緑や水辺・空気等の自然環境が良いこと

通勤・通学の利便性が良いこと

治安が良いこと、防犯対策がされていること

住宅の購入価格・家賃等が適切なこと

病院等の医療施設の利用が便利なこと

希望する間取り、面積の住宅に居住できること

子育て・教育環境が良いこと

福祉・介護サービスが充実していること

高齢者や障がいのある人が安心して暮らせること

街並みや景観が良いこと

様々な行政支援がより充実すること

まちの災害対策がされていること

親族が住んでいること

文化・        施設が充実していること

友人・知人が住んでいること

永く住んでいること

地域住民との交流や      活動が活発であること

その他

無回答

18～39歳（n=94）

40～64歳（n=122）

65歳以上（n=31）

持家（一戸建）
31.2%

持家（集合住宅）
20.6%

民間の賃貸住宅

（一戸建）
1.6%

民間の賃貸住宅

（集合住宅）
30.8%

社宅・公務

員住宅など

の給与住宅
1.2%

市営・都営等の

公営住宅
4.5%

ＪＫＫ、ＵＲ等の

公共賃貸住宅
3.6%

その他
6.1%

無回答
0.4%

n=247
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⑩ 高齢者になった際に、安全・安心に暮らすために重要なこと（問２４）＜単数回答＞ 

 自宅で生活しながら受けられる高齢者サービスが重視されている 

「自宅で生活できるような高齢者サービスの充実」が３６．９％と最も多く、次いで「高齢者向けの公営住宅の

充実」が１６．９％、「有料老人ホームなどの高齢者向け施設の充実」が１２．０％となっている。 

  

 市の住宅施策について 

① 市の住宅施策に対する満足度（問２５）＜各項目への単数回答＞ 

 自然環境の保全に関する施策の満足度が高い 

住宅施策別に満足度（「満足」と「まあ満足」の合計）をみると、「空き家など既存の住宅ストックの活用促進」

を除く全ての施策で、満足度が不満率（「不満」と「やや不満」の合計を上回っており、特に「緑・水辺環境の保

全」では、満足度が７７．８％と他の項目より２０ポイント以上高くなっている。 

また、「子育て世帯向け住宅の充実」、「子育て世帯の居住の促進」の子育てに関連した施策や、「まちづくり施策

と連携した住環境の改善」、「防犯性の高い住環境の形成」、「化学物質などによる健康被害を防ぐ住宅の普及」では

満足度が５０％を超えている。 

   

36.9

16.9

12.0

10.2

9.3

6.3

3.1

2.0

0.7

2.7

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

自宅で生活できるような高齢者サービスの充実

高齢者向けの公営住宅の充実

有料老人ホームなどの高齢者向け施設の充実

高齢者等を地域で支えるコミュニティの充実

自宅のバリアフリー化

高齢者向けの民間賃貸住宅の充実

高齢者向けの住宅についての情報提供

転倒等の家庭内事故を防ぐ設備の充実

その他

無回答

2.4

1.9

3.0

3.0

26.9

5.3

2.3

3.8

4.6

5.2

6.1

3.3

2.9

1.6

2.2

1.5

1.4

2.3

2.6

1.8

44.2

42.7

49.0

48.4

50.9

49.8

40.8

44.9

42.6

44.2

46.3

49.7

42.0

42.9

45.6

44.4

32.5

46.3

45.2

41.2

28.0

31.7

21.6

20.8

9.7

24.4

33.2

28.0

30.3

28.7

27.3

24.8

33.5

31.3

27.3

28.6

37.4

26.3

28.2

30.6

5.6

4.9

3.7

3.8

1.4

3.5

4.6

4.1

5.0

5.7

4.6

3.1

4.1

5.2

3.4

4.2

10.3

3.9

5.4

5.9

19.7

18.8

22.7

23.9

11.2

17.0

19.0

19.2

17.4

16.2

15.6

19.2

17.6

19.0

21.5

21.4

18.4

21.2

18.6

20.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

高齢者世帯や障がい者世帯の住宅の確保

高齢者世帯や障がい者世帯への居住支援

子育て世帯向け住宅の充実

子育て世帯の居住の促進

緑・水辺環境の保全

まちづくり施策と連携した住環境の改善

住宅の省エネ化の促進

住宅の長期利用の促進

住宅の耐震化の促進

災害に強いまちづくりへの取り組み

防犯性の高い住環境の形成

化学物質などによる健康被害を防ぐ住宅の普及

バリアフリー化など、すべての人にとって使いやすい住宅の普及

既存住宅の長期利用に向けた取り組み

分譲マンションの適切な維持・管理への支援

良質な賃貸住宅の供給に向けた取り組み

空き家など既存の住宅ストックの活用促進

公的賃貸住宅の適切な維持・管理

地域コミュニティの形成支援に向けた取り組み

住宅に関する総合的な相談窓口の整備に向けた取り組み

満足 まあ満足 やや不満 不満 無回答

n=735 

 

n=735 
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② 市の住宅施策に対する重要度（問２５）＜各項目への単数回答＞ 

 防災や防犯、自然環境の保全に関する施策の重要度が高い 

全ての施策で重要度（「重要」と「まあ重要」の合計）は５割を超えており、「災害に強いまちづくりの取り組み」、

「防犯性の高い住環境の形成」、「住宅の耐震化の促進」などの防災や防犯に関する項目のほか、「緑・水辺環境の

保全」の項目で重要度が８５％以上と非常に高くなっている。 

それに対し、「分譲マンションの適切な維持・管理への支援」や「良質な賃貸住宅の供給に向けた取り組み」の

項目では、重要度が約６割と比較的低くなっている。 

 

 

  

43.5

45.6

38.2

37.4

53.9

41.4

29.4

27.9

55.2

64.9

59.9

38.5

42.6

27.6

18.4

21.8

33.3

21.9

24.6

26.5

35.2

37.0

39.2

39.2

32.9

40.1

45.3

43.3

30.2

23.0

27.8

38.5

40.4

44.9

40.8

43.1

44.4

48.6

47.9

49.4

8.4

5.6

6.8

6.9

3.4

6.1

12.8

15.1

3.8

2.9

2.7

10.9

6.4

15.5

21.8

18.4

9.8

13.2

12.9

10.6

0.5

1.0

1.8

1.6

0.5

1.1

1.1
0.3

0.4

0.3

0.7
0.4

1.0

5.3

2.9

1.8

3.0

2.4

1.9

12.2

10.9

14.0

14.8

9.8

11.8

11.4

12.7

10.5

8.8

9.4

11.4

10.2

11.0

13.7

13.9

10.7

13.3

12.1

11.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

高齢者世帯や障がい者世帯の住宅の確保

高齢者世帯や障がい者世帯への居住支援

子育て世帯向け住宅の充実

子育て世帯の居住の促進

緑・水辺環境の保全

まちづくり施策と連携した住環境の改善

住宅の省エネ化の促進

住宅の長期利用の促進

住宅の耐震化の促進

災害に強いまちづくりへの取り組み

防犯性の高い住環境の形成

化学物質などによる健康被害を防ぐ住宅の普及

バリアフリー化など、すべての人にとって使いやすい住宅の普及

既存住宅の長期利用に向けた取り組み

分譲マンションの適切な維持・管理への支援

良質な賃貸住宅の供給に向けた取り組み

空き家など既存の住宅ストックの活用促進

公的賃貸住宅の適切な維持・管理

地域コミュニティの形成支援に向けた取り組み

住宅に関する総合的な相談窓口の整備に向けた取り組み

満足 まあ満足 やや不満 不満 無回答

n=735 
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 コミュニティのあり方について 

① 近所づきあい（問２６）＜単数回答＞ 

挨拶を交わす程度の近所づきあいが約半数を占める 

「挨拶を交わす程度である」が４７．９％と最も多く、次いで「世間話

をする程度である」が２５．６％、「無干渉であり、顔を知らない人もいる」

が１３．１％となっている。 

 

 

 

 

 

 

② 自治会への加入状況（問２７）＜単数回答＞ 

自治会の必要性を感じていない割合が高く、活動に参加していない

割合も高い 

「加入していないし、必要性も感じない」が３５．０％と最も多く、次

いで「加入しているが、活動には参加していない」が３３．６％、「加入し

ており、活動に参加している」が１４．３％となっている。 

また、「加入したいが、機会がなく、方法もわからない」が９．５％とな

っており、自治会に加入していない世帯が４４．５％となっている。 

 

 

 

 

③ 今後のコミュニティのあり方（問２８）＜単数回答＞ 

日常生活での干渉を望まない世帯と住民同士での協力・助け合いを求める世帯に意向が分かれている 

「あまり干渉しあわず、お互いのプライバシーを守りながら生活する」が３５．８％と最も多いが、「個々の生

活には干渉しないが、祭や運動会等の活動は住民同士で協力しながら生活する」が３０．９％、「子育てや高齢者

の介護等について、地域の住民みんなで助け合いながら生活する」が２７．９％と、住民同士での協力・助け合い

を求める世帯もそれぞれ約３割程度みられる。 

 

  

27.9

30.9

35.8

2.7

2.7

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

子育てや高齢者の介護等について、地域の住民

みんなで助け合いながら生活する

個々の生活には干渉しないが、祭や運動会等の

活動は住民同士で協力しながら生活する

あまり干渉しあわず、お互いのプライバシーを

守りながら生活する

その他

無回答

n=735 

 

親しく付き

合っている
11.7%

世間話をする

程度である
25.6%

挨拶を交わす

程度である
47.9%

無干渉であり、顔を

知らない人もいる
13.1%

その他
0.7%

無回答
1.1%

n=735

加入しており、活動

に参加している
14.3%

加入しているが、

活動には参加して

いない
33.6%

加入したいが、機会が

なく、方法もわからない
9.5%

加入していないし、

必要性も感じない
35.0%

その他
6.3%

無回答
1.4%

n=735
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３ アンケート調査票 

１．あなたご自身とあなたの家族について伺います 

問１ あなたの年齢はおいくつですか。＜１つ
．．

に○印＞ 

１．18～19歳 ２．20～29歳 ３．30～39歳 ４．40～49歳  ５．50～59歳 

６．60～64歳 ７．65～69歳 ８．70～79歳 ９．80歳以上  

 

問２ あなたを含め、同居されている人数は何人ですか。＜１つ
．．

に○印＞ 

１．１人 ２．２人 ３．３人 ４．４人 ５．５人以上 

 

問３ あなたと一緒に住んでいる方との間柄についてお答えください。＜当てはまるものすべて
．．．

に○印＞ 

１．配偶者 

４．子供（6歳以上 18歳未満） 

２．親（配偶者の親も含む） 

５．子供（18歳以上） 

３．子供（6歳未満） 

６．孫 

７．その他の親族（                               ） 

８．親族以外（                                 ） 

 

問４ あなたを含む同居の家族に 65 歳以上の方（高齢者）はいらっしゃいますか。＜１つ
．．

に○印＞ 

１．家族全員が 65歳以上である ２．65歳以上の家族がいる 

３．65歳以上の家族はいない  
 

※今後の設問では、以下の定義で語句を用います。 

高齢者  ：65歳以上          高齢者世帯：65歳以上の家族のみの世帯 

子育て世帯：18歳未満の子供がいる世帯 

 

問５ あなたのお住まいの地区はどこですか。＜１つ
．．

に○印＞ 

武蔵小金井 

地域 

１．本町 

４．緑町３～５丁目 

７．中町３丁目 

２．桜町 

５．関野町２丁目 

３．貫井北町 

６．貫井南町３丁目 

東小金井 

地域 

８．梶野町 

11．関野町１丁目 

９．東町 

12．中町２丁目 

10．緑町１～２丁目 

野川地域 13．前原町 14．中町１、４丁目 15．貫井南町１、２、４、５丁目 

 

２．あなたのお住まいについて伺います 

 

問６ あなたのお住まいは次のうちどれですか。＜１つ
．．

に○印＞ 

１．持家（一戸建） 

３．民間の賃貸住宅（一戸建） 

５．社宅・公務員住宅などの給与住宅 

７．ＪＫＫ、ＵＲ等の公共賃貸住宅 

２．持家（集合住宅） 

４．民間の賃貸住宅（集合住宅） 

６．市営・都営等の公営住宅 

８．その他（            ） 

問７ あなたのお住まいの住宅の広さ（延床面積）についてお答えください。＜１つ
．．

に○印＞ 

１．25㎡未満 ２．25㎡以上～30㎡未満 ３．30㎡以上～40㎡未満 

４．40㎡以上～50㎡未満 ５．50㎡以上～70㎡未満 ６．70㎡以上～100㎡未満 

７．100㎡以上   

※ １畳は約 1.62㎡（首都圏不動産公正取引協議会の不動産広告ルールの定義） 

 

問８ あなたのお住まいの住宅の建築年についてお答えください。＜１つ
．．

に○印＞ 

１．昭和 45年以前 ２．昭和 46年～56年５月 ３．昭和 56年６月～平成 12年５月 

４．平成 12年６月以降 ５．不明  
 

問９ あなたのお住まいの住宅の構造についてお答えください。＜１つ
．．

に○印＞ 

１．木造 ２．鉄骨（S）造 ３．鉄筋コンクリート（RC）造 

４．鉄骨鉄筋コンクリート（SRC）造 ５．その他（PC造、CB造など）(             ) 

※ PC 造：プレキャストコンクリート造 CB 造：コンクリートブロック造 
 
問 10 あなたのお住まいの住宅の 1か月あたりの住居費（ローンや家賃の支払い※）をお答えください。＜１つ

．．
に○印＞ 

※持家の方：住宅ローン返済額（ボーナス払いを含む 1 年分の支払い額を 12 等分）、管理費、借地料等の合計 

※借家の方：家賃、共益費の合計 

１．０円 (支払いなし) 

４．10万円以上～15万円未満 

２．１円以上～５万円未満 

５．15万円以上～20万円未満 

３．５万円以上～10万円未満 

６．20万円以上 
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問 11 問６～10を踏まえ、あなたの現在のお住まいに対する満足度をお答えください。＜１つ
．．

に○印＞ 

１．満足 ２．やや満足 ３．やや不満 ４．不満 

 

３．同居・近居（親世帯や子世帯の近隣で暮らすこと）について伺います 

問 12 現在、あなたと親世帯や子世帯（親や子の一人暮らしを含む）との住まい方は、どれですか。 

＜①②それぞれ１つ
．．

に○印＞ 

①親世帯について＜１つ
．．

に○印＞ ②子世帯について＜１つ
．．

に○印＞ 

１．親世帯と同居している １．子世帯と同居している 

２．親世帯が小金井市内に住んでいる ２．子世帯が小金井市内に住んでいる 

３．親世帯が小金井市外に住んでいる  ３．子世帯が小金井市外に住んでいる 

４．親世帯はいない      問 14 へ ４．子世帯はいない      問 14 へ 

 

問 13は、親世帯・子世帯がそれぞれいる方（問 12で４以外を選んだ方）のみお答えください。 

問 13 将来、親世帯や子世帯と、どのような住まい方を望みますか。＜①②それぞれ１つ
．．

に○印＞ 

①親世帯について＜１つ
．．

に○印＞ ②子世帯について＜１つ
．．

に○印＞ 

１．親世帯と同居したい １．子世帯と同居したい 

２．親世帯の近く(同じ市区町村)で暮らしたい ２．子世帯の近く(同じ市区町村)で暮らしたい 

３．親世帯と離れて(別の市区町村で)暮らしたい ３．子世帯と離れて(別の市区町村で)暮らしたい 

４．その他（             ） ４．その他（             ） 

 

４．住環境の満足度について伺います 

問 14 あなたの感じる住まいの周辺環境に関する満足度をお答えください。＜それぞれ１つ
．．

に○印＞ 

設問項目 満足 まあ満足 やや不満 不満 

例：鉄道・バス等の公共交通機関について １ ２ ３ ４ 

① 鉄道・バス等の公共交通機関について １ ２ ３ ４ 

② 通勤・通学の利便性について １ ２ ３ ４ 

③ 日常の買い物の利便性について １ ２ ３ ４ 

④ 診療所・病院等の医療機関について １ ２ ３ ４ 

⑤ 福祉・介護サービスについて １ ２ ３ ４ 

⑥ 文化・レクリエーション施設について １ ２ ３ ４ 

⑦ スポーツや文化活動・生涯学習活動について １ ２ ３ ４ 

⑧ 子育てのしやすさについて １ ２ ３ ４ 

⑨ 教育環境について １ ２ ３ ４ 

⑩ 近所づきあいや地域の連帯感について １ ２ ３ ４ 

⑪ NPOや地域サークルなどの市民活動について １ ２ ３ ４ 

⑫ 住宅周辺のバリアフリーの状況について １ ２ ３ ４ 

⑬ 交通事故等の安全対策について １ ２ ３ ４ 

⑭ 地震・火災等の災害対策について １ ２ ３ ４ 

⑮ 騒音・振動について １ ２ ３ ４ 

⑯ 隣接建物との間隔について １ ２ ３ ４ 

⑰ 自然環境について １ ２ ３ ４ 

⑱ 生垣・建物・街路樹等の街並みについて １ ２ ３ ４ 

⑲ 公園・広場等の公共空間について １ ２ ３ ４ 

上記①～⑲の各項目を踏まえた、 

お住まいの周辺環境に関する総合的な満足度 
１ ２ ３ ４ 

 

５．定住・住み替えの意向について伺います 

問 15 現在のお住まいでの居住期間についてお答えください。＜１つ
．．

に○印＞ 

１．１年未満 

４．10年以上～15年未満 

２．１年以上～５年未満  

５．15年以上～20年未満 

３．５年以上～10年未満 

６．20年以上 

 

問 16 小金井市内での居住期間についてお答えください。＜１つ
．．

に○印＞ 

１．生まれたときから住んでいる                  問 18 へ 

（他の市区町村から住み替えられた方は次の中から１つを選んでください） 

２．１年未満 

５．10年以上～15年未満 

３．１年以上～５年未満  

６．15年以上～20年未満 

４．５年以上～10年未満 

７．20年以上 

  
問 17へ 
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問 17は、小金井市外から転入した方（問 16で１以外を選んだ方）のみお答えください。 

問 17 小金井市に転入した際に重視した理由をお教えください。＜当てはまるものすべて
．．．

に○印＞ 

１．公共交通機関の利用が便利だから 

３．日常の買い物の利便性が良いから 

５．福祉・介護サービスが充実しているから 

７．文化・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ施設が充実しているから 

９．治安が良いから、防犯対策がされているから 

11．まちの災害対策がされているから 

13．街並みや景観が良いから 

15．住宅の購入価格・家賃等が適切だから 

17．親族が住んでいるから 

19．昔住んでいたから 

２．通勤・通学の利便性が良いから 

４．病院等の医療施設の利用が便利だから 

６．高齢者や障がい者が安心して暮らせるから 

８．子育て・教育環境が良いから 

10．地域住民との交流やｺﾐｭﾆﾃｨ活動が活発だから 

12．緑や水辺・空気等の自然環境が良いから 

14．希望する間取り、面積の住宅だから 

16．様々な行政支援が充実しているから 

18．友人・知人が住んでいるから 

20．その他（             ） 

 

問 18・19は、皆様がお答えください。 

問 18 小金井市に住み続けている理由をお教えください。＜当てはまるものすべて
．．．

に○印＞ 

１．公共交通機関の利用が便利だから 

３．日常の買い物の利便性が良いから 

５．福祉・介護サービスが充実しているから 

７．文化・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ施設が充実しているから 

９．治安が良いから、防犯対策がされているから 

11．まちの災害対策がされているから 

13．街並みや景観が良いから 

15．住宅の購入価格・家賃等が適切だから 

17．親族が住んでいるから 

19．先祖代々住んでいるから 

２．通勤・通学の利便性が良いから 

４．病院等の医療施設の利用が便利だから 

６．高齢者や障がい者が安心して暮らせるから 

８．子育て・教育環境が良いから 

10．地域住民との交流やｺﾐｭﾆﾃｨ活動が活発だから 

12．緑や水辺・空気等の自然環境が良いから 

14．希望する間取り、面積の住宅だから 

16．様々な行政支援が充実しているから 

18．友人・知人が住んでいるから 

20．その他（             ） 

 

問 19 今後のお住まいについての考えをお教えください。＜１つ
．．

に○印＞ 

１．このまま住み続けたい   ２．いずれは住み替えたい   ３．住み替えの予定がある 

（概ね   年後） 

 

 

 

問 20～23は、問 19で「２．いずれは住み替えたい」「３．住み替えの予定がある」と回答した方 

のみお答え下さい。（問 19で「１．このまま住み続けたい」と回答した方は問 24へお進み下さい） 

問 20 住み替える場合の転居先として考えている地域をお教えください。 ＜１つ
．．

に○印＞ 

２・３を選んだ方で、転居先の自治体の候補がある方は、具体的な自治体名もお書きください。 

１．小金井市内 ２．東京都内の他市区町村（    市/区/町/村） 

３．他道府県（    道/府/県） ４．国外 

５．分からない  

 
問 21 住み替えを考えている時期をお教えください。＜１つ

．．
に○印＞ 

１．定年退職するとき ２．転職や転勤するとき 

３．子供が独立（結婚、就職等）するとき ４．子供が進学するとき 

５．子供が産まれる・増えるとき ６．親や子供と同居するとき 

７．良い物件が見つかったとき ８．資金の調達ができたとき 

９．契約更新のとき 10．老人ホーム等に転居するとき 

11．その他（                                  ） 

 

問 22 今後も小金井市内に住み続けるとしたら、どのような点を重視しますか。＜お考えに近いもの３つまで
．．．．

に○印＞ 

１．公共交通機関の利用が便利なこと 

３．日常の買い物の利便性が良いこと 

５．福祉・介護サービスが充実していること 

７．文化・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ施設が充実していること 

９．治安が良いこと、防犯対策がされていること 

11．まちの災害対策がされていること 

13．街並みや景観が良いこと 

15．住宅の購入価格・家賃等が適切なこと 

17．親族が住んでいること 

19．永く住んでいること 

２．通勤・通学の利便性が良いこと 

４．病院等の医療施設の利用が便利なこと 

６．高齢者や障がい者が安心して暮らせること 

８．子育て・教育環境が良いこと 

10．地域住民との交流やｺﾐｭﾆﾃｨ活動が活発であること 

12．緑や水辺・空気等の自然環境が良いこと 

14．希望する間取り、面積の住宅に居住できること 

16．様々な行政支援がより充実すること 

18．友人・知人が住んでいること 

20．その他（             ） 
  

問 24へ 

問 20へ 
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問 23 今の家から住み替えて新しい住宅を探す場合は、どのような住宅を探しますか。＜１つ
．．

に○印＞ 

１．持家（一戸建） 

３．民間の賃貸住宅（一戸建） 

５．社宅・公務員住宅などの給与住宅 

７．ＪＫＫ、ＵＲ等の公共賃貸住宅 

２．持家（集合住宅） 

４．民間の賃貸住宅（集合住宅） 

６．市営・都営等の公営住宅 

８．その他（             ） 

 

問 24以降は、皆様がお答えください。 

問 24 高齢者になった際に、安全・安心に暮らすために重要なことをお教えください。 

＜最もお考えに近いもの１
．
つ
．
に○印＞ 

１．高齢者向けの公営住宅の充実 

３．有料老人ホームなどの高齢者向け施設の充実 

５．転倒等の家庭内事故を防ぐ設備の充実 

７．自宅で生活できるような高齢者サービスの充実 

２．高齢者向けの民間賃貸住宅の充実 

４．自宅のバリアフリー化 

６．高齢者向けの住宅についての情報提供 

８．高齢者等を地域で支えるコミュニティの充実 

９．その他（                                         ） 

 

６．市の住宅施策について伺います 

問 25 小金井市では、下記①～⑳の住宅に関する取り組みを進めています。これらの取り組みについて 

あなたが小金井市で生活する中で感じる「満足度」、および今後小金井市で積極的に取り組む 

べきだと考える「重要度」について、それぞれお答えください。＜それぞれ１つ
．．

に○印＞ 

設問項目 

※①～⑳のすべての項目に 

お答えください 

満足度＜１つ
．．

に○印＞ 重要度＜１つ
．．

に○印＞ 

満足 
まあ 

満足 

やや 

不満 
不満 重要 

まあ 

重要 

あまり重要

ではない 

重要で

はない 

1. 例：子育て世帯向け住宅の充実 １ ２ ３ ４ １ ２ ３ ４ 

① 高齢者世帯や障がい者世帯の住宅の確保 １ ２ ３ ４ １ ２ ３ ４ 

② 高齢者世帯や障がい者世帯への居住支援 １ ２ ３ ４ １ ２ ３ ４ 

③ 子育て世帯向け住宅の充実 １ ２ ３ ４ １ ２ ３ ４ 

④ 子育て世帯の居住の促進 １ ２ ３ ４ １ ２ ３ ４ 

⑤ 緑・水辺環境の保全 １ ２ ３ ４ １ ２ ３ ４ 

⑥ まちづくり施策※と連携した住環境の改善 １ ２ ３ ４ １ ２ ３ ４ 

⑦ 住宅の省エネ化の促進 １ ２ ３ ４ １ ２ ３ ４ 

⑧ 住宅の長期利用の促進 １ ２ ３ ４ １ ２ ３ ４ 

⑨ 住宅の耐震化の促進 １ ２ ３ ４ １ ２ ３ ４ 

⑩ 災害に強いまちづくりへの取り組み １ ２ ３ ４ １ ２ ３ ４ 

⑪ 防犯性の高い住環境の形成 １ ２ ３ ４ １ ２ ３ ４ 

⑫ 化学物質などによる健康被害を防ぐ住宅の普及 １ ２ ３ ４ １ ２ ３ ４ 

⑬ 
バリアフリー化など、すべての人にとって

使いやすい住宅の普及 
１ ２ ３ ４ １ ２ ３ ４ 

⑭ 既存住宅の長期利用に向けた取り組み １ ２ ３ ４ １ ２ ３ ４ 

⑮ 分譲マンションの適切な維持・管理への支援 １ ２ ３ ４ １ ２ ３ ４ 

⑯ 良質な賃貸住宅の供給に向けた取り組み １ ２ ３ ４ １ ２ ３ ４ 

⑰ 空き家など既存の住宅ストックの活用促進 １ ２ ３ ４ １ ２ ３ ４ 

⑱ 公的賃貸住宅の適切な維持・管理 １ ２ ３ ４ １ ２ ３ ４ 

⑲ 地域コミュニティの形成支援に向けた取り組み １ ２ ３ ４ １ ２ ３ ４ 

⑳ 
住宅に関する総合的な相談窓口の整備に向

けた取り組み 
１ ２ ３ ４ １ ２ ３ ４ 

※まちづくり施策の例 

・地区計画（地区の課題や特徴を踏まえ、目指すべき将来像を設定し、その実現に向けてまちづくりを進めていく手法）の導入 

・まちづくり条例（安心して暮らせる活力に満ちたまちづくりの実現に寄与することを目的として定めた条例）の活用 

・市街地のバリアフリー化の推進 ・宅地の細分化の防止  など  
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７．コミュニティのあり方について伺います 

 

問 26 現在の近所づきあいについてお教えください。＜１つ
．．

に○印＞ 

１．親しく付き合っている  ２．世間話をする程度である 

３．挨拶を交わす程度である  ４．無干渉であり、顔を知らない人もいる 

５．その他（                                  ） 

 

問 27 自治会への加入状況についてお教えください。＜１つ
．．

に○印＞ 

１．加入しており、活動に参加している ２．加入しているが、活動には参加していない 

３．加入したいが、機会がなく、方法もわからない ４．加入していないし、必要性も感じない 

５．その他（                                  ） 

 

問 28 今後のコミュニティのあり方についての考えをお教えください。 

＜最もお考えに近いもの１つ
．．

に○印＞ 

１．子育てや高齢者の介護等について、地域の住民みんなで助け合いながら生活する 

２．個々の生活には干渉しないが、祭や運動会等の活動は住民同士で協力しながら生活する 

３．あまり干渉しあわず、お互いのプライバシーを守りながら生活する 

４．その他（                                  ） 

 

 

■暮らしと住まいについて、ご意見・ご要望・アイデアがございましたら、ご自由にお書き下さい。 

また、コロナ禍に伴い暮らし方が変化した部分や、今後希望する住まいなどがありましたら、具体的にお書きください。 
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資料５ 賃貸住宅所有者意識調査 

１ 調査概要 

 調査の目的 

市内の賃貸住宅の建物の状況と経営者の意向を把握し、小金井市住宅マスタープランの検討及

び今後の住宅政策に活かしていくため。 

 

 調査項目 （全２７問） 

・ご本人（賃貸住宅経営者）及び現在の賃貸住宅経営のことについて（４問） 

・現在経営している賃貸住宅の概要について（７問） 

・建物の維持・管理について（７問） 

・空き室の状況について（９問） 

・自由記述 
 

 実施方法 

調査対象 

市内にある賃貸住宅の所有者（個人または法人） 

実施方法 

公益社団法人東京都宅地建物取引業協会武蔵野中央支部の会員（以下、会員）を通じ、所有者な

どの意向を踏まえ、１）～４）の任意の手法で実施した。 

１）所有者に対しヒアリング形式で聞き取りを行う。実施後は、聞き取りを行った会員が、返信用封

筒を用いて市に送付する。 

２）所有者にアンケート票を配布し、アンケート票記入の依頼をしたうえで、後日会員がアンケート

票を回収する。実施後は、回収を行った会員が、返信用封筒を用いて市に送付する。 

３）所有者にアンケート票を配布し、アンケート票記入の依頼を行う。記入後は、所有者自身が、返

信用封筒を用いて市に送付する。 

４）会員（管理会社など）が、所有者にヒアリングを行うなどして代筆し、返信用封筒を用いて市に

送付する。（把握している部分のみを先に記載し、①～③の方法と併用することも可） 

実施期間 

会員への配付：令和２年９月１５日（火） 

返送期限  ：令和２年１０月３０日（金） 

回収結果 

配布数：２８９件 

回収数：２２１件 

回収率：７６．５％ 
 

 集計に関する留意事項等 

○ 指定した回答数を超えて回答があった場合は、無効回答として「無回答」扱いで集計した。 

○ 条件付きで回答を求める設問に対し、条件に合わない回答があった場合（選択肢１を選んだ場合

のみ回答する設問に対し、選択肢２を選んでいるにも関わらず回答があった場合など）は、無効

回答として「無回答」扱いで集計した。 

○ 調査結果は、比率を全て百分率（％）で表し、小数点第２位以下を四捨五入して表示している。

そのため、比率の合計が１００．０％となっていない場合がある。 

○ 小金井市内で複数の賃貸住宅を所有している場合は、最も住戸数の多い住宅について回答してい

る。  
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２ 調査結果 

 所有者自身と賃貸住宅経営について 

① 経営主体・所有者の年齢（問１）＜単数回答＞ 

 個人経営が７割以上を占める 

経営主体は「個人」が７３．３％、「法人」が１９．０％となっている。 

個人所有者の年齢は、「７０歳以上」が３９．５％と最も多く、次いで「６０～６９歳」が２８．４％、「５０～

５９歳」が１８．５％、「４０～４９歳」が８．０％となっている。 

■経営主体             ■年齢（主体が個人の場合） 

        

② 所有者の居住地（所有事業者の所在地）（問２）＜単数回答＞ 

小金井市内に居住、または事業所がある所有者が約６８％を占める 

「小金井市内」が６８．３％と最も多く、次いで「東京都内の他市区町

村」が１８．６％、「他道府県」が４．５％となっている。 
 

■具体的な住まい（他自治体） 

（複数回答があった自治体のみ抜粋、括弧内は票数） 

 
 

③ 市内に所有している賃貸住宅の棟数・戸数（問３）＜単数回答＞ 

棟数は、１棟の所有が６割以上を占め、戸数は、５～１０戸の所有が約４割を占める 

市内に所有している棟数は、「１棟」が６２．９％と最も多く、次いで「２棟」が１７．６％、「３棟」が４．５％

となっている。所有している戸数は、「５～１０戸」が３８．５％と最も多く、次いで「５戸以下」が１９．０％、

「２１戸以上」が１４．５％、「１１～１５戸」が１３．１％となっている。 

■棟数     ■戸数 

       

個人
73.3%

法人
19.0%

無回答
7.7%

n=221 30歳未満
0.0%

30～39歳
3.1%

40～49歳
8.0%

50～59歳
18.5%

60～69歳
28.4%

70歳以上
39.5%

無回答
2.5%

n=162

＜東京都内＞ 

三鷹市（５）、世田谷区（５）、武蔵野市（４）、国分寺市（３）、

小平市（３）、府中市（３）、東大和市（２）、港区（２）、杉並区

（２）、練馬区（２） 

＜他道府県＞ 

埼玉県（２）、神奈川県（２）、静岡県（２） 

n=221 

 

小金井市内
68.3%

東京都内の

他市区町村
18.6%

他道府県
4.5%

無回答
8.6%

n=221

5戸以下
19.0%

5～10戸
38.5%

11～15戸
13.1%

16～20戸
8.1%

21戸以上
14.5%

無回答
6.8%

n=221
62.9

17.6

4.5

4.1

1.8

0.0

0.0

1.4

0.5

0.5

0.0

6.8

0% 20% 40% 60% 80%

1棟

2棟

3棟

4棟

5棟

6棟

7棟

8棟

9棟

10棟

11棟以上

無回答
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④ 賃貸住宅の経営における課題（問４）＜複数回答＞ 

建物や設備の修繕費やリフォーム費を課題とする回答が４８％にのぼる 

「建物や設備を修繕するための費用がかかる」が４８．０％と最も多く、次いで「退去後のリフォームに費用が

かかる」が４４．３％、「空き室の増加」が３１．７％、「家賃設定が低く賃料収入が少ない」が２８．１％となっ

ている。 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

■「その他」の記述内容（括弧内は票数） 

 

 

 賃貸住宅の概要について 

① 完成年次（問５）＜単数回答＞ 

昭和５５年以前に建てられた住宅が約１３％を占める 

「昭和５６～平成１２年」完成が５８．８％と最も多いものの、「昭和４

６～５５年」が９．５％、「昭和４５年以前」が３．６％となっており、昭

和５５年以前に建てられた住宅が１３．１％を占める。 

 

② 階数・戸数（問５）＜単数回答＞ 

階数は、２階建が７割以上を占め、戸数は、５～１０戸が約５割を占める 

階数は、「２階建」が７２．９％と最も多く、次いで「３階建」が１１．３％となっている。 

戸数は、「５～１０戸」が４７．５％と最も多く、次いで「５戸以下」が２４．４％、「１１～１５戸」が１２．

７％となっている。 

■階数            ■戸数 

 

 

 

 

 

 

  

ゴミ処理や分別に関する内容（４）、建物の老朽化（１）、入居中の高齢夫婦に認知症の症状がでている（１） 

昭和45年以前
3.6%

昭和46～55年
9.5%

昭和56～平成12年
58.8%

平成13年以降
22.6%

無回答
5.4%

n=221

5戸以下
24.4%

5～10戸
47.5%

11～15戸
12.7%

16～20戸
5.9%

21戸以上
5.9%

無回答
3.6%

n=2211.4

72.9

11.3

5.0

2.7

0.0

0.9

0.9

0.0

0.0

0.5

0.0

0.9

0.0

3.6

0% 20% 40% 60% 80%

1階建

2階建

3階建

4階建

5階建

6階建

7階建

8階建

9階建

10階建

11階建

12階建

13階建

14階建以上

無回答

48.0

44.3

31.7

28.1

16.3

15.8

11.8

8.1

6.8

5.4

3.6

3.2

3.2

2.7

1.4

0.9

19.0

3.2

0.5

0% 10% 20% 30% 40% 50%

建物や設備を修繕するための費用がかかる

退去後のリフォームに費用がかかる

空き室の増加

家賃設定が低く賃料収入が少ない

資産価値が低下している

家賃の滞納

独居高齢者等の孤独死の懸念

防災、防犯対策など、当初予定していなかった費用が発生している

入居者からの要望や苦情

入居者がいるため建て替えできない

退去者の残置物の処理

管理に手間がかかる（管理委託費用が高い）

近隣とのトラブル

当初の資金計画に狂いが生じ、ローンの返済が苦しい

独居高齢者等の入院、死亡等の際の連絡先が不明

短期の入居者が多いため更新料が入らない

特に問題はない

その他

無回答

n=221 
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③ 構造（問５）＜単数回答＞ 

木造住宅が６割以上を占める 

「木造」が６２．４％と最も多く、次いで「鉄骨（Ｓ）造」が１６．３％、

「鉄筋コンクリート（ＲＣ）造」が１４．９％、「鉄骨鉄筋コンクリート（Ｓ

ＲＣ）造」が３．２％となっている。 

 

 

 

 

④ 店舗の有無・賃貸住宅が立地している土地の権利（問５）＜単数回答＞ 

店舗のない住宅が８割以上を占め、土地の所有権を持っている所有者が９割以上を占める 

店舗の有無については、「ない」が８５．１％、「ある」が１０．４％となっている。土地の権利については、「所

有権」が９６．８％と最も多く、次いで「借地権」が０．９％、「地上権」が０．５％となっている。 

■店舗の有無                      ■土地の権利 

 

 

 

 

 

 

 

   

⑤ 所在地（問５②）＜単数回答＞ 

武蔵小金井地域が約半数を占め、その中でも本町の占める割合が大きい 

地域でみると、「武蔵小金井地域」が５０．２％と最も多く、次いで「東小金井地域」が３８．９％、「野川地域」

が１０．４％となっている。地区でみると、「本町」が２４．０％と最も多く、次いで「東町」が１２．２％、「梶

野町」が１１．８％、「緑町３～５丁目」が１１．３％となっている。 

■地域別                     ■地区別 

 

 

 

  

武蔵小金井

地域
50.2%

東小金井

地域
38.9%

野川地域
10.4%

無回答
0.5%

n=221

24.0

3.6

5.4

11.3

0.0

0.9

5.0

11.8

12.2

9.5

2.7

2.7

5.9

0.9

3.6

0.5

0% 5% 10% 15% 20% 25%

本町

桜町

貫井北町

緑町３～５丁目

関野町２丁目

貫井南町３丁目

中町３丁目

梶野町

東町

緑町１～２丁目

関野町１丁目

中町２丁目

前原町

中町１、４丁目

貫井南町１、２、４、５丁目

無回答

武
蔵

小
金

井
地

域
東

小
金

井
地

域
野

川
地

域

武
蔵
小
金
井
地
域 

東
小
金
井
地
域 

 

野
川
地
域 

n=221 

 

木造
62.4%鉄骨（S）造

16.3%

鉄筋コンク

リート（RC）造
14.9%

鉄骨鉄筋

コンクリート

（SRC）造
3.2%

その他（PC造、

CB造など）
0.9%

無回答
2.3%

n=221

ある
10.4%

ない
85.1%

無回答
4.5%

n=221

所有権
96.8%

地上権
0.5%

借地権
0.9%

定期借地権
0.0% 無回答

1.8%

n=221
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⑥ 間取り別戸数・空き室数（問６）＜単数回答＞ 

「１ルーム・１Ｋ」が全体の半数以上を占め、「４ＬＤＫ～」を除き全ての間取りで空き室率は１割以下となっ

ている 

間取り別戸数の割合をみると、「１ルーム・１Ｋ」が５７．２％と最も多く、次いで「１ＤＫ・２Ｋ」が１５．

６％、「１ＬＤＫ・２ＤＫ」が１２．５％となっている。 

間取り別空き室割合をみると、戸数が少ない「４ＬＤＫ～」が１１．１％と最も多くなり、次いで「１ＤＫ・２

Ｋ」が８．７％、「１ＬＤＫ・２ＤＫ」が７．２％と多くなっている。 

 

■間取り別戸数割合                ■間取り別空き室割合 

   

 

⑦ 間取り別平均面積と家賃（問６）＜単数回答＞ 

「１ルーム・１Ｋ」の平均面積は一人暮らしの最低居住面積水準を下回るが、東京都住宅確保要配慮者賃貸住

宅供給促進計画の登録基準を上回る 

間取り別に平均面積をみると、全体では、３４．１㎡であるものの、「１ルーム・１Ｋ」では２１．６㎡と、一

人暮らしの最低居住面積水準（２５㎡）を下回るが、東京都住宅確保要配慮者賃貸住宅供給促進計画の登録基準（２

０㎡）を上回る数値となっている。 

平均家賃については、全体で７７，０６０円となっており、東京都の平均８１，００１円（平成３０年住宅・土

地統計調査より）より低い額となっている。 

 

■間取り別平均面積                 ■間取り別平均家賃 

    

57.2

15.6

12.5

7.6

4.9

0.5

1.6

0% 20% 40% 60% 80%

1   ・1K

1DK・2K

1LDK・2DK

2LDK・3DK

3LDK・4DK

4LDK～

その他

6.9

8.7

7.2

3.3

1.0

11.1

0.0

0% 5% 10% 15%

1   ・1K
(n=1,137)

1DK・2K
(n=310)

1LDK・2DK
(n=249)

2LDK・3DK
(n=152)

3LDK・4DK
(n=98)

4LDK～
(n=9)

その他
(n=32)

34.1

21.6

29.9

37.6

54.2

73.6

107.5

77.4

0 20 40 60 80 100 120

総数

1   ・1K

1DK・2K

1LDK・2DK

2LDK・3DK

3LDK・4DK

4LDK～

その他

（㎡）
77,060 

55,802 

64,458 

81,093 

113,486 

166,438 

208,000 

206,000 

0 50,000 100,000 150,000 200,000 250,000

総数

1   ・1K

1DK・2K

1LDK・2DK

2LDK・3DK

3LDK・4DK

4LDK～

その他

（円）

n=1,987 
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⑧ 賃貸住宅及びその敷地内の共用施設や設備、付帯設備としてあるもの（問７）＜複数回答＞ 

空調設備やごみ集積所、駐輪場が上位を占める 

「住戸の空調設備（エアコン）」が８０．１％と最も多く、次いで「専用のごみ集積所」が７９．２％、「駐輪場」

が７６．９％、「住戸のインターネット利用に対応した設備」が４０．７％となっている。 

  

■「その他」の記述内容（括弧内は票数） 

 
 

⑨ 住宅確保要配慮者の入居制限（問８）＜単数回答＞ 

知的・精神障がい者がいる世帯への入居制限が最も多い 

「原則、入居を断る」、「入居を断ることが多い」と回答した割合をみると、「知的・精神障がい者がいる世帯」

が７６．５％と最も多く、次いで「２人以上の高齢者のみの世帯」が５７．０％、「生活保護世帯」が４９．３％

となっている。 

  

80.1

79.2

76.9

40.7

26.2

12.7

12.2

11.3

6.8

4.1

3.2

2.7

2.3

2.7

1.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

住戸の空調設備（エアコン）

専用のごみ集積所

駐輪場

住戸のインターネット利用に対応した設備

駐車場

防犯カメラ

二重サッシ又は複層ガラスの窓

オートロック

エレベーター

管理人室

広場、共用の庭

共用部分のバリアフリーの設備（手すり、段差解消など）

防災設備（倉庫、水槽）

その他

無回答

34.8

43.0

31.7

65.2

37.1

37.6

39.8

36.7

30.8

13.6

14.0

14.9

11.3

12.2

6.8

5.9

9.5

7.2

35.3

28.5

37.6

18.1

33.0

27.1

22.2

39.4

38.5

16.3

14.0

15.8

5.0

17.6

27.1

31.2

14.5

22.6

0.0

0.5

0.0

0.5

0.0

1.4

0.9

0.0

0.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

単身高齢者のみの世帯

２人以上の高齢者のみの世帯

身体障がい者がいる世帯

知的・精神障がい者がいる世帯

生活保護世帯

ひとり親世帯

未就学児の子どもがいる世帯

外国人のみの世帯

ＬＧＢＴの世帯

原則、入居を断る 入居を断ることが多い 条件によっては入居を断る 特に、入居を断わらない 無回答

ウォシュレット（２）、モニターフォン（２）、各所帯用の物置（１）、CATV（２） 

n=221 

 

n=221 
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⑩ 住宅確保要配慮者の入居を断る理由（問９）＜複数回答＞ 

「近隣からの苦情・トラブル」「火の取扱いが心配」が入居を断る主な理由 

「知的・精神障がい者がいる世帯」の「近隣からの苦情・トラブル」が６５．１％と最も多く、次いで「単身高

齢者のみの世帯」の「火の取扱いが心配」が５６．１％、「身体障がい者がいる世帯」の「バリアフリー仕様にな

っていない」が４６．６％、「外国人のみの世帯」の「近隣からの苦情・トラブル」が４５．１％となっている。 

 

  

33.6

21.4

8.7

7.1

17.4

11.2

6.9

22.5

7.1

17.8

19.8

14.6

65.1

43.1

25.5

33.7

45.1

23.8

56.1

40.5

16.5

20.1

10.1

5.1

7.9

5.9

4.8

32.7

27.8

46.6

7.1

2.8

2.0

3.0

2.0

3.6

30.8

25.4

3.9

10.7

29.4

6.1

6.9

17.6

10.7

1.9

2.4

10.7

5.3

7.3

1.0

5.0

13.7

2.4

24.3

30.2

21.4

17.8

16.5

41.8

41.6

27.5

40.5

11.2

9.5

15.5

10.1

17.4

20.4

15.8

13.7

25.0

0% 20% 40% 60%

単身高齢者

のみの世帯
(n=107)

２人以上の高齢者

のみの世帯
(n=126)

身体障がい者

がいる世帯
(n=103)

知的・精神障がい

者

がいる世帯
(n=169)

生活保護世帯
(n=109)

ひとり親世帯
(n=98)

未就学児の子ども

がいる世帯
(n=101)

外国人のみの世帯
(n=102)

ＬＧＢＴの世帯
(n=84)

家賃滞納の心配

近隣からの苦情・トラ

ブル(騒音、越境など）

火の取扱いが心配

バリアフリー仕様に

なっていない

生活時間帯やパター

ンの違い

退去時に傷みがひど

い

その他

無回答
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住宅確保要配慮者の入居を断る理由 その他（問９）＜複数回答＞ 

対象者 断る理由（その他） 

単身高齢者のみの世

帯 

○空きがない（２） 

○築浅のため 

○孤独死の懸念（２） 

○高齢者不可 

○建物のブランドにそぐわない 

○若年社会人限定にしている 

○終の住処になる可能性 

○管理コストが上がる 

○健康面で心配 

○対応に多くの時間を費やすことが多い

ため 

○コミュニケーションの問題 

○事件・事故の心配 

○原状復帰に多額がかかる 

○ファミリーの方向けのため 

○バリアフリー対応でない 

○トラブル防止 

２人以上の高齢者の

みの世帯 

○ワンルームアパートである 

○単身者用物件 

○終の住処になる可能性 

○管理コストが上がる 

○対応に多くの時間を費やすことが多い

ため 

○健康面で心配 

○コミュニケーションの問題 

○事件・事故の心配 

○室内での死亡の懸念 

○原状復帰に多額がかかる 

○若年限定 

○バリアフリー対応ではない 

○監視ができないため 

身体障がい者がいる

世帯 

○エレベーターがない  

知的・精神障がい者

がいる世帯 

○過去のトラブル経験 

○障がい者を受け入れるための知識等が

ない 

○本人からのクレームが多い 

○管理コストが上がる 

○対応の負担 

○コミュニケーションの問題 

○事件・事故の心配 

○飼い犬が吠える心配がある 

○健康面で心配 

生活保護世帯 
○家賃が生活保護世帯の対象外になって

いる（２） 

○まれに問題を起こす人がいる 

ひとり親世帯 
○今まで入居したことがない 

○単身用住居のため 

○飼い犬が吠える心配がある 

 

未就学児の子どもが

いる世帯 

○１Ｋなので子供は不可 

○過去のトラブル経験 

○飼い犬が吠える心配がある 

 

外国人のみの世帯 ○単身者用物件  

ＬＧＢＴの世帯 
○理解できない 

○何となく不安 

○過去のトラブル経験 

 

全対象 ○学生専用 ○女性単身者限定 

※一部表現を修正しています。 
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⑪ 住宅確保要配慮者の入居を受け入れる場合の条件（問１０）＜複数回答＞ 

「近隣に親族がいる」「入居者見守りサポートを受けられる」が入居受け入れの主な条件 

「単身高齢者のみの世帯」の「近隣に親族がいる」が４０．２％と最も多く、次いで「単身高齢者のみの世帯」

の「支援団体が提供する入居者見守りのサポートを受けることができる」が２７．１％、「２人以上の高齢者のみ

の世帯」の「近隣に親族がいる」が２７．０％となっている。また、「外国人のみの世帯」では「家賃債務保証制

度を活用できる」が２２．９％と最も多くなっています。 

  

23.4

19.0

14.6

11.8

22.9

9.2

8.9

25.5

19.0

25.2

18.3

11.7

12.4

15.6

6.1

6.9

12.7

9.5

40.2

27.0

24.3

14.8

10.1

11.2

7.9

2.9

4.8

5.6

3.2

0.0

5.9

6.4

0.0

1.0

2.0

0.0

13.1

8.7

15.5

2.4

0.9

0.0

5.9

0.0

0.0

7.5

4.8

2.9

3.0

11.0

4.1

1.0

3.9

2.4

7.5

4.0

8.7

5.3

7.3

3.1

1.0

5.9

3.6

27.1

20.6

16.5

18.3

16.5

9.2

5.0

8.8

3.6

19.6

26.2

24.3

24.9

21.1

29.6

28.7

21.6

26.2

29.9

34.1

36.9

43.2

39.4

43.9

47.5

43.1

45.2

0% 10% 20% 30% 40% 50%

単身高齢者

のみの世帯
(n=107)

２人以上の高齢者

のみの世帯
(n=126)

身体障がい者

がいる世帯
(n=103)

知的・精神障がい者

がいる世帯
(n=169)

生活保護世帯
(n=109)

ひとり親世帯
(n=98)

未就学児の子ども

がいる世帯
(n=101)

外国人のみの世帯
(n=102)

ＬＧＢＴの世帯
(n=84)

家賃債務保証制度を活

用できる

信用できる保証人がい

る

近隣に親族がいる

契約書に特記事項を追

加する

１階への入居とする

行政が入居希望者に住

戸のあっせんをする

支援団体が入居者から

の相談に対応する

支援団体が提供する入

居者見守りのサポート

を受けることができる
その他

無回答
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住宅確保要配慮者の入居を受け入れる場合の条件 その他（問１０）＜複数回答＞ 

対象者 受け入れる条件（その他） 

単身高齢者のみの世

帯 

○女性限定としている 

○何かあった時に代わりに対応できる人

や機関がある（２） 

○バリアフリー仕様にリフォームした場

合 

２人以上の高齢者の

みの世帯 

○何かあった時に代わりに対応できる人

や機関がある（２） 

○バリアフリー仕様にリフォームした場

合 

身体障がい者がいる

世帯 

○バリアフリー仕様にリフォームした場

合 

○障がいの程度、家族の属性等（２） 

知的・精神障がい者

がいる世帯 

○何かあった時に代わりに対応できる人

や機関がある（２） 

○オーナーへのサポート 

生活保護世帯 
○何かあった時に代わりに対応できる人

や機関がある 

○女性限定としている 

 

ひとり親世帯 ―  

未就学児の子どもが

いる世帯 

―  

外国人のみの世帯 ○学生専用なので特に問題なし  

ＬＧＢＴの世帯 ―  

全対象 

○新築時より住んでいる場合、受け入れ

ている 

○単身者のみに限定 

○事件、事故等発生時、責任をとれる方が

いる事 

その他意見 

○基本的に受け入れない（８） 

○他入居者とのトラブルの懸念（２） 

○入居者を若年、学生に限定している

（２） 

○（外国人世帯）ライフスタイルの違い等

によるトラブルの懸念（２） 

○他入居者の退去につながる心配 

○入居者をファミリーに限定している 

○（障がい者世帯）バリアフリー対応でな

いので受け入れない 

○（２人以上の世帯）単身用のため 

※一部表現を修正しています。 

 

⑫ 「新たなセーフティネット制度」、「居住支援法人」の認知度（問１１）＜単数回答＞ 

「新たなセーフティネット制度」「居住支援法人」共に知らないという回答が７５％以上を占める 

新たなセーフティネット制度を「知らない」と回答した方が７５．６％と最も多く、次いで「名称は知っている

が、内容は知らない」が１９．９％、「制度の内容を知っている」が４．１％となっている。 

居住支援法人を「知らない」と回答した方が７８．７％と最も多く、次いで「名称は知っているが、内容は知ら

ない」が１７．６％、「制度の内容を知っている」が３．２％となっている。 

  

  

4.1

3.2

19.9

17.6

75.6

78.7

0.5

0.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

新たな住宅セーフティネット制度

居住支援法人

制度の内容を知っている 名称は知っているが、内容は知らない 知らない 無回答

n=221 
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 建物の維持・管理について 

① バリアフリー設備の設置状況（問１２）＜複数回答＞ 

バリアフリー設備のない住宅が８割以上を占める 

バリアフリー設備のある割合をみると、「これらの設備はない」が８２．４％を占めている。設備のある住宅の

中では、「段差のない室内」が７．２％と最も多く、次いで「住戸内に手すりがある」が５．０％となっている。 

手すりが設置してある場所の割合をみると、「玄関」が７２．７％と最も多く、次いで「浴室」が６３．６％と

なっている。 

■バリアフリー設備がある割合                 ■手すりが設置してある場所 

      

■「その他」の記述内容（括弧内は票数） 

 

② 不動産仲介管理業者への委託内容（問１３）＜複数回答＞ 

「仲介（入居者募集のみ）」「入居の審査や決定の判断」「トラブル対応」などの委託が多い 

「仲介（入居者募集のみ）」が７６．５％と最も多く、次いで「入居の審査や決定の判断」が５９．３％、「トラ

ブル対応」が５８．８％、「家賃滞納への対応」が５７．０％となっている。 

  

③ 建物の維持・管理への関わり（問１４）＜単数回答＞ 

専門管理業者に維持管理を委託している所有者が約３割、管理を何

もしていない所有者が約３％いる 

建物の維持・管理への関わりとして、「定期的に自ら見回り点検している」

が３６．２％、「不定期に自ら見回り点検している」が２８．１％と６０％

以上の所有者が自ら点検している。 

一方で、「専門管理業者に委託して行っている」は３０．８％であり、「自

ら何もしていない・委託もしていない」としている所有者も３．２％いる。 

  

7.2

5.0

3.2

3.2

3.2

82.4

5.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

段差のない室内

住戸内に手すりがある

またぎやすい高さ(約30～50cm)の浴槽

住戸の廊下等が車いすで通行可能

道路から玄関まで車いすで通行可能

これらの設備はない

無回答

72.7

63.6

54.5

54.5

36.4

27.3

27.3

27.3

9.1

0% 20% 40% 60% 80%

玄関

浴室

トイレ

階段

脱衣所

洗面所

廊下

居住室

その他

76.5

59.3

58.8

57.0

53.4

33.9

33.0

32.1

11.3

0.0

3.6

0.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

仲介（入居者募集のみ）

入居の審査や決定の判断

トラブル対応

家賃滞納への対応

家賃徴収

建物の維持管理

共用部の日常の清掃

家賃の変更や決定の判断

会計・税務などの事務処理

その他

委託している内容はない

無回答

n=221 

 

n=11 

 

n=221 

 

定期的に自ら

見回り点検し

ている
36.2%

不定期に自ら見回り

点検している
28.1%自ら何もしていない・

委託もしていない
3.2%

専門管理業者に

委託して行って

いる
30.8%

その他
0.0%

無回答
1.8%

n=221

エレベーター（１） 



117 

④ 増改築や改修工事等の実施状況（問１５）＜単数回答＞ 

半数以上の住宅が、増改築や改修工事等を実施している 

工事を「実施した」が５０．２％、「実施していない」が４８．０％とな

っている。 

工事内容をみると、「天井・壁・床等の内装の改修工事」が６４．９％と

最も多く、次いで「屋根・外壁等の改修工事」が６２．２％、「冷暖房設備

の改善・設置工事」が５５．９％、「台所の改修工事」、「トイレの改修工事」

が３２．４％となっている。 

 

■工事内容 

  

■「その他」の記述内容（括弧内は票数） 

 

 

⑤ 耐震診断の実施状況・診断をしない理由（問１７Ａ）＜単数回答＞ 

８割以上の住宅で耐震診断を実施しておらず、新耐震基準ではないが必要ないと考えている所有者も４分の１以上いる 

耐震診断を「実施していない」が８６．９％、「実施した」が１２．２％となっている。 

診断をしない理由は、「新耐震基準で建てられているため必要ない」が６０．４％と最も多く、次いで「新耐震

基準ではないが必要ないと考えている」が２７．６％、「費用が不足している」が１０．９％となっている。 

■耐震診断の実施状況             ■診断をしない理由 

  

64.9

62.2

55.9

32.4

32.4

25.2

18.9

11.7

3.6

0.9

0.9

0.9

0.9

4.5

1.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

天井・壁・床等の内装の改修工事

屋根・外壁等の改修工事

冷暖房設備の改善・設置工事

台所の改修工事

トイレの改修工事

浴室の改修工事

洗面所の改修工事

増築・間取りの変更

壁・柱・基礎等の補強工事

防音・遮音工事

窓・壁等の断熱・結露防止工事

エレベーターの設置

高齢者等のための設備の工事（手すりの設置、段差の解消等）

その他

無回答

実施した
12.2%

実施していない
86.9%

無回答
0.9%

n=221
60.4

27.6

10.9

0.0

0.5

0.5

0.0

0% 20% 40% 60% 80%

新耐震基準で建てられて

いるため必要ない

新耐震基準ではないが

必要ないと考えている

費用が不足している

どのように実施すべきか

分からない

相談相手がいない・

分からない

依頼する事業者が

いない・分からない

無回答

エレベーター改修工事（１）、バルコニーの交換（１）、床材を畳からフローリングへ交換（１）、モニター

フォンの設置など防犯対策（１）、共用部分の LED照明設置（１）、照明の改善（１）、外観の美観化（１） 

n=111 

 

n=192 

 

実施した
50.2%

実施していない
48.0%

無回答
1.8%

n=221
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⑥ 耐震改修の実施状況・改修をしない理由（問１７Ｂ）＜単数回答＞ 

９割以上の住宅で耐震改修を実施しておらず、新耐震基準ではないが必要ないと考えている所有者も４分の１以上いる 

耐震改修を「実施していない」が９１．０％、「実施した」が５．９％となっている。 

改修をしない理由は、「新耐震基準で建てられている（耐震診断で問題が無かった）ため必要ない」が５８．７％

と最も多く、次いで「新耐震基準ではないが必要ないと考えている」が２７．４％、「費用が不足している」が１

１．９％となっている。 

■耐震改修の実施状況        ■改修をしない理由 

 

 

 

 

 

 

 

  

⑦ 劣化診断の実施状況・診断をしない理由（問１８Ａ）＜複数回答＞ 

８割以上の住宅で劣化診断を実施しておらず、新耐震基準ではないが必要ないと考えている所有者も４分の１いる 

劣化診断を「実施していない」が８５．１％、「実施した」が１４．０％となっている。 

診断をしない理由は、「新耐震基準で建てられているため必要ない」が５７．４％と最も多く、次いで「新耐震

基準ではないが必要ないと考えている」が２５．０％、「費用が不足している」が１０．６％となっている。 

■劣化診断の実施状況        ■診断をしない理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑧ 大規模改修の実施状況・改修をしない理由（問１８Ｂ）＜単数回答＞ 

８割以上の住宅で大規模改修を実施しておらず、新耐震基準ではないが必要ないと考えている所有者も約４分の１いる 

大規模改修を「実施していない」が８３．７％、「実施した」が１４．９％となっている。 

改修をしない理由は、「新耐震基準で建てられている（耐震診断で問題が無かった）ため必要ない」が５６．８％

と最も多く、次いで「新耐震基準ではないが必要ないと考えている」が２４．３％、「費用が不足している」が１

３．０％、「どのように実施すべきか分からない」が２．７％となっている。 

■大規模改修の実施状況        ■改修をしない理由 

    
56.8

24.3

13.0

2.7

1.1

0.0

1.1

1.1

0% 20% 40% 60% 80%

新耐震基準で建てられている（耐震診断

で問題が無かった）ため必要ない

新耐震基準ではないが

必要ないと考えている

費用が不足している

どのように実施すべきか分からない

相談相手がいない・分からない

依頼する事業者がいない・分からない

居住者と調整がつかない

無回答

57.4

25.0

10.6

2.1

2.7

0.5

1.6

0% 20% 40% 60% 80%

新耐震基準で建てられて

いるため必要ない

新耐震基準ではないが

必要ないと考えている

費用が不足している

どのように実施すべきか分からない

相談相手がいない・分からない

依頼する事業者が

いない・分からない

無回答

58.7

27.4

11.9

0.0

1.0

0.0

0.0

1.0

0% 20% 40% 60%

新耐震基準で建てられている（耐震

診断で問題が無かった）ため必要ない

新耐震基準ではないが

必要ないと考えている

費用が不足している

どのように実施すべきか分からない

相談相手がいない・分からない

依頼する事業者がいない・分からない

居住者と調整がつかない

無回答

n=201 

 

n=188 

 

n=185 

 

実施した
5.9%

実施していない
91.0%

無回答
3.2%

n=221

実施した
14.0%

実施していない
85.1%

無回答
0.9%

n=221

実施した
14.9%

実施していない
83.7%

無回答
1.4%

n=221
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 空き室の状況について 

① ３か月以上利用されていない住戸の状況（問１９・２０）＜単数回答＞ 

３か月以上利用されない空き室がある住宅は４分の１以上あり、そのうち２割以上で募集が行われていない 

空き室が「ない」が７０．１％、次いで「ある」が２７．１％となっている。 

空き室の募集状況をみると、「募集している」が７３．３％、「募集していない」が２３．３％となっている。 

■３か月以上利用されていない住戸の有無    ■空き室の募集状況 

     

 

② 入居者が決まらない原因（問２１）＜複数回答＞ 

入居者が決まらない原因として、建物の老朽化を挙げる回答が多い 

「建物が古い・設備が傷んでいるため」が３６．４％と最も多く、次いで「内装が古い・劣化しているため」が

３１．８％、「入居条件を厳しくしているため」が２２．７％となっている。 

  

■「その他」の記述内容（括弧内は票数） 

  

ある
27.1%

ない
70.1%

無回答
2.7%

n=221

募集している
73.3%

募集して

いない
23.3%

無回答
3.3%

n=63

36.4

31.8

22.7

18.2

18.2

15.9

13.6

11.4

6.8

6.8

4.5

0.0

0.0

0.0

0.0

20.5

2.3

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

建物が古い・設備が傷んでいるため

内装が古い・劣化しているため

入居条件を厳しくしているため

居住面積が狭小であるため

市場が悪いため（供給過剰、競合物件の存在、需要減退等）

日照条件が悪いため

交通の便や日常生活が不便なため

ペットを飼育できないため

募集家賃を値下げしていないため

バリアフリー対応していないため

遮音性がよくないため

駐車場がないため

住宅の質や性能を示す情報が不足しているため

騒音や振動など、近隣環境がよくないため

地域イメージがよくないため

その他

無回答

コロナウイルスの影響で大学生が解約したため（２）、トイレとバスが一体になっていないため（２）、風呂

がなくトイレが共同であるため（１） 

n=44 
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③ 入居者募集をしていない理由（問２２）＜単数回答＞ 

入居者募集をしていない理由として、「賃貸経営の終了」「建替え予

定」「募集のための準備が出来ていない」などが挙げられている 

「賃貸経営を終了するため」が２８．６％と最も多く、次いで「建替え

を予定しているため」「修繕や清掃など、募集するための準備ができていな

い」が１４．３％となっている。 

 

■「その他」の記述内容（括弧内は票数） 

 

 

④今後の賃貸住宅経営について（問２３）＜単数回答＞ 

今後も現状のまま経営を続けたいとの回答が８割以上を占める 

「現状のまま経営を続けたい」が８０．１％と最も多く、次いで「賃貸

住宅の経営規模をさらに拡大したい」が８．１％ある。 

一方、「賃貸住宅の経営は縮小したい」が７．２％、「賃貸住宅の経営は

廃業したい」、「賃貸住宅を売却したい」は１．８％となっている。 

 

■「その他」の記述内容（括弧内は票数） 

 

 

⑤ 今後小金井市内で賃貸住宅を供給する際に、入居を想定している世帯（問２４）＜複数回答＞ 

今後の賃貸住宅の供給にあたっては、社会人や学生の単身世帯の入居想定が多く、子育て世帯や高齢者世帯の

入居想定は少ない 

今後の入居を想定している世帯としては、「単身社会人」が６４．６％と最も多く、次いで「学生（単身）」が５

９．０％となっている一方、「子育て世帯（夫婦と１８歳未満の子どもがいる世帯）」は３５．９％、「単身高齢者

（６５歳以上）の世帯」が１７．９％、「２人以上の高齢者（６５歳以上）のみの世帯」が１４．４％と、社会人

や学生の単身世帯と比べ少なくなっている。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■「その他」の記述内容（括弧内は票数） 

 

  

孤独死があったため（１） 

子どもに引き継ぎたい（１） 

家賃が入れば特にない（１） 

n=195 

 

現状のまま経営を

続けたい
80.1%

賃貸住宅の経

営規模をさらに

拡大したい
8.1%

賃貸住宅の経営は

縮小したい
7.2%

賃貸住宅の経営は

廃業したい
1.8%

賃貸住宅を

売却したい
1.8%

その他
0.5%

無回答
0.5%

n=221

建替えを予定して

いるため
14.3%

リフォームを予定

しているため
7.1%

修繕や清掃など、

募集するための準

備ができていない
14.3%

借地であり、土地を返

還する予定のため
0.0%

賃貸経営を終了

するため
28.6%

その他
21.4%

無回答
14.3%

n=14

64.6

59.0

36.4

35.9

28.2

17.9

14.4

8.2

4.1

1.0

1.5

5.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

単身社会人

学生（単身）

夫婦のみ世帯（子育て前・子供なし世帯）

子育て世帯（夫婦と18歳未満の子どもがいる世帯）

ひとり親世帯（親ひとりと18歳未満の子どもがいる世帯）

単身高齢者（65歳以上）の世帯

２人以上の高齢者（65歳以上）のみの世帯

外国人のみの世帯

多世代世帯（３世代以上）

市内で賃貸住宅を供給する予定はない

その他

無回答
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52.5

40.7

27.1

18.1

8.6

3.6

18.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

高齢者や障がい者の居住の安定を支えるしくみ

子育て世帯の居住の安定を支えるしくみ

良質な住宅（子育て向け、高齢者向け災害対応など）の認定制度

住み替えを支えるしくみ

良質な住宅に関する不動産情報の提供

その他

無回答

14.3

8.8

8.8

4.8

2.0

25.9

40.1

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

近隣への騒音等のトラブルの懸念

経営している住宅のブランドにそぐわない

需要が少ない

周囲の環境が子育てに適していない

他の世帯向けの住宅に比べ収益を上げづらい

その他

無回答

47.8

43.3

39.9

28.1

3.4

9.0

32.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

孤独死や残置物処理への懸念

認知症等による火災等が心配

高齢者向けの設備投資(       化等)に費用がかかる

保証人がいない

需要が少ない

その他

無回答

⑥ 子育て世帯向けの賃貸住宅を供給しない理由（問２５）＜複数回答＞ 

子育て世帯向けの賃貸住宅供給にあたっては、「近隣への騒音等のトラブルの懸念」が多い 

子育て世帯向けの賃貸住宅を供給しない理由としては、「その他」と「無回答」を除くと、「近隣への騒音等のト

ラブルの懸念」が１４．３％、「経営している住宅のブランドにそぐわない」、「需要が少ない」が８．８％となっ

ている。 

 

 

 

 

 

 

■「その他」の記述内容（括弧内は票数） 

 

 

⑦ 高齢者世帯向けの賃貸住宅を供給しない理由（問２６）＜複数回答＞ 

高齢者世帯向け住宅を供給するにあたって、孤独死や残置物処理、認知症、設備投資への懸念が多く挙げられている 

高齢者世帯向けの賃貸住宅を供給しない理由として、「孤独死や残置物処理への懸念」が４７．８％と最も多く、

次いで「認知症等による火災等が心配」が４３．３％、「高齢者向けの設備投資（バリアフリー化等）に費用がか

かる」が３９．９％、「保証人がいない」が２８．１％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

■「その他」の記述内容（括弧内は票数） 

 

 

⑧ 入居者が賃貸住宅に安心して住み続けるために必要なしくみ・方法（問２７）＜複数回答３つまで＞ 

高齢者や障がい者、子育て世帯の居住の安定を支えるしくみが多く求められている 

「高齢者や障がい者の居住の安定を支えるしくみ」が５２．５％と最も多く、次いで「子育て世帯の居住の安定

を支えるしくみ」が４０．７％、「良質な住宅（子育て向け、高齢者向け災害対応など）の認定制度」が２７．１％、

「住み替えを支えるしくみ」が１８．１％となっている。 

  

 

 

 

 

 

■「その他」の記述内容（括弧内は票数） 

  

単身者用の物件だから（２０）、建物や間取りが適さないから（１３）、賃料とのバランス（１） 

若い人や学生を対象・専用にしているから（６）、生活時間帯の違いなどから若い人とトラブルになるから

（３）、バリアフリーに対応していないから（１） 

n=221 

 

n=147 

 

n=178 

 

ゴミ袋の無料化（１）、ゴミの分別の簡素化（１）、家賃補助（１）、コロナウイルス感染症対策（１）、小金

井市による未回収ゴミの回収（１）、借主の死亡時の対応（１）、トラブル時の大家へのサポート制度（１） 
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 自由記述 

意見の内容を主なキーワードで分類した。各分類と意見の数を下記に示す。 

 

■自由回答欄におけるキーワード別の記述数 

  

住宅確保要配慮者（高齢者等）への対応 

○ 高齢者は保証人、収入、認知症の懸念材料が多い。一個人の力では荷が重すぎるため、気の毒だが入居を断

らざるを得ない。 

○ 住宅に空室が出ても優良な入居者には貸したいが、不安材料のある方には貸さずに空室のままでも良い。ト

ラブルが発生したら家賃収入どころではないと思っている大家は多いのではないでしょうか。 

 

新型コロナウイルスの影響 

○ コロナのため住居を追われた人がやってくるが、仕事もなく収入もない為、保証会社も通らない。気の毒だ

が当方としても入居を断らざるを得ない。 

○ コロナの影響で家賃の滞納が増えている。連帯保証人に連絡しても支払能力がなくなっている。入居者の負

担を考えて保証会社を使用していなかったが、今後は使わざるを得ないと考えている。 

 

経営上の不安（入居率・賃料低下） 

○ 少子化で経営が行き詰まらないか不安。ターゲットを広げる必要があると思う。 

○ 需給のバランスの悪化で賃料が下がっている。コロナの影響で入居希望が減ったが、退居も少なく感じる。 

 

管理における大家の負担 

○ 以前に比べて大家の負担が大きくなっている。入居者がひどい使い方をしても一部しか請求できず、家賃も

下がってきている。 

 

物件の老朽化 

○ 建物も古くなり入居者も高齢化していくので、今後どのようにしていけばよいのかと思う。（建替え等も視

野に入れなければならないが） 

 

ゴミ問題 

○ 小金井市ではゴミの分別が難しく、また回収日が少ないためゴミ置場に未回収ゴミがたまってしまう。 

 

今後の意向 

○ コロナによるリモートワークや都心部からのオフィス移転を狙った形でスモールオフィスへ改装していき

たい。  

6

6

5

3

3

3

2

0 1 2 3 4 5 6 7

住宅確保要配慮者（高齢者等）への対応

新型コロナウイルスの影響

経営上の不安（入居率・賃料低下）

管理における大家の負担

物件の老朽化

ゴミ問題

今後の意向

n=23 
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３ アンケート調査票 

１．ご本人（賃貸住宅経営者）及び現在の賃貸住宅経営のことについてお尋ねします。 

問１ 賃貸住宅の経営主体についてお尋ねします。＜１つ
．．

に○印＞ 

経 営 主 体 １．個人 ２．法人 

年齢 

（個人の方のみ） 

１．30歳未満 

４．50～59歳 

２．30～39歳 

５．60～69歳 

３．40～49歳 

６．70歳以上 
 
問２ お住まい（法人の場合は、事業所の住所）はどちらですか。＜１つ

．．
に○印＞ 

   ２・３を選んだ方は、具体的な自治体名もお書きください。 

１．小金井市内 ２．東京都内の他市区町村（    市/区/町/村） 

３．他道府県（    道/府/県）  
 
問３ 小金井市内に、合計で何棟・何戸の賃貸住宅を所有していますか。＜それぞれ数字

．．
を記入＞ 

棟数 （     ）棟 戸数 （     ）戸 
 
問４ 賃貸住宅の経営において、課題となっていることもしくは課題だとお考えのことに 

ついてお尋ねします。＜当てはまるものすべて
．．．

に○印＞ 

１．空き室の増加 
３．家賃の滞納 
５．当初の資金計画に狂いが生じ、ローンの返済が苦しい 
７．入居者がいるため建て替えできない 
９．建物や設備を修繕するための費用がかかる 
11．管理に手間がかかる（管理委託費用が高い） 
13．独居高齢者等の入院、死亡等の際の連絡先が不明 
15．入居者からの要望や苦情 
17．特に問題はない 

２．家賃設定が低く賃料収入が少ない 
４．短期の入居者が多いため更新料が入らない 
６．資産価値が低下している 
８．退去後のリフォームに費用がかかる 
10．防災、防犯対策など、当初予定していなかった費用が発生している 
12．独居高齢者等の孤独死の懸念 
14．退去者の残置物の処理 
16．近隣とのトラブル 
18．その他（             ） 

 

２．現在経営している賃貸住宅の概要についてお尋ねします。 

※複数の賃貸住宅を経営している場合、最も住戸数の多い住宅についてお答えください。 

問５① 経営している賃貸住宅の概要についてお尋ねします。 

完 成 年 次 （ 西 暦 ） （    ）年 階数・戸数 （  ）階建て／（  ）戸 

構 造 ＜ １ つ
． ．

に ○ 印 ＞ １．木造 

３．鉄筋コンクリート（RC）造 

２．鉄骨（S）造 

４．鉄骨鉄筋コンクリート（SRC）造 

５．その他（PC造、CB造など）（              ） 

店舗の有無＜１つ
．．

に○印＞ １．ある   ２．ない 

土地の権利＜１つ
．．

に○印＞ １．所有権 ２．地上権 ３．借地権 ４．定期借地権（   年） 
 

問５② 経営している賃貸住宅の所在地についてお尋ねします。＜１つ
．．

に○印＞ 

武蔵小金井 

地域 

１．本町 

４．緑町３～５丁目 

７．中町３丁目 

２．桜町 

５．関野町２丁目 

３．貫井北町 

６．貫井南町３丁目 

東小金井 

地域 

８．梶野町 

11．関野町１丁目 

９．東町 

12．中町２丁目 

10．緑町１～２丁目 

野川地域 13．前原町 14．中町１、４丁目 15．貫井南町１、２、４、５丁目 
 
問６ 住戸の主な間取り、面積と家賃についてお答えください。＜数字

．．
を記入＞ 

間取り 1 ﾙｰﾑ・1K 1DK・2K 1LDK・2DK 2LDK・3DK 3LDK・4DK 4LDK～ その他 

戸 数 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 

う ち 現 在 の 

空 き 室 数 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 

面 積 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ 

家賃 +共益費 円 円 円 円 円 円 円 

※同一の間取りで、面積や家賃等が異なる場合は、平均の値を記入してください。 
 
問７ 賃貸住宅及びその敷地内の共用施設・設備、住戸の付帯設備をお答えください。＜当てはまるものすべて

．．．
に○印＞ 

１．エレベーター 

５．管理人室 

２．駐車場 

６．オートロック 

３．駐輪場 

７．防犯カメラ 

４．広場、共用の庭 

８．専用のごみ集積所 

９．共用部分のバリアフリーの設備（手すり、段差解消など） 

11．防災設備（倉庫、水槽） 

13．住戸のインターネット利用に対応した設備 

10．二重サッシ又は複層ガラスの窓 

12．住戸の空調設備（エアコン） 

14．その他（              ） 
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問８ Ａ～Ｉの各世帯について、入居を受け入れていますか。＜それぞれ１つ
．．

に○印＞ 

設問項目 ※Ａ～Ｉのすべての項目 

       にお答えください。 
原則、入居を断る 

入居を断る 

ことが多い 

条件によっては入

居を断る 

特に、入居を断わ

らない 

例．単身高齢者のみの世帯 １ ２ ３ ４ 

Ａ．単身高齢者※１のみの世帯 １ ２ ３ ４ 

Ｂ．２人以上の高齢者※１のみの世帯 １ ２ ３ ４ 

1. Ｃ．身体障がい者がいる世帯 １ ２ ３ ４ 

2. Ｄ．知的・精神障がい者がいる世帯 １ ２ ３ ４ 

Ｅ．生活保護世帯 １ ２ ３ ４ 

3. Ｆ．ひとり親世帯 １ ２ ３ ４ 

4. Ｇ．未就学児の子どもがいる世帯 １ ２ ３ ４ 

5. Ｈ．外国人のみの世帯 １ ２ ３ ４ 

6. Ｉ．ＬＧＢＴ※２の世帯 １ ２ ３ ４ 

※１ 高齢者：65 歳以上 

※２ ＬＧＢＴ：レズビアン、ゲイ、バイセクシュアル、トランスジェンダー 

 

問９・10は、問８で「１．原則、入居を断る」「２．入居を断ることが多い」と回答した項目のみお答え下さい。 

問９ 入居を断る理由についてお答えください。＜当てはまるものすべて
．．．

に○印＞ 

設問項目 

 

※問８で「１．原則、入居を断る」「２．入居を断るこ

とが多い」と回答した項目のみお答え下さい。 

家
賃
滞
納
の
心
配 

近
隣
か
ら
の 

苦
情
・
ト
ラ
ブ
ル 

(

騒
音
、
越
境
な
ど
） 

火
の
取
扱
い
が
心

配 バ
リ
ア
フ
リ
ー
仕

様
に
な
っ
て
い
な

い 生
活
時
間
帯
や 

パ
タ
ー
ン
の
違
い 

退
去
時
に
傷
み
が 

ひ
ど
い 

そ
の
他 

※
下
部
に
理
由
を
記
載 

 

例．高齢者のみの世帯 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

Ａ．単身高齢者のみの世帯 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

7. Ｂ．２人以上の高齢者のみの世帯 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

8. Ｃ．身体障がい者がいる世帯 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

Ｄ．知的・精神障がい者がいる世帯 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

9. Ｅ．生活保護世帯 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

10. Ｆ．ひとり親世帯 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

11. Ｇ．未就学児の子どもがいる世帯 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

12. Ｈ．外国人のみの世帯 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

13. Ｉ．ＬＧＢＴの世帯 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

（※その他の理由：                                      ） 

 

問 10 入居を受け入れる場合の条件についてお答えください。＜当てはまるものすべて
．．．

に○印＞ 

設問項目 

 

※問８で「１．原則、入居を断る」「２．入居を断るこ

とが多い」と回答した項目のみお答え下さい。 

家
賃
債
務
保
証
制
度 

を
活
用
で
き
る 

信
用
で
き
る
保
証
人 

が
い
る 

近
隣
に
親
族
が
い
る 

契
約
書
に
特
記
事
項
を 

追
加
す
る 

１
階
へ
の
入
居
と
す
る 

行
政
が
入
居
希
望
者
に 

住
戸
の
あ
っ
せ
ん
を
す
る 

支
援
団
体
が
入
居
者
か
ら

の
相
談
に
対
応
す
る 

支
援
団
体
が
提
供
す
る
入

居
者
見
守
り
の
サ
ポ
ー
ト

を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る 

そ
の
他 

※
下
部
に
条
件
を
記
載 

Ａ．単身高齢者のみの世帯 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 

14. Ｂ．２人以上の高齢者のみの世帯 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 

15. Ｃ．身体障がい者がいる世帯 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 

Ｄ．知的・精神障がい者がいる世帯 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 

16. Ｅ．生活保護世帯 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 

17. Ｆ．ひとり親世帯 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 

18. Ｇ．未就学児の子どもがいる世帯 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 

19. Ｈ．外国人のみの世帯 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 

20. Ｉ．ＬＧＢＴの世帯 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 

（※その他の条件：                                       ） 

 

 

問９・10へ 
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問 11 平成 27年 10月に施行された「新たな住宅セーフティネット法」に基づき整備された「新たな住宅セーフティ 

ネット制度」や、住宅確保要配慮者※に対する居住支援を行う「居住支援法人」についてご存知ですか。 

（下記参照）＜１つ
．．

に○印＞ 

 制度の内容を 

知っている 

名称は知っているが、 

内容は知らない 

知らない 

Ａ．新たな住宅セーフティネット制度 １ ２ ３ 

Ｂ．居住支援法人 １ ２ ３ 

 

【新たな住宅セーフティネットについて】 

新たな住宅セーフティネット制度は、これまでは公営住宅が担っていた、配慮が必要な方に対しての住宅として、民間賃貸住宅や空き家を活用すること

を進める目的で制定されており、「①住宅確保要配慮者向け賃貸住宅の登録制度」、「②登録住宅の改修や入居者への経済的な支援」、「③住宅確保要配慮者

に対する居住支援」の３つの大きな柱から成り立っています。 

また、住宅確保要配慮者の入居を拒まない賃貸住宅として登録された住宅の入居者への家賃債務保証、賃貸住宅への入居に係る情報提供・相談、見守り

などの生活支援を行う法人を、「居住支援法人」として都道府県が指定しています。 

 

※住宅確保要配慮者：「東京都住宅確保要配慮者賃貸住宅供給促進計画」では次のように定めています。 

低額所得者、被災者（発災後３年以内）、高齢者、障がい者、子ども（高校生相当以下）を養育している者、外国人、中国残留邦人、児童虐待を受けた者、

ハンセン病療養所入所者、ＤＶ被害者、北朝鮮拉致被害者、犯罪被害者、生活困窮者、更生保護対象者、東日本大震災による被災者、海外からの引揚者、

新婚世帯、原子爆弾被爆者、戦傷病者、児童養護施設退所者、ＬＧＢＴ、ＵＩＪターンによる転入者、住宅確保要配慮者に対して生活支援等を行う者 

 

３．建物の維持・管理についてお尋ねします。 

 

問 12① 住戸及び共用部には、下記のバリアフリー設備はありますか。＜当てはまるものすべて
．．．

に○印＞ 

１．住戸内に手すりがある 

２．またぎやすい高さ(約 30～50cm)の浴槽 

３．住戸の廊下等が車いすで通行可能 

４．段差のない室内 

５．道路から玄関まで車いすで通行可能 

６．これらの設備はない 

問 12② 手すりが「設置してある場所」はどこですか。 

＜当てはまるものすべて
．．．

に○印＞ 

 

１．玄関 

４．脱衣所 

７．階段 

 

２．トイレ 

５．洗面所 

８．居住室 

 

３．浴室 

６．廊下 

９．その他 

（     ） 

 

  

 

問 13 不動産仲介管理業者に業務委託をしている内容はありますか。＜当てはまるものすべて
．．．

に○印＞ 

１．仲介（入居者募集のみ） 

４．家賃滞納への対応 

７．トラブル対応 

２．入居の審査や決定の判断 

５．建物の維持管理 

８．会計・税務などの事務処理 

３．家賃徴収 

６．共用部の日常の清掃 

９．家賃の変更や決定の判断 

10．委託している内容はない 11．その他（                     ） 

 
問 14 建物の維持・管理にはどの程度関わっていますか。＜１つ

．．
に○印＞ 

１．定期的に自ら見回り点検している 

３．自ら何もしていない・委託もしていない 

２．不定期に自ら見回り点検している 

４．専門管理業者に委託して行っている 

５．その他（                                  ） 

 

問 15 これまでに増改築や改修工事等を実施しましたか。＜１つ
．．

に○印＞ 

１．実施した    問 16 へ ２．実施していない    問 17 へ 

 

問 16は、問 15で「１．実施した」と回答した方にお尋ねします。 

問 16 改修内容をお答えください。＜当てはまるものすべて
．．．

に○印＞ 

１．増築・間取りの変更 

４．浴室の改修工事 

７．防音・遮音工事 

10．窓・壁等の断熱・結露防止工事 

２．台所の改修工事 

５．洗面所の改修工事 

８．壁・柱・基礎等の補強工事 

11．屋根・外壁等の改修工事 

３．トイレの改修工事 

６．冷暖房設備の改善・設置工事 

９．天井・壁・床等の内装の改修工事 

 

12．エレベーターの設置 13．高齢者等のための設備の工事（手すりの設置、段差の解消等） 

14．その他（                                   ） 

  



126 

問 17・18は、皆様がお答えください。 

問 17① 耐震診断・耐震改修を実施していますか。＜それぞれ１つ
．．

に○印＞ 

＜Ａ．耐震診断
．．

＞ 

１．実施した 

２．実施していない 

 

問 17Ａ② 実施をしない理由は何ですか。＜１つ
．．

に○印＞  

１．新耐震基準※で建てられているため必要ない 

２．新耐震基準ではないが必要ないと考えている 

 

３．費用が不足している 

５．相談相手がいない・分からない 

４．どのように実施すべきか分からない 

６．依頼する事業者がいない・分からない 

  

＜Ｂ．耐震改修
．．

＞ 

１．実施した 

２．実施していない 

 

問 17Ｂ② 実施をしない理由は何ですか。＜１つ
．．

に○印＞  

１．新耐震基準※で建てられている（耐震診断で問題が無かった）ため必要ない 

２．新耐震基準ではないが必要ないと考えている 

 

３．費用が不足している 

５．相談相手がいない・分からない 

７．居住者と調整がつかない 

４．どのように実施すべきか分からない 

６．依頼する事業者がいない・分からない 

  

 
問 18① 劣化診断・大規模改修を実施していますか。＜それぞれ１つ

．．
に○印＞ 

＜Ａ．劣化診断
．．

＞ 

１．実施した 

２．実施していない 

 

問 18Ａ② 実施をしない理由は何ですか。＜１つ
．．

に○印＞  

１．新耐震基準※で建てられているため必要ない 

２．新耐震基準ではないが必要ないと考えている 

 

３．費用が不足している 

５．相談相手がいない・分からない 

４．どのように実施すべきか分からない 

６．依頼する事業者がいない・分からない 

  

＜Ｂ．大規模改修
．．

＞ 

１．実施した 

２．実施していない 

 

問 18Ｂ② 実施をしない理由は何ですか。＜１つ
．．

に○印＞  

１．新耐震基準※で建てられている（劣化診断で問題が無かった）ため必要ない 

２．新耐震基準ではないが必要ないと考えている 

 

３．費用が不足している 

５．相談相手がいない・分からない 

７．居住者と調整がつかない 

４．どのように実施すべきか分からない 

６．依頼する事業者がいない・分からない 

  

※新耐震基準：1981（昭和 56）年 6 月 1 日以降の建築確認において適用されている基準 

 

４．空き室の状況について 

 

問 19は、皆様がお答えください。 

問 19 問６で示した「空き室」のうち、3
．
か月以上
．．．．

利用されていない住戸はありますか。＜１つ
．．

に○印＞ 

１．ある（    戸）      問 20 へ ２．ない      問 23 へ 

 

問 20は、問 19で「１．ある」と回答した方にお尋ねします。 

問 20 入居者を募集していますか。＜１つ
．．

に○印＞ 

１．募集している      問 21 へ ２．募集していない      問 22 へ 

 

問 21は、問 20で「１．募集している」と回答した方にお尋ねします。 

問 21 入居者が決まらない原因は何だと思いますか。＜当てはまるもの３つまで
．．．．

に○印＞ 

募集・入居条件に関す

ること 

１．募集家賃を値下げしていないため 

３．ペットを飼育できないため 

２．入居条件を厳しくしているため 

 

建物自体や共用部に

関すること 

４．建物が古い・設備が傷んでいるため 

６．バリアフリー対応していないため 

５．駐車場がないため 

７．日照条件が悪いため 

居室に関する 

こと 

８．居住面積が狭小であるため 

９．内装が古い・劣化しているため 

10．遮音性がよくないため 

11．住宅の質や性能を示す情報が不足しているため 

周辺環境に 

関すること 

12．交通の便や日常生活が不便なため 

13．騒音や振動など、近隣環境がよくないため 

14．地域イメージがよくないため 

その他 
15．市場が悪いため（供給過剰、競合物件の存在、需要減退等） 

16．その他（                          ） 
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問 22は、問 20で「２．募集していない」と回答した方にお尋ねします。 

問 22 募集をしていない理由は何ですか。＜１つ
．．

に○印＞ 

１．建替えを予定しているため 

３．修繕や清掃など、募集するための準備ができていない 

５．賃貸経営を終了するため 

２．リフォームを予定しているため 

４．借地であり、土地を返還する予定のため 

６．その他（             ） 

 

問 23は、皆様がお答えください。 

問 23 今後の賃貸住宅経営についてお尋ねします。＜１つ
．．

に○印＞ 

１．現状のまま経営を続けたい 

３．賃貸住宅の経営は縮小したい 

５．賃貸住宅を売却したい 

２．賃貸住宅の経営規模をさらに拡大したい   問 24 へ 

４．賃貸住宅の経営は廃業したい        問 27 へ 

６．その他（              ） 

 

問 24は、問 23で「１．現状のまま経営を続けたい」または「２．賃貸住宅の経営規模をさらに拡大したい」と回答した

方にお尋ねします。 

問 24 今後小金井市内で賃貸住宅を供給する際に、入居を想定している世帯（間取りや設備を 

踏まえ、想定されるターゲット）をお答えください。＜当てはまるものすべて
．．．

に○印＞ 

１．子育て世帯（夫婦と 18歳未満の子どもがいる世帯）      １・２を選んでいない➡問 25 へ 

２．ひとり親世帯（親ひとりと 18歳未満の子どもがいる世帯） 

３．単身高齢者（65歳以上）の世帯               ３・４を選んでいない➡問 26 へ 

４．２人以上の高齢者（65歳以上）のみの世帯               それ以外➡問 27 へ 

５．学生（単身） 

８．多世代世帯（３世代以上） 

６．単身社会人 

９．外国人のみの世帯 

７．夫婦のみ世帯（子育て前・子供なし世帯） 

10．市内で賃貸住宅を供給する予定はない 

11．その他（                                   ） 

 

問 25は、問 24で「１．子育て世帯」または「２．ひとり親世帯」をどちらも選んでいない方にお尋ねします。 

問 25 子育て世帯向けの賃貸住宅を供給しない理由をお答えください。＜当てはまるものすべて
．．．

に○印＞ 

１．需要が少ない 

３．近隣への騒音等のトラブルの懸念 

５．周囲の環境が子育てに適していない 

２．他の世帯向けの住宅に比べ収益を上げづらい 

４．経営している住宅のブランドにそぐわない 

６．その他（                ） 

 

問 26は、問 24で「３．単身高齢者の世帯」または「４．２人以上の高齢者のみの世帯」をどちらも選んでいない方にお

尋ねします。 

問 26 高齢者世帯（65歳以上のみの世帯）向けの賃貸住宅を供給しない理由をお答えください。 

＜当てはまるものすべて
．．．

に○印＞ 

１．需要が少ない 

３．孤独死や残置物処理への懸念 

５．認知症等による火災等が心配 

２．高齢者向けの設備投資(ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ化等)に費用がかかる 

４．保証人がいない 

６．その他（                ） 

 

問 27は、皆様がお答えください。 

問 27 入居者が賃貸住宅に安心して住み続けるために、入居者を支援するしくみや方法として、どのようなものがあれば良いとお考

えですか。＜当てはまるもの３つまで
．．．．

に○印＞  また、具体的な内容がございましたらご記入ください。 

１．子育て世帯の居住の安定を支えるしくみ 

３．住み替えを支えるしくみ 

５．良質な住宅（子育て向け、高齢者向け災害対応など）

の認定制度 

２．高齢者や障がい者の居住の安定を支えるしくみ 

４．良質な住宅に関する不動産情報の提供 

６．その他（下欄にご記入ください） 

［具体的な内容：                                           ］ 

 

■賃貸住宅の経営についての展望や不安などについて、ご自由にご記入ください。 

 特に、コロナ禍に伴う賃貸住宅経営の影響、居住者の動向の変化等がありましたら、 

具体的にご記入ください。 （必要に応じて別紙を添えていただいても結構です） 
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資料６ 市民ワークショップ 

実施概要 

 開催の目的 

多様な世代や立場の市民の目線で、真に魅力ある住環境の形成、小金井市が目指すべき住環境の

将来像、住宅政策の在り方等について意見等を聴取し、計画策定に役立てる。 

 

 開催日時 

日時：令和２年９月１５日 １８時～２０時 

  

 開催場所 

小金井市市民会館（萌え木ホール）Ａ・Ｂ会議室 

 

 参加者数 

１１名（Ａ・Ｂの２グループで実施） 

 

 実施内容 

① テーマについて 

１ 現在の小金井市ならではの住みやすいところ、住みづらいところ 

２ 小金井市に住み続けてもらうために必要な取り組み 

 

② 進め方について 

各グループワークのテーマごとに、意見出しの時間を設けたうえで、グループで順に意見を発表

しながら、意見の大まかなグループ分けを行う。全てのテーマの意見発表終了後、詳細な意見のグ

ループ分けを行い、内容をまとめる。 

 

③ プログラム 

１）挨拶・趣旨、ワークショップの説明 

２）自己紹介・役割決め（アイスブレイク） 

３）グループワークの内容の説明 

４）【意見交換１】現在の小金井市ならではの住みやすいところ、住みづらいところを考えよう 

５）【意見交換２】小金井市に住み続けてもらうために必要な取り組みを考えよう。 

（自分たちで出来ること、他団体の協力が必要なこと） 

６）発表準備 

７）意見共有（発表） 

８）当日のまとめ 
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資料７ 策定の経緯 

住宅マスタープラン策定の経緯 

日時 内容 

令和２年７月 ３日 第１回小金井市住宅マスタープラン策定委員会 

令和２年８月１３日 第１回小金井市住宅マスタープラン庁内検討委員会 

令和２年１０月２３日 第２回小金井市住宅マスタープラン庁内検討委員会 

令和２年１１月 ９日 第２回小金井市住宅マスタープラン策定委員会 

令和３年３月１１日 第３回小金井市住宅マスタープラン庁内検討委員会 

令和３年３月２２日 第３回小金井市住宅マスタープラン策定委員会 

令和３年５月１９日 第４回小金井市住宅マスタープラン庁内検討委員会（書面審議） 

令和３年７月 ２日 第４回小金井市住宅マスタープラン策定委員会 

令和３年９月２８日 第５回小金井市住宅マスタープラン庁内検討委員会（書面審議） 

令和３年１０月１３日 第５回小金井市住宅マスタープラン策定委員会 

令和３年１２月１０日

～令和４年１月１１日 
パブリックコメント 

令和４年２月 ８日 第６回小金井市住宅マスタープラン庁内検討委員会（書面審議） 

令和４年２月２５日 第６回小金井市住宅マスタープラン策定委員会 

 

小金井市住宅マスタープラン策定委員会 

 委員名簿（敬称略） 

選出区分 委員名 所属等 

公募市民 榊 原 弘 文 小金井市民 

森 田 眞 希 小金井市民 

柳 井 美 紀 小金井市民 

関係機関・団体の 

代表者 

石 塚 勝 敏 小金井市社会福祉協議会 

千 葉 賢 二 東京都マンション管理士会むさしの支部 

土 屋  丈  東京都宅地建物取引業協会武蔵野中央支部 

福 野 昭 雄 

（尾 關 桂 子） 

東京都住宅政策本部住宅企画部計画調整担当課長 

学識経験を有する者 ◎宇於﨑 勝 也 日本大学理工学部教授 

○金 子 和 夫 ルーテル学院大学教授 

市職員 鈴 木 茂 哉 福祉保健部介護福祉課長 

※「◎」は会長、「○」は副会長、「（ ）」は前任者 
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 協議内容 

日時 協議内容 

第１回 

令和２年７月３日 

⑴ 会の説明と会議録のあり方 

⑵ 住宅マスタープラン策定スケジュール 

⑶ 住宅マスタープランの目的と位置付け 

⑷ アンケートの設問について 

⑸ その他 

第２回 

令和２年１１月９日 

⑴ 現行計画の検証結果について 

⑵ 小金井市の現状について 

⑶ 市民意向調査の結果について 

⑷ ワークショップの実施結果 

⑸ その他 

第３回 

令和３年３月２２日 

⑴ 前回の委員会で出た質問についての回答 

⑵ 賃貸住宅所有者意向調査の集計結果について 

⑶ 住宅マスタープラン（第１章から第４章まで） 

⑷ 住宅マスタープラン（第５章） 

⑸ その他 

第４回 

令和３年７月２日 

⑴ 前回の委員会で出た質問についての回答 

⑵ 居住支援について 

⑶ 住宅マスタープラン（案） 

⑷ その他 

第５回 

令和３年１０月１３日 

⑴ 前回の委員会で出た質問についての回答 

⑵ 住宅マスタープラン（案） 

⑶ 小金井市マンション管理適正化推進計画（案） 

⑷ その他 

第６回 

令和４年２月２５日 

⑴ パブリックコメントの結果について 

⑵ 小金井市住宅マスタープラン（案）について 

⑶ 小金井市マンション管理適正化推進計画（案）について 

⑷ 小金井市住宅マスタープラン（案）の表紙絵について 

⑸ その他 
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小金井市住宅マスタープラン庁内検討委員会 

 委員名簿（敬称略） 

所属 委員名 

◎都市整備部長         若 藤  実  

○まちづくり推進課長         黒 澤 佳 枝 

企画政策課長         梅 原 啓太郎 

経済課長         高 橋 啓 之 

環境政策課長 
        山 口 晋 平 

       （平 野 純 也） 

地域福祉課長         伏 見 佳 之 

自立生活支援課長         天 野 文 隆 

介護福祉課長         鈴 木 茂 哉 

◇高齢福祉担当課長         平 岡 美 佐 

子育て支援課長         冨 田 絵 実 

都市計画課長         田部井 一 嘉 

地域安全課長         宮 奈 勝 昭 

※「◎」は会長、「○」は副会長、「（ ）」は前任者、「◇」はオブザーバー 

 

 協議内容 

日時 協議内容 

第１回 

令和２年８月１３日 

⑴ 住宅マスタープラン策定スケジュールと会議録 

⑵ アンケートについて 

⑶ 小金井市の現状 

⑷ 住宅マスタープラン進捗確認 

⑸ その他 

第２回 

令和２年１０月２３日 

⑴ 小金井市住宅マスタープラン現行計画の検証結果 

⑵ 住宅マスタープランワークショップの結果 

⑶ 市民アンケート結果 

⑷ その他 

第３回 

令和３年３月１１日 

⑴ 家主アンケートの結果について 

⑵ 第１章から第４章までのまとめについて 

⑶ 第５章施策の内容について 

⑷ その他 

第４回（書面審議） 

令和３年５月１９日 

⑴ 住宅マスタープラン策定委員会の委員意見一覧 

⑵ 住宅マスタープラン（案） 

第５回（書面審議） 

令和３年９月２８日 

⑴ 住宅マスタープラン策定委員会の委員意見一覧 

⑵ 住宅マスタープラン（案） 

⑶ 住宅マスタープラン新旧対照表 

第６回（書面審議） 

令和４年２月８日 

⑴ パブリックコメントの意見への対応 

⑵ 小金井市住宅マスタープラン（案） 

⑶ マンション管理推進計画（案） 
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